
令和４年度 行政報告書

長 瀞 町



目 次

（一般会計）

第 １．総 論 ················································· １

第 ２．歳 入 に 関 す る 事 項 ·················································１４

第 ３．議会部門における主要施策 ·················································１９

第 ４．総務部門における主要施策 ·················································２０

第 ５．民生部門における主要施策 ·················································３７

第 ６．衛生部門における主要施策 ·················································５４

第 ７．労働部門における主要施策 ·················································６７

第 ８．農林水産部門における主要施策 ·················································６８

第 ９．商工部門における主要施策 ·················································７３

第１０．土木部門における主要施策 ·················································７７

第１１．消防部門における主要施策 ·················································８２

第１２．教育部門における主要施策 ·················································８４

（特別会計）

第 １．国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 ·················································９７

第 ２．介 護 保 険 特 別 会 計 ··············································１０４

第 ３．後期高齢者医療特別会計 ··············································１１７



- 1 -

（一般会計）

第 １ 総 論

１．令和４年度における主要施策

令和４年度の国内経済は、コロナ禍からの社会活動の正常化が進みつつある中、緩やかな持ち直しが続い

ている一方で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸

念など、我が国の経済を取り巻く環境には厳しさが増している。

町税については、個人所得や企業収益等が減少したことにより、町民税が減少したものの、固定資産税が

増額したことにより、町税全体としては増収となった。

また、財政指標については、将来負担比率は改善し、実質公債費比率はやや改善したものの、経常収支比

率はやや悪化しており、町財政は、硬直化から抜け出せたわけではない。

このように厳しい財政状況の下、新型コロナウイルス感染症への対応を図りながら、町が取り組むべき

種々の課題を解決し、「はつらつ長瀞」を実現させるため、重要度の高いと判断される事業に効率的かつ重

点的に財源を集中させ、諸施策を実施した。

その主なものは次のとおりである。

⑴重点事業

【安心・安全なまちづくり事業】 令和元年東日本台風による豪雨の際に雨水の滞留が発生したことを

受け、本中１１７号線の道路改良工事のほか、狭あい道路である岩田６号線改良工事を行った。ま

た、通学児童の安全を確保するため、幹線２５号線の区画線設置工事及び本中７号線の歩道整備工

事に向けた測量設計業務を行った。河川についても、水害等を未然に防止するため、銅の入沢及び

堂坂沢の整備工事などインフラ整備を進めた。

【子育て支援事業】 ｢多世代ふれ愛ベース長瀞｣では、「子育て支援拠点」として、各種子育て支援事業

や相談事業を行うとともに、「子育て世代包括支援センター」として妊娠、出産、子育てまでの切れ

目のない支援を行ったほか、令和４年度から「子ども家庭総合支援拠点」として、子ども達の権利擁

護を図るため、子どもに関する情報の発信、相談等の支援を行った。また、子育て支援金、入学祝い

金、こども医療費の助成、中学生及び高校生の通学費の一部助成などを引き続き実施するとともに、

新生児聴覚検査に係る費用の一部を助成するなど子育てに係る家庭の経済的負担の軽減を図った。

【定住促進対策事業】 住宅取得奨励補助金の交付を引き続き実施するとともに、地域おこし協力隊に引

き続き地域おこし支援を委託し、地域に溶け込んだ活動を行い、その活動を通じて感じた町の魅力を

積極的に発信してもらう等、移住・定住者の増加につなげた。

⑵誰もがいつまでも暮らし続けられるまち

【児童福祉】 子育て世帯への家庭訪問、臨床心理士による相談事業、放課後児童クラブ事業などを実施

したほか、民間保育所への児童の保育の委託や民間認定こども園に対する施設型給付を引き続き実施

した。

【高齢者福祉】 住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療と介護の連携を強化するとともに、住民

の支え合いによるまちづくりを推進する仕組みや体制づくりを行う生活支援体制整備事業を社会福
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祉協議会に委託するなどし、地域包括ケアシステムの構築に取り組んだ。また、独り暮らしの高齢者

などに対する配食サービスを実施したほか、地域で集まり、健康づくりや介護予防などに取り組む「通

いの場」を整備する行政区等に補助金を交付した。

【障がい者福祉】 障害者自立支援給付事業をはじめ、障害者支援サービスの充実に努めるほか、高齢者

障がい者いきいきセンターの円滑な運営を行った。

【健康づくり】 県が実施する「コバトン健康マイレージ事業」に引き続き参加することにより健康増進

につなげたほか、各種検診の実施や国民健康保険及び後期高齢者医療保険加入者に対する人間ドック

費用を助成することにより、病気の早期発見、早期治療の機会の提供や、各種予防接種の実施により、

疾病の発症及び流行の予防を図った。また、フレイル予防を取り入れた「高齢者の保健事業と介護予

防の一体的事業」を実施し、健康寿命の延伸や生きがいづくりにつなげた。

【国民健康保険・後期高齢者医療保険・介護保険】 安心して医療や介護が受けられるよう、安定した財

政運営を行う基盤づくりに努めた。

⑶活力を生み出すまち

【観光業の振興】 令和元年度に策定した「観光振興計画」に基づき、多様化する観光客のニーズに対応

するため、観光アドバイザーの招へいや着地型旅行を推進したほか、効果的なプロモーションを行い、

観光地としてさらなる魅力の向上及び交流人口の増加を図った。また、長瀞駅前モニュメントについ

ては、景観改善及び観光地としてのイメージ向上を図るため、撤去工事に向けた設計業務を行った。

【農業の振興】 農産物生産者等への補助金交付や農作物を守るため、有害鳥獣被害対策などに取り組ん

だ。また、新たな農業従事者向けの研修会を開催した。

【林業の振興】 森林資源を確保し、優良材生産のために造林・間伐事業を推進するとともに、生産基盤

である林道管理を行った。

【商工業の振興】 中小企業者が資金を借り入れた際の利子補給、住宅リフォーム等資金の助成や商工業

活動の拠点である商工会への補助を引き続き行った。

⑷安心して快適に生活できるまち

【消防・防災】 施設の老朽化が進んでいる消防団第２分団第３部の詰所について、民間の施設を購入し、

避難所としても利用することができる矢那瀬地区コミュニティ消防センターとして整備したほか、地

域防災計画及び町職員初動マニュアルの改訂や、消防施設、防災行政無線の維持管理を行った。

【防犯・交通安全】 防犯灯の維持管理をしていくとともに、交通安全啓発活動などの実施により意識の

高揚を図ったほか、道路の危険箇所へのガードレールやカーブミラー、道路照明灯の設置を行った。

【町道等の整備】 住民の生活環境の向上や交通の安全性の向上を図るため、町道の改良等を行うととも

に、舗装修繕など道路の維持管理を行った。また、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の健全化を

図るため、修繕工事を行った。

【町営住宅】 町営住宅長寿命化計画に基づき、袋団地を始めとした町営住宅の長寿命化を図り、施設の

維持管理を行った。

【環境衛生】 皆野・長瀞下水道組合に対して下水道事業、し尿処理事業及び市町村整備型浄化槽事業に

係る経費を、秩父広域市町村圏組合に対して上水道事業、ごみ処理及び火葬場の運営に係る経費をそ

れぞれ負担した。また、し尿処理事業については、令和４年１月に秩父地域１市４町で秩父地域し尿
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処理事業の統合に関する覚書を締結し、統合・広域化に向けた事務を進めた。

⑸一人ひとりが生きがいをもって活躍できるまち

【教育環境】 児童数の減少に伴い第二小学校の２・３年生が複式学級になったことを受け、担任教諭の

他に学習指導員を配置し、授業中の教科指導の支援を行った。また、令和２年度に立ち上げた学校の

あり方検討委員会から提出された、今後の当町における望ましい学校教育のあり方についての答申を

踏まえ、小中学校の適正規模・適正配置基本方針及び基本計画を策定したほか、新たに立ち上げた長

瀞町学校統合準備委員会では、長瀞町立小学校の円滑な統合に向けた検討が進められた。

【生涯学習・スポーツ振興】 中央公民館、総合グラウンド及び塚越グラウンドなど、生涯を通じて意欲

的に学習やスポーツに親しめる施設の維持管理及び各種団体への支援を引き続き行った。

【文化財保護】 国指定重要文化財である旧新井家住宅及び併設する郷土資料館の維持管理を行った。

【学校給食】 安心・安全な学校給食を提供できるよう、施設の維持管理を行った。

⑹町民と行政との協働によってつくるまち

【町民の行政参画】 住民からの意見を町政に反映させるため、町への提案制度、パブリックコメント及

び各種アンケート調査を行った。

【定住自立圏構想】 圏域の広域的な行政課題に取り組むため、秩父地域１市４町で構成する「ちちぶ定

住自立圏構想」に基づいた各種事業を進めた。

【財政基盤の強化】 長期的な視点に立ち、健全な財政運営ができるよう、町税の適正な賦課徴収及び財

源の適正配分に努めた。また、返礼品による地域産業の活性化及び寄附金の確保を図るため、ふるさ

と納税事業を引き続き進めた。

※新型コロナウイルス感染症関連事業及び町名変更５０周年記念事業については、各事業の歳出予算科目

に応じた部門に記載した。
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２．町財政の概要

⑴歳入歳出の決算状況

令和４年度における一般会計の決算は、次のとおりである。

歳入総額 ３８億５，８７９万９，３０２円

歳出総額 ３６億７，４２３万９，７９９円

歳入歳出差引額 １億８，４５５万９，５０３円

①歳入決算額

歳入決算額は、３８億５，８７９万９千円（前年度４１億３，２３２万１千円）で前年度比６．６％

の減となった。

内訳は、図表－１のとおりとなり、増加した主なものは、繰越金（前年度比＋５５．４％）、環境性

能割交付金（同＋３０．１％）、法人事業税交付金（同＋２８．４％）、逆に減少した主なものは、地

方特例交付金（同△８５．６％）、株式等譲渡所得割交付金（同△３９．８％）、利子割交付金（同△

３８．０％）、であった。

②歳出決算額

歳出決算額は、３６億７，４２３万９千円（前年度３８億６，５４２万８千円）で前年度比４．９％

の減となった。

目的別内訳は、図表－２のとおりとなり、増加した主なものは、土木費（対前年度比＋３７．６％）、

商工費（同＋２０．７％）、消防費（同＋１９．８％）、逆に減少した主なものは、農林水産業費（同

△７４．０％)、衛生費（同△９．１％）、総務費（同△８．４％）、であった。

性質別内訳は、図表－３のとおりとなり、増加した主なものは、普通建設事業費（前年度比＋３８．

６％）、維持補修費（同＋２２．６％）、繰出金（同＋７．３％）、逆に減少した主なものは、貸付金

（同△２７．１％）、物件費（同△１６．５％）、扶助費（同△１１．０％）であった。

⑵公有財産の状況

令和４年度末の公有財産（行政財産・普通財産）は、土地については、行政財産で１１，２７７㎡増

加があったため、２０７，１３８㎡となった。建物については、行政財産で１４２㎡増加があったため、

３３，３４３㎡となった。

⑶基金の状況

一般会計基金の令和３年度末現在高は１２億８，６８１万９，６０８円であったが、２７０万８，５

６３円を繰入れ、４億６，５５１万６，０６８円を積立てたため、令和４年度末現在高は、１７億４，

９６２万７，１１３円となった。
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なお、基金別の運用状況は次のとおりである。

◎基金運用状況表 （単位：円）

⑷町債の状況

一般会計債の令和３年度末現在高は、２８億１，２６０万４，７０８円であったが、３億１，２３１

万８，３３２円を元金償還し、１億７，８８６万４，０００円を借入れしたため、令和４年度末現在高

は、２６億７，９１５万３７６円となった。

なお、町債会計款別、借入先別現在高は、図表－４のとおりである。

基 金 名
３ 年 度 末

現 在 高
繰 入 金 額 積 立 金 額

４ 年 度 末

現 在 高

財 政 調 整 基 金 564,906,000 0 500,000 565,406,000

減 債 基 金 83,190,000 100,000 400,737,000 483,827,000

ふるさと長瀞応援基金 52,829,814 2,608,563 14,055,068 64,276,319

公 共 施 設 整 備 基 金 580,002,157 0 50,000,000 630,002,157

地 域 福 祉 基 金 2,318,000 0 0 2,318,000

森 林 環 境 整 備 基 金 3,573,637 0 224,000 3,797,637

合 計 1,286,819,608 2,708,563 465,516,068 1,749,627,113



図表－１

区　　　　分 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 増減率

町 税 842,986 21.8 822,728 19.9 2.5

地 方 譲 与 税 28,796 0.8 28,251 0.7 1.9

利 子 割 交 付 金 311 0.0 502 0.0 △ 38.0

配 当 割 交 付 金 4,521 0.1 4,939 0.1 △ 8.5

株式等譲渡所得割交付金 3,531 0.1 5,864 0.1 △ 39.8

法 人 事 業 税 交 付 金 11,377 0.3 8,860 0.2 28.4

地 方 消 費 税 交 付 金 162,538 4.2 162,151 3.9 0.2

ゴルフ場利用税交付金 5,004 0.1 5,585 0.1 △ 10.4

環 境 性 能 割 交 付 金 4,510 0.1 3,467 0.1 30.1

地 方 特 例 交 付 金 3,640 0.1 25,254 0.6 △ 85.6

地 方 交 付 税 1,527,351 39.6 1,556,146 37.7 △ 1.9

交通安全対策特別交付金 725 0.0 836 0.0 △ 13.3

分 担 金 及 び 負 担 金 29,135 0.8 27,979 0.7 4.1

使 用 料 及 び 手 数 料 24,008 0.6 22,791 0.6 5.3

国 庫 支 出 金 482,436 12.5 728,719 17.6 △ 33.8

県 支 出 金 193,734 5.0 191,280 4.6 1.3

財 産 収 入 1,764 0.1 1,756 0.1 0.5

寄 附 金 26,692 0.7 32,167 0.8 △ 17.0

繰 越 金 266,893 6.9 171,797 4.2 55.4

諸 収 入 57,274 1.5 76,106 1.8 △ 24.7

町 債 178,864 4.6 252,886 6.1 △ 29.3

繰 入 金 2,709 0.1 2,257 0.1 20.0

合 計 3,858,799 100.0 4,132,321 100.0 △ 6.6

令和４年度　一般会計歳入決算　対前年度比較

単位：千円、％
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図表－２

区　　分 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 増減率

議 会 費 36,793 1.0 37,120 1.0 △ 0.9

総 務 費 1,241,737 33.8 1,355,655 35.1 △ 8.4

民 生 費 931,141 25.4 979,296 25.3 △ 4.9

衛 生 費 514,959 14.0 566,809 14.7 △ 9.1

労 働 費 134 0.0 131 0.0 2.3

農林水産業費 19,037 0.5 73,194 1.9 △ 74.0

商 工 費 41,672 1.1 34,530 0.9 20.7

土 木 費 124,411 3.4 90,414 2.3 37.6

消 防 費 194,611 5.3 162,398 4.2 19.8

教 育 費 249,486 6.8 236,809 6.1 5.4

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0.0

公 債 費 320,258 8.7 329,073 8.5 △ 2.7

合 計 3,674,239 100.0 3,865,429 100.0 △ 4.9

令和４年度　一般会計目的別歳出決算　対前年度比較

単位：千円、％
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図表－３

区　　　分 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 増減率

人 件 費 609,901 16.6 616,863 15.9 △ 1.1

普通建設事業費 170,335 4.6 122,916 3.2 38.6

補 助 費 等 719,778 19.6 789,256 20.4 △ 8.8

積 立 金 465,516 12.7 478,865 12.4 △ 2.8

公 債 費 320,258 8.7 329,073 8.5 △ 2.7

物 件 費 437,718 11.9 524,065 13.6 △ 16.5

扶 助 費 526,997 14.3 592,462 15.3 △ 11.0

繰 出 金 299,348 8.1 281,476 7.3 6.3

投資及び出資金 111,895 3.1 119,127 3.1 △ 6.1

維 持 補 修 費 10,453 0.3 8,526 0.2 22.6

貸 付 金 2,040 0.1 2,800 0.1 △ 27.1

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0.0

合 計 3,674,239 100.0 3,865,429 100.0 △ 4.9

令和４年度　一般会計性質別歳出決算　対前年度比較

単位：千円、％
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図表－４

町債の状況

１．会計款別現在高
単位：千円

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 末

現 在 高 借入額 元金償還額 現 在 高

1 総 務 債 169,383 8,000 15,980 161,403

うち 過 疎　債 0 8,000 0 8,000

2 民 生 債 66,641 22,000 4,059 84,582

うち 過　疎　債 0 22,000 0 22,000

3 衛 生 債 215,950 52,200 5,858 262,292

4 農 林 水 産 業 債 51,400 0 550 50,850

5 商 工 債 23,457 5,000 6,478 21,979

うち 過　疎　債 0 5,000 0 5,000

6 土 木 債 377,905 44,100 61,362 360,643

うち 辺　地　債 2,788 0 2,788 0

うち 過　疎　債 0 25,900 0 25,900

7 消 防 債 35,679 0 25,449 10,230

8 教 育 債 113,821 15,000 13,814 115,007

うち 過　疎　債 0 15,000 0 15,000

9 災 害 復 旧 債 14,700 0 1,375 13,325

10 減 税 補 て ん 債 8,638 0 3,050 5,588

11 臨 時 財 政 対 策 債 1,725,865 32,564 174,269 1,584,160

12 減 収 補 て ん 債 9,166 0 75 9,091

2,812,605 178,864 312,319 2,679,150

※減税補てん債、臨時財政対策債の元利償還金については、その全額が、また辺地債、

　 消防債、災害復旧債などは、その一部が普通地方交付税 （基準財政需要額）に算入

　 されます。

令和４年度

合　　　計

区　　　分
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２．借入先別及び利率別現在高
単位：千円

区　分
財政融資

資金
旧郵政公社

資金
地方公共団体

金融機構 市中銀行
その他の
金融機関

共済組合 その他
令和４年度末

現在高

０．５％
以下

644,936 5,588 795,445 968 494,474 228,850 2,170,261

１．０％
以下

102,486 131,132 34,061 134,290 860 402,829

１．５％
以下

13,692 20,942 13,087 47,721

２．０％
以下

23,787 34,552 58,339

２．５％
以下

0

３．０％
以下

0

３．５％
以下

0

４．０％
以下

0

合　計 784,901 5,588 926,577 69,581 649,706 13,087 229,710 2,679,150
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第 ２ 歳入に関する事項

１．町税について

町税の現年課税分の調定額は、８億４，１７３万１千円（前年度８億８０２万６千円）で、対前年度比

４．２％の増となった。これに対し、町税の現年課税分の収入済額は、８億３，５１７万円（前年度７億

９，９７３万６千円）で、収納率は９９．２％となり０．２ポイント増加した。また、町税の滞納繰越分

の調定額は、３，２２４万３千円（前年度４，８０６万４千円）で、対前年度比３２．９％の減となり、

町税の滞納繰越分を含めた調定額は、８億７，３９７万４千円（前年度８億５，６０９万円）で、対前年

度比２．１％の増となった。これに対し、町税の滞納繰越分を含めた収入済額は、８億４，２９８万６千

円（前年度８億２，２７２万８千円）で、収納率は９６．５％となり前年度より０．４ポイント増加した。

町税の現年課税分における各税目ごとの調定額増減理由については、町民税のうち個人は、労働人口の

減少の影響により、対前年度比５．４％の減となり、法人は、企業収益の減少の影響により、対前年度比

１．２％の減となった。

固定資産税は、評価替えの第２年度にあたり、土地は、引き続き地価が下落傾向にあり、対前年度比２．

６％の減、家屋は、新型コロナウイルス感染症に伴う特例軽減措置が終了したことにより、対前年度比９．

７％の増、償却資産は、大規模太陽光発電設備の新規取得の影響が大きく、対前年度比４５．９％の増と

なり、固定資産税全体では、対前年度比１３．３％の増となった。

軽自動車税のうち、種別割は、重課税及び新税率車種の増加等により、対前年度比２．６％の増となり、

環境性能割は、新税率車種への買替えが増えたことにより７６．７％の増となった。

たばこ税は、健康志向による喫煙者数の減少等により、町内の製造たばこの販売本数は減少しており、

対前年度比０．７％の減となった。

その他、滞納処分の執行停止や時効の成立等により権利・義務が消滅し、徴収ができなくなった３６２

万４千円（前年度１１１万６千円）について、不納欠損処分を行った。

◎町税収納状況

税 目
調定額(A)

千円

増減率

％

収入済額(B)

千円

収納率

(B)/(A) ％

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

現

年

課

税

分

１．町 民 税(個人) 311,544 △5.4 310,165 99.6 0 1,379

(法人) 29,248 △1.2 28,872 98.7 0 376

２．固定資産税 432,563 13.3 428,009 98.9 1,104 3,450

国有資産等所在市町村

交納付金
1,585 － 1,585 100.0 0 0

３．軽自動車税(種別） 28,035 2.6 27,783 99.1 0 252

（環境性能） 2,191 76.7 2,191 100.0 0 0

４．たばこ税 36,565 △0.7 36,565 100.0 0 0

小 計 841,731 4.2 835,170 99.2 1,104 5,457

滞

納

繰

越

分

１．町 民 税(個人) 5,179 △10.1 1,617 31.2 512 3,050

(法人) 750 △25.0 210 28.0 0 540

２．固定資産税 24,941 △37.7 5,748 23.0 1,827 17,366

３．軽自動車税(種別） 1,373 6.1 241 17.6 181 951

小 計 32,243 △32.9 7,816 24.2 2,520 21,907

合 計 873,974 2.1 842,986 96.5 3,624 27,364
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２．地方譲与税について

⑴地方揮発油譲与税

地方揮発油税の１００分の４２相当額を管理する道路延長及び面積に基づいて按分して国から譲与さ

れるもので、令和４年度分は６３１万２千円（前年度６６２万７千円）で前年度比４．８％の減であっ

た。

⑵自動車重量譲与税

自動車重量税の１０００分の３５７（当分の間１０００分の４３１）相当額を管理する道路延長及び

面積に基づいて按分して国から譲与されるもので、令和４年度分は１，８８９万６千円（前年度１，８

９５万円）で前年度比０．３％の減であった。

⑶森林環境譲与税

森林整備等に関する費用に充てるため、私有林人工林面積、林業就業者及び人口に基づいて按分して

国から譲与されるもので、令和４年度分は３５８万円８千円（前年度２６７万円４千円）で前年度比３

４．２％の増であった。

３．利子割交付金について

利子等及び金融類似商品の収益について県が課税徴収した県民税利子割について、その１００分の９９

の５分の３相当額を市町村の個人県民税収入決算額の割合に応じて按分交付するもので、令和４年度分は

３１万１千円（前年度５０万２千円）で前年度比３８．０％の減であった。

４．配当割交付金について

一定の上場株式等の配当等について県が課税徴収した県民税配当割について、１００分の９９の５分の

３相当額を市町村の個人県民税収入決算額の割合に応じて按分交付するもので、令和４年度分は４５２万

１千円（前年度４９３万９千円）で前年度比８．５％の減であった。

５．株式等譲渡所得割交付金について

源泉徴収を選択した特定口座における株式等譲渡所得等について県が課税徴収した株式等譲渡所得割に

ついて、１００分の９９の５分の３相当額を市町村の個人県民税収入決算額の割合に応じて按分交付する

もので、令和４年度分は３５３万１千円（前年度５８６万４千円）で前年度比３９．８％の減であった。

６．法人事業税交付金について

法人事業税として県が課税し、その１００分の７．７相当額を市町村に交付するもので、令和４年度分

は１，１３７万７千円（前年度８８６万円）で前年度比２８．４％の増であった。

７．地方消費税交付金について

消費税の７８分の２２を地方消費税として県が課税し、その２分の１相当額を市町村に交付するもので、

令和４年度分は１億６，２５３万８千円（前年度１億６，２１５万１千円）で前年度比０．２％の増であ

った。

なお、引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障

施策に要する経費については、Ｐ.１８の別紙１にて詳細を明示。
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８．ゴルフ場利用税交付金について

ゴルフ場利用税収入額の１０分の７に相当する額が県から交付されるもので、令和４年度分は５００万

４千円（前年度５５８万５千円）で前年度比１０．４％の減であった。

９．環境性能割交付金について

町道の延長と面積に応じて、自動車税の１００分の９５のうち１００分の４３相当額が県から交付され

るもので、令和４年度分は４５１万円（前年度３４６万７千円）で前年度比３０．１％の増であった。

10．地方特例交付金について

住宅借入金等特別税額控除及び自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収に伴う財源措置として市町

村に交付される地方特例交付金３５９万円（前年度５５５万９千円）、新型コロナウイルス感染症対策地方

税減収補填特別交付金５万円（前年度１，９６９万５千円）、合計３６４万円（前年度２，５２５万４千円）

で前年度比８５．６％の減であった。

11．地方交付税について

普通交付税１４億２，７７４万９千円（前年度１４億２，１８８万９千円）、特別交付税９，９６０万２

千円（前年度１億３，４２５万７千円）、合計１５億２，７３５万１千円（前年度１５億５，６１４万６千

円）で前年度比１．９％の減であった。

12．交通安全対策特別交付金について

交通安全対策に関する費用に充てるため、交通反則金を原資として人口集中地区人口、交通事故発生件

数及び改良済道路延長を基に国から交付されるもので、令和４年度分は７２万５千円（前年度８３万６千

円）で前年度比１３．３％の減であった。

13．分担金及び負担金について

保育園保護者負担金、放課後児童クラブ保護者負担金等の負担金で、令和４年度分は２，９１３万５千

円（前年度２，７９７万９千円）で前年度比４．１％の増であった。

14．使用料及び手数料について

使用料は、町営住宅使用料等で令和４年度分は２，０７６万４千円（前年度１，９５２万５千円）で前

年度比６．３％の増であった。手数料は、戸籍住民基本台帳手数料等で、令和４年度分は３２４万４千円

（前年度３２６万６千円）で前年度比０．７％の減であった。

15．国庫支出金について

国庫負担金２億５，６７８万４千円（前年度２億６，８６７万４千円）、国庫補助金２億２，３２９万２

千円（前年度４億５，７０５万４千円）、国庫委託金２３６万円（前年度２９９万１千円）で、合計では、

４億８，２４３万６千円（前年度７億２，８７１万９千円）で前年度比３３．８％の減であった。

16．県支出金について

県負担金１億３，０４４万２千円（前年度１億２，３６１万５千円）、県補助金４，１８０万円（前年度
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４，３４１万円）、県委託金２，１４９万２千円（前年度２，４２５万５千円）で、合計では、１億９，３

７３万４千円（前年度１億９，１２８万円）で前年度比１．３％の増であった。

17．財産収入について

財産運用収入７８万６千円（前年度１５８万３千円）、財産売払収入９７万９千円（前年度１７万３千円）

で、合計では、１７６万５千円（前年度１７５万６千円）で前年度比０．５％の増であった。

18．寄附金について

一般寄附金皆減（前年度１００万円）、指定寄附金２，６６９万２千円（前年度３，１１６万７千円）で、

合計では、２，６６９万２千円（前年度３，２１６万７千円）で前年度比１７．０％の減であった。

19．繰越金について

前年度繰越金２億６，６８９万３千円（前年度１億７，１７９万７千円）で前年度比５５．４％の増で

あった。

20．諸収入について

延滞金加算金及び過料２７１万４千円（前年度２８２万９千円）、貸付金元利収入１７０万７千円（前年

度２０９万１千円）、受託事業収入１，３４１万２千円（前年度１，３３８万９千円）、雑入等３，９４４

万１千円（前年度５，７７９万７千円）で、合計では、５，７２７万４千円（前年度７，６１０万６千円）

で前年度比２４．７％の減であった。

21．町債について

衛生債５，２２０万円（前年度６，１７０万円）、農林水産業債（皆減）、土木債４，４１０万円（前年

度２，２１０万円）、教育債１，５００万円（皆増）、臨時財政対策債３，２５６万４千円（前年度１億２，

０９８万６千円）等の町債を借入れ、合計では、１億７，８８６万４千円（前年度２億５，２８８万６千

円）で前年度比２９．３％の減であった。

22．繰入金について

減債基金繰入金から１０万円（皆増）、ふるさと長瀞応援基金から２６０万９千円（前年度２２５万７千

円）の繰入れを行い、合計では、２７０万９千円（前年度２２５万７千円）で前年度比２０．０％の増で

あった。



　　別紙１　

（歳入）
地方消費税交付金（社会保障財源化分） 86,155 千円

（歳出）
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 855,216 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国（県）
支出金

町債 その他

引上げ分の
地方消費税
（社会保障
財源化分の
市町村交付

金）

その他

障がい者福祉事業 181,385 128,517 0 0 10,451 42,417

高齢者福祉事業 42,165 1,717 9,000 269 6,164 25,015

児童福祉事業 313,315 210,373 13,000 7,718 16,255 65,969

小計 536,865 340,607 22,000 7,987 32,870 133,401

介護保険事業 115,443 5,820 0 0 21,671 87,952

国民健康保険事業 55,500 19,543 0 0 7,108 28,849

後期高齢者医療事業 111,939 20,424 0 217 18,048 73,250

小計 282,882 45,787 0 217 46,827 190,051

健康増進事業 18,938 25 0 675 3,605 14,633

予防事業 13,325 129 0 0 2,609 10,587

母子保健事業 3,206 1,956 0 17 244 989

小計 35,469 2,110 0 692 6,458 26,209

合計 855,216 388,504 22,000 8,896 86,155 349,661

※「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について」（平成26年1月24日総務省通知）により、
消費税率の引上げにより増加した地方消費税交付金の充当について、使途を明示したものです。

引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

財源内訳
特定財源 一般財源

事業名 経費

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

- 18 -
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第 ３ 議会部門における主要施策

１．議会管理事業

⑴定例会４回（３、６、９、１２月）が開かれ、会議の延日数は６日間であった。

⑵会議に付された議案等及び議決結果は、次のとおりであった。

※集計は、年次（暦年）による。

⑶常任委員会、議会運営委員会、全員協議会、議会だより編集委員会の開催状況

種 別
付議

事件

議 決 結 果
審議

未了原案

可決

修正

可決
否 決 採 択

趣旨

採択
不採択

翌年度

へ継続

条 例 案 22 22

予 算 案 16 16

決 算 認 定 4 4

専 決 処 分 5 5

その他の議案 13 13

議員提出議案 5 5

請 願 ・ 陳 情

計 65 65 0 0 0 0 0 0 0

総務教育常任委員会 ５日

経済観光常任委員会 ２日

議会運営委員会 ４日

全員協議会 ３日

議会だより編集委員会 １２日
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第 ４ 総務部門における主要施策

１．広報、広聴活動の充実

⑴「広報ながとろ」「くらしのメモ」の発行

①町民への情報提供と町政に対する理解を深めるなど、行政広報としての役割を果たした。

○発行要領：Ａ４判 ２，６５０部 毎月１日発行 年１２回

（表紙白黒１４ページ８回、カラー１４ページ４回）

○配付先：全世帯、秩父記者クラブ、テレビ埼玉、ＮＨＫさいたま放送局、秩父地域おもてなし観光

公社、ちちぶエフエム株式会社、長瀞第一小学校、長瀞第二小学校、長瀞中学校、長瀞町

社会福祉協議会、長瀞町シルバー人材センター、ながとろ苑、長瀞町商工会、長瀞町観光

協会、秩父消防暑北分署、皆野・長瀞下水道組合、埼玉療育園、県立熊谷図書館、県政情

報センター、県秩父地域振興センター、国立国会図書館

②広報紙広告掲載料として１３５，０００円を収入した。

⑵町への提案制度

町民が日ごろ思っている提言や要望など町政に対する意見を伺い、まちづくりに反映させるための提

案制度には、郵送、電子メール等で５１件の提案等が寄せられた。また、寄せられた提案の一部と回答

は、「広報ながとろ」に掲載し公表した。

⑶ＳＮＳによる情報発信

公式フェイスブックにより、２９５件の行政情報を発信した。また、公式インスタグラムに花の写真

を中心とした８件の投稿を行い、町の魅力を発信した。

２．町民相談業務の実施

弁護士による法律相談（毎月１回）、行政相談員による行政相談（年８回）、人権擁護委員による人権相談

（年２回）、行政書士による困りごと相談（毎月１回）、司法書士による登記相談（年６回）の町民相談業務

を無料で実施した。

３．会計管理事業

⑴伝票の審査処理

歳入における伝票について、歳入科目、件数及び金額等を確認し、８，５２６枚（調定に関する伝票

３，１６０枚、収入に関する伝票５，０５６枚、その他の伝票３１０枚）処理した。

歳出における伝票について、債権者、金額、支払方法及び法令等を審査・確認し、１５，８３４枚（支

出負担行為に関する伝票２，０４３枚、支出命令に関する伝票１３，３０９枚、精算に関する伝票２６

０枚、その他の伝票２２２枚）処理した。

相談名 法律相談 行政相談 人権相談 困りごと相談 登記相談

件 数 ２４件 ０件 １件 １件 １件
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⑵町費の支払い

毎月１０日、２５日の２回を定期支払日とし、期日指定や緊急の支払いがある場合には随時支払日を

設けるなど、柔軟な対応に努め、１３，７６２件（口座振込１１，２６８件、窓口払い３４７件、納付

書払い５９２件、その他１，５５５件）の支払いを行った。

⑶資金運用

最も確実かつ有利な運用に努めた結果、基金の利子は１１８，４２４円、一般会計の預金利子は７６

円となった。

⑷県収入証紙

買受け額は７００，０００円で、これに対する手数料２３，１００円（３．３／１００）が交付され

た。なお、証紙売捌き額は、７２３，０７０円であった。

４．財産管理事業

⑴財産管理

役場庁舎の管理、公有財産に関する事務の統一及び調整、公有財産の維持及び保全、行政財産の使用

許可、普通財産の貸付、普通財産の処分を業務として、以下の事務を行った。

①役場庁舎の保守点検及び修繕等

役場庁舎設備等の保守点検業務委託 ４，１７９，６２０円

役場庁舎環境衛生管理等の業務委託 ４，４６５，０２６円

役場庁舎中央監視システム等の借上 ３，２７０，７９８円

役場庁舎設備等の修繕 ５７０，３５０円

役場庁舎受水槽給水ポンプ更新工事 ４，２５０，４００円

役場庁舎電話交換機等リース料 ２２６，６００円

②公有建物火災共済基金分担金 １，６９４，４６７円

③行政財産の使用許可 ９件 ３４０，９３２円

④普通財産の貸付 ９件 ６６７，１４０円

⑤駐車場利用協力金 ３５５，４４１円

⑵入札の実施

指名競争入札を４３件執行した（うち、３件は不調）。

指名業者については、副町長を委員長とし、課長級以上の職にある職員で構成する長瀞町競争入札等

審査委員会において選定を行った。

なお、実施したすべての指名競争入札において、入札予定及び結果の公表を行うとともに、予定価格

の事前公表を行った。
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入札結果

①主要工事等

注）落札額は、消費税及び地方消費税を含まない額

②課別入札件数

③落札額別入札件数

⑶町民ギャラリー

役場庁舎入口のスペースを町民ギャラリーとして無償で貸し出した。

長瀞町で活動する計１１団体が参加し、各種作品を展示した。

⑷公共施設等マネジメント事業

令和元年度に策定した「長瀞町公共施設長寿命化計画」に基づき、町有施設について職員による劣化

状況調査及び劣化度評価を行い、劣化による故障や不具合による利用停止等の予防と施設の長寿命化を

図った。

開札月日 件 名 落札額（千円） 指名業者数

４月２８日 長瀞町中央公民館空調設備更新工事 １３，７０８ ６

７月１５日 岩田６号線道路改良工事 １０，９６１ ６

１１月 １日 銅の入沢護岸整備工事 １０，３９０ ６

１月１０日 長瀞町立小中学校カラー複合機賃貸借業務 １０，８００ ６

区 分 土 木 建 築 管・電気 ほ 装 委託等 物品等 計

総 務 課 １ １ １ １ ４

企画財政課 １ ５ ２ ８

税務会計課 １ １

町 民 課 １ １ ２

健康福祉課 １ １ １ ３

産業観光課 １ １ ２

建 設 課 ８ １ ６ １５

教育委員会 ２ ４ ６

議会事務局 ２ ２

計 ８ ２ ５ １ １４ １０ ４３

区 分 土 木 建 築 管・電気 ほ 装 委託等 物品等 計

２００万円未満 １ １ ５ ２ ９

２００万円以上５００万円未満 ５ ３ ７ ６ ２１

５００万円以上１，０００万円未満 １ ２ ２ １ ６

１，０００万円以上 ２ １ １ ４

計 ８ ２ ５ １ １４ １０ ４０
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５．移住・定住推進事業

⑴住宅取得奨励補助金

定住人口の増加と地域の活性化を図ることを目的に、新たに住宅を取得する者に対してその購入費用

の一部を助成した。

○補助金総額 ９，１００千円

⑵移住プロモーション事業

町の活性化及び人口減少対策として、移住相談窓口の運用や個別での移住ツアーの実施により移住者

支援を行った。

⑶ＰＦＩ可能性調査

町のボトルネックである課題「住居・仕事・新たな観光コンテンツ」を複合的かつ効果的に解決すべ

く、移住に関するニーズや概算事業費を算出等の調査をＮＰＯ法人全国地域ＰＦＩ協会に委託した。

⑷地域おこし協力隊（企画財政課分）

地域おこし協力隊員計２名に、引き続き地域活性化に資する事業を委託した。

６．交通安全対策事業

全国交通安全運動、交通事故防止運動を実施・協力した。

交通安全指導としては、新入学児童を対象に交通安全教室と啓発品の配布を行った。

交通指導隊による児童・生徒の下校時の交通安全指導に併せて、防犯パトロール活動を実施した。

啓発事業として、町民の希望者に交通安全反射材を配布した。

７．自治振興対策事業

⑴地域振興対策事業補助金

地域の振興を図るため、上長瀞区ほか３行政区が実施した事業に対して補助した。

実績 世帯人数 大人 子ども

総数 １３件 ３８人 ２６人 １２人

町内 ８件 ２３人 １４人 ９人

町外 ５件 １５人 １２人 ３人

事業内容 事業費

ＰＦＩ可能性調査業務委託 ２，７５０，０００円

隊員名 活動開始年月 活動内容

暮林まどか 令和元年１１月 地元食材を生かしたお土産品の開発事業

清 水 勇 多 令和２年１０月 町の魅力発信事業

行政区名 事 業 内 容 補 助 金

上 長 瀞 区 ゴ ミ ボ ッ ク ス 設 置 工 事 １００，０００円

井 戸 中 郷 区 井戸風布コミュニティ集会所給水管引込工事 １３２，０００円

中 野 上 区 ゴ ミ ボ ッ ク ス 修 繕 １００，０００円
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⑵コミュニティ助成事業

長瀞町コミュニティ協議会へ運営費の補助を行い、活動の活性化を図った。また、（一財）自治総合セ

ンターからコミュニティ助成金の交付を受けて、辻区に対して補助した。

８．職員研修状況

⑴彩の国さいたま人づくり広域連合主催の研修

⑵その他の研修

９．防犯灯の維持・管理

防犯灯の維持及び管理を実施した。（９３６基）

10．人権・同和問題啓発事業

人権啓発及び同和問題の啓発を図るため、ハンカチタオルを購入し、小・中学生等に配布し啓蒙を図っ

た。

11．障がい者雇用事業

障がい者の雇用の促進を図るため、パートタイム会計年度任用職員として障がい者の雇用を行った。

12．期成同盟会事業

秩父鉄道の整備と利用促進を図る目的を持って沿線市町で組織する秩父鉄道整備促進協議会を通じ、秩

父鉄道が実施する鉄道安全対策事業などに係る費用２，５５６，０００円を負担した。

事業主体 事 業 内 容 補 助 金

長瀞町コミュニティ協議会 運営費補助金 １０４，７０９円

辻区 太鼓等コミュニティ活動備品の整備 ２，３００，０００円

項 目 受講者数

階層別基本研修 １３人

階層別選択研修 ９人

特別研修 ２人

計 延２４人

項 目 受講者数 主 催 者 等

人事評価研修会（評価者） ２２人 長 瀞 町

長瀞町教職員等現地研修会 ３人 〃

教養講座 ５人 〃

用地概要研修会 １人 埼玉県総合技術センター

秩父郡町村会職員研修 １０人 秩父郡町村会

障害平等研修（ＤＥＴ） ５人 秩父人権擁護委員協議会北部部会

新入社員研修会 ３人 長瀞町商工会・皆野町商工会

あいサポーター研修公開講座 １人 秩父市社会福祉協議会

計 延５０人 －
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13．交通環境の整備

新たな公共交通機関の導入は見送ったが、高齢者等の移動要支援者への支援は必要であることから、公

共交通の代替手段として、商工会が実施している「元気と安心お助け隊」への支援を継続した。

14．ふるさと長瀞応援基金

寄附を通じた住民参加型の地方自治を実現するとともに基金活用による地域活性化を図ることを目的と

して設置されたふるさと長瀞応援基金に、８１１件の寄附金が寄せられた。

15．統計調査

就業構造基本調査

令和４年１０月１日を基準日とし、調査員１名で実施した。

本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造の実態を明らかにする

ことを目的として実施し、１調査区１５世帯を対象に調査を行った。

16．情報公開・個人情報保護制度事業

⑴情報公開制度

公正で透明な開かれた町政を推進するため、町が保有する行政情報の提供を行った。

◎情報公開制度における請求状況

⑵個人情報保護制度

町民のプライバシーを保護するため、個人情報保護制度の充実に努めた。

特定個人情報ファイルの保有・変更にあたり、プライバシーや特定個人情報へ及ぼす影響を事前に評

価し、その保護のための措置を講じるため、特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）の見直しを行い、公表し

た。

また、個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、町が一定の事務の目的を達成するために保有する

個人情報を、容易に検索が可能となるよう体系的に構成した「個人情報ファイル簿」の作成及び公表が

義務化されたことから、法の施行日である令和５年４月１日までにホームページ上で公表を行った。

項目 寄附額

町民の健康増進及び福祉の向上に資する事業 ３，４９７千円

産業振興及び観光地づくりに資する事業 ２，６６６千円

生活環境の整備及び防災体制の充実に資する事業 １，８０６千円

教育、文化並びにスポーツ活動の充実及び男女共同参画の推進に

資する事業
２，２４７千円

町民と行政の協働によるまちづくりに資する事業 ４８７千円

事業の指定なし（上記５事業の中から町長が指定する。） １４，１４６千円

合計 ２４，８４９千円

区分 件数
処理内容

開示 部分開示 不開示 不存在 取下げ

請求 ３ ３

申出 １０ ７ ２ １
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①しきい値（公表が義務付けられる判断基準）：識別される個人の数が１，０００人以上のもの

②公表した個人情報ファイル簿の件数：３３件

◎情報公開制度における請求状況 ※請求はなかった。

17．情報化推進事業

⑴庁内ＬＡＮ（情報系）の管理

住民サービスの向上と事務の簡素化、効率化を図るため、職員全員にパソコンを配備するとともにこ

れらをＬＡＮで繋ぎ運用した。

⑵庁内ＬＡＮ（基幹系）の管理

住民サービスの向上と事務の簡素化、効率化を図るため、各課にパソコンを整備するとともにこれら

をＬＡＮで繋ぎ、住民記録情報と税務情報、財務情報などを管理するシステムを運用した。

⑶公式ホームページの運営管理

①行政情報の発信及び行政に対する意見募集の場として、町公式ホームページを運用した。

情報発信のリアルタイム化を目的として運用を開始した、町公式フェイスブック、インスタグラム、

ユーチューブチャンネルのバナーをトップページに掲載し、コンテンツの充実を図った。

・ホームページアドレス：http://www.town.nagatoro.saitama.jp

・フェイスブックアドレス：https://www.facebook.com/nagatoro

・インスタグラムアドレス：https://instagram.com/nagatoro.official/

・ユーチューブチャンネルアドレス：https://www.youtube.com/channel/UCNxlSPTOzo1BO39d-TZ4j0A

②ホームページ広告掲載料として６１５，０００円を収入した。

18．賦課徴収事業

⑴標準宅地鑑定評価（時点修正）事業

土地の価格が依然として下落傾向にあることから、標準宅地の不動産鑑定評価の時点修正を行い、令

和３年７月１日から令和４年７月１日までの間の下落率を令和５年度の固定資産評価額に反映させた。

⑵標準宅地鑑定評価（本鑑定）事業

令和６年度の固定資産評価替えを実施するにあたり、令和５年１月１日時点の「適正な時価」として

の標準地の鑑定評価額が必要になるため、標準宅地７５地点と田・畑・山林の基準地各１地点について

の評価業務を委託し、鑑定評価を実施した。

⑶固定資産評価替事業

令和６年度の固定資産評価替えから現在長瀞町が運用している土地の評価方法を「その他の宅地評価

法」から、より細かな運用と評価が可能な「市街地宅地評価法（路線価方式）」に変更するため株式会社

パスコと契約し、導入に向けた路線の調査と路線価の仮算定を実施した。
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⑷コンビニ収納システム事業

町税の納税環境の整備を図り、住民への納税の利便性を向上させるため、コンビニ収納を実施した。

９，０７６件、１２２，２６３，９３５円の納付があった。

⑸口座振替納付の普及促進

納税者の利便性と安全性及び納期内納付の向上を図るため、口座振替の啓発用チラシを作成・配布し、

口座振替納付の普及に努めた。

◎口座振替納付状況

⑹地方税共通納税システム事業

令和元年１０月１日より電子納税ができる地方税共通納税システムを導入し、個人町民税（給与特徴

分）１，０６３件、３１，２６３，１３７円、法人町民税３７件、７，８７８，４００円の納税があり、

利用者数及び納税額が大幅に増加した。

19．戸籍住民事業

⑴戸籍関係（令和５年３月３１日現在）

①本籍数 ３，６３５件（前年度 ３，６７４件）

本籍人口 ８，５１５人（前年度 ８，６８０人）

②届出事件数

③全部・個人事項証明等発行 件 数 ３，２２１件（前年度 ３，９１１件）

手数料 １，５３１，０００円（前年度 １，６６０，９００円）

④戸籍副本データ管理システム

東日本大震災における被災状況を踏まえ、戸籍の正本と副本の同時滅失を防止するための対策とし

て、戸籍副本管理サーバを遠隔地にある法務局に設置し、その保全・管理を行う戸籍副本データ管理

システムを運用した。

区 分
個人町民税

（普徴分）
固定資産税

軽自動車税

（種別割）

国民健康保険税

（普徴分）
合 計

口座振替による納付額（Ａ） １１，９５６千円 １３１，０９９千円 ５，８４４千円 ３８，７３０千円 １８７，６２９千円

現 年 分 納 付 額（Ｂ） ５０，８００千円 ４２８，００９千円 ２７，７８３千円 ９２，３５４千円 ５９８，９４６千円

納付率 （Ａ）／（Ｂ） ２３．５％ ３０．６％ ２１．０％ ４１．９％ ３１．３％

口座振替利用者数（Ｃ） ２４０人 １，４５５人 ８０４人 ３３９人 ２，８３８人

納 税 義 務 者 数（Ｄ） ８６６人 ３，９７９人 ２，６１１人 ８７３人 ８，３２９人

利用率 （Ｃ）／（Ｄ） ２７．７％ ３６．６％ ３０．８％ ３８．８％ ３４．１％

区 分 出 生 死 亡 婚 姻 離 婚 転 籍 その他 合 計

事件数 ４３件 １６５件 ８３件 １８件 ３３件 ３２件 ３７４件
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⑵住民基本台帳関係（令和５年３月３１日現在）

①人 口 ６，６０９人 （前年度 ６，７２２人）

世 帯 数 ２，８８６世帯（前年度 ２，８９１世帯） ※人口・世帯数に外国人含む

◎大字別人口構成割合及び人口増減 ※人口（ ）は前年人口数

（増減単位：人）

②取扱件数

◎主な事務処理件数

③住民異動届処理数

◎月別住民異動者数 （単位：人）

④住民票等証明交付 件 数 ３，４１２件（前年度 ３，４３３件）

手数料 ５７８，２００円（前年度 ５２８，６００円）

⑶在留関連事務

①特別永住者証明書交付関連事務

・交付等申請 ０件（前年度 ２件）

②居住地に係る事務

ア 特別永住者に係る住居地の届出 ０件（前年度 １件）

イ 中長期在留者に係る住居地の届出

・新規上陸後の住居地届出 ４４件（前年度 ０件）

・在留資格変更等に伴う住居地届出 ０件（前年度 ０件）

・中長期在留者による居住地の変更届出 １４件（前年度 １件）

大字名 長 瀞 本野上 中野上 野上下郷 矢那瀬 岩 田 井 戸 風 布 合 計

人 口
１，８４５

（１，８７１）

１，７８７

（１，８１２）

６２４

（６３５）

１，１２９

（１，１５６）

２６８

（２６５）

４３０

（４３５）

４９５

（５１７）

３１

（３１）

６，６０９

（６，７２２）

割 合 ２７．９ ２７．０ ９．４ １７．１ ４．１ ６．５ ７．５ ０．５ １００．０

増 減 △２６ △２５ △１１ △２７ ３ △５ △２２ ０ △１１３

件 名 件 数 件 名 件 数

転 入 届 １７９件 世 帯 主 変 更 届 ５６件

転 出 届 １６６件 戸籍の附票処理 １，１８２件

転 居 届 ６２件 合 計 １，６４５件

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合 計

転入 ２２ ２０ ２５ １５ ２２ ２０ １２ １２ ２３ ８ １１ ２３ ２１３

転出 １６ １７ １５ １９ １９ １６ １５ ２４ ６ ８ １３ ３４ ２０２

出生 １ ２ １ １ ０ ２ １ ０ ０ １ ２ ２ １３

死亡 ９ １１ ７ １６ １４ １０ １１ ４ １０ １７ １２ １４ １３５

転居 ７ ４ ４ ８ １１ ６ ８ １０ １７ ８ ５ ４ ９２
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⑷印鑑登録

①各種届出件数

②印鑑証明交付 件 数 １，８６９件（前年度 １，７４５件）

手数料 ３６９，２００円（前年度 ３４８，４００円）

③印鑑登録証再交付 件 数 ４５件（前年度 ４１件）

手数料 ２２，５００円（前年度 ２０，５００円）

⑸住民基本台帳ネットワークシステム

住基ネット処理件数

⑹社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）関連事務

①個人番号（マイナンバー）交付事務

個人番号カード（マイナンバーカード）の作成関連事務を地方公共団体情報システム機構へ委任し、

作成されたカードの交付等の事務を町で行った。

令和２年５月２５日から通知カードが廃止となり、新規の通知については「個人番号通知書」が送

付された。廃止に伴い通知カードの再発行ができなくなった。

②個人番号カード交付 件 数 ２，２４４件（前年度 ８０６件）

③個人番号カード再交付 件 数 １８件（前年度 ２件）

手数料 １８，０００円（前年度 １，６００円）

⑺火葬（改葬）許可証発行

発行件数 １４０件「うち改葬１０件」 （前年度 １２１件「うち改葬６件」）

⑻旅券発給事務事業

町民がパスポートを身近で取得できるように、秩父地域パスポートセンターに旅券事務を委任し申請

発行業務を行った。

県旅券事務交付金（秩父地域パスポートセンター負担金） ３９０，０００円 申請２８

20．監査管理事業

関係法令や監査基準に基づき、正確で、経済的、効率的かつ効果的な行財政運営を確保するため、次

１ 印 鑑 登 録 申 請 ２０５件

２ 印鑑登録廃止届 ６８件

合 計 ２７３件

住民票の写し広域交付 付記転出

発行件数 依頼承認件数 付記転出届受理件数

１２ ３ ３３
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の監査、検査及び審査を実施した。

21．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業

⑴井戸風布地区コミュニティ集会所トイレ改修工事

新型コロナウイルス感染症対策及び住民の利便性を図るため、地域住民の集いの場である集会所のト

イレを水洗化した。

⑵町ブランディング事業

アフターコロナを見据え、町のブランディングを目的とした「アウトドアのまちづくり」のため、事

業内容の精査や民間企業への意見聴取による調査を行った上で、事業提案を募集した。

⑶庁内Ｗｉ－Ｆｉ及びＬＡＮ配線整備事業

新型コロナウイルス感染症対策及び円滑な業務遂行を目的とし、庁内の一部にオンライン会議を行う

ためのＷｉ－Ｆｉ及び電子決済に関わるＬＡＮ配線を整備した。

⑷庁舎新型コロナウイルス感染症対策事業

庁舎内の新型コロナウイルス感染症対策として、消毒液等を購入した。

⑸燃料高騰対策事業

コロナ禍において原油高の影響が厳しい中、町内のガソリンスタンド事業者に対して、事業者が実施

する割引キャンペーンに対して補助を行った。

⑹社会福祉協議会情報通信環境等改善事業

長瀞町社会福祉協議会が実施する各種サービスを新型コロナウイルス感染症等の影響下においても継

続して実施できる環境を整備することを目的に、情報通信環境等の改善事業に対して補助金を交付した。

定 期 監 査 例月出納検査
決算・基金運用状況・

財政健全化法に関する審査

住民監査請求

による監査

１日 １２日 ２日 ０件

事業内容 事業費

井戸風布地区コミュニティ集会所トイレ改修工事 ３，２５４，９００円

事業内容 事業費

長瀞町ブランディング支援業務委託 ３，２９７，８００円

事業内容 事業費

庁舎内Ｗｉ－Ｆｉ拡張工事及びＬＡＮ配線工事 ９４６，０００円

事業内容 事業費

庁舎新型コロナウイルス感染症対策事業 １０８，４４３円

事業内容 事業費

長瀞町灯油・ガソリン等補助支援事業 ６，１１３，７７６円
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⑺保健センター空調設備更新工事

新型コロナウイルスワクチンの接種会場や町民の健康診断の会場として活用する保健センターにおけ

る感染症対策として、空調設備を換気機能を備えたものに更新した。

⑻通いの場づくり事業

新型コロナウイルス感染拡大による外出自粛により、高齢者の交流機会が減少したことから、高齢者

が近隣住民との交流の機会を増やす手段として、集会所などに移動販売車を定期的に巡回させ、通いの

場づくりや高齢者等の見守りなど移動販売以外の付加価値を付け、町内において生鮮３品、加工品及び

生活必需品の移動販売をしようとする事業者の公募を行い、事業者を決定し、移動販売車の購入・改造

費に対する補助金を交付した。

⑼自宅療養者支援事業

新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に対し、生活支援として食糧品の提供を行った。

⑽原油価格・物価高騰対策保育施設等支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響に加え、国際情勢等に起因する原油価格・物価高騰等に直面してい

る町内の保育施設等が、質を落とさず、継続して就学前の子ども達に教育・保育サービスを提供できる

よう、補助金を交付した。

なお、財源として、埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金１３０，０００円を活用した。

⑾原油価格・物価高騰対策事業者支援事業

原油価格や物価の高騰の影響を受けている町内の法人と個人事業主を支援するため、原油価格・物価

高騰対策事業者支援金を給付した。

事業内容 事業費

社会福祉協議会情報通信環境等改善事業 １，２９３，０００円

事業内容 事業費

保健センター空調設備更新工事 ２，２８６，９００円

補助金交付事業者 補助金額 事業（販売）開始日

ウエルシア薬局株式会社 ４，０００，０００円 令和４年１１月３０日

事業内容 事業費

自宅療養者支援事業 ８９７，８４５円

事業内容 施設名 事業費

原油価格・物価高騰対策保育施

設等支援事業

高砂保育園 ３４８，７００円

たけのこ保育園 ２９０，９５０円

認定こども園長瀞幼稚園 １１４，０００円

給付対象者 給付金額 件 数 小 計

法 人
１号 ５０，０００円 ７２件 ３，６００，０００円

３号 １３０，０００円 ２１件 ２，７３０，０００円
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⑿観光客受入環境整備拡充事業

長瀞町観光協会に補助金を交付し、移動式のカメラ及び放送設備を導入することで感染症対策を始め

とする注意喚起やリアルタイムの観光情報が提供できるようになった。

⒀観光トイレ改修事業

町内３箇所の観光トイレ（彩の国観光トイレ、宝登山観光トイレ、野上駅前観光トイレ）の便器の洋

式化と小便器自動水栓化及び非接触型の手洗いの導入を図り、ウィズコロナに対応した観光施設に改修

したことで、清潔で衛生的なトイレにすることができ、観光地としての魅力アップを図った。

⒁誘客促進支援事業

長瀞町観光協会に補助金を交付し、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている観光事業者を支

援するため「ふかや花園プレミアム・アウトレット」の利用者を対象に町内登録店舗で利用できる「な

がとろウェルカム商品券」を配布した。

⒂公立学校大型掲示装置整備事業

緊急事態宣言下等において、密集を避けた学習ができる環境を確保するため、長瀞第一小学校にプロ

ジェクターや書画カメラなどを整備した。

⒃学校保護者間連絡システム導入事業

感染症に関する緊急連絡等を漏れなく伝達できるよう、学校と保護者が双方向で連絡することができ

る「れんらくアプリ」を導入した。

４号 １５０，０００円 ４件 ６００，０００円

５号 １６０，０００円 ４件 ６４０，０００円

７号 ４１０，０００円 ３件 １，２３０，０００円

計 １０４件 ８，８００，０００円

個人事業主 一律 ３０，０００円 １６２件 ４，８６０，０００円

合 計 ２６６件 １３，６６０，０００円

事業内容 事業費

観光客受入環境整備拡充事業補助金 ５００，０００円

事業内容 事業費

観光トイレ改修工事 ７，０４７，７００円

事業内容 事業費

誘客促進支援事業費補助金 ７，０００，０００円

整備台数 事業費

プロジェクター ９台

スクリーン ８本

ホワイトボード（プロジェクター投影タイプ） １台

書画カメラ ７台

３，０３６，０００円
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⒄公立学校図書システム導入事業

蔵書検索や貸出に要する時間を短縮し、児童生徒の接触機会を減らせるよう、学校図書室に図書シス

テムを導入した。また併せて、コロナ禍において児童生徒の読書時間が増加するよう新たに図書を購入

した。

⒅公立学校机・抗ウイルス化等事業

児童生徒の使用頻度の高い机や椅子等の抗ウイルス化等を実施することにより、新型コロナウイルス

感染症の予防を図った。

⒆長瀞中学校技術棟無線アクセスポイント増設事業

技術棟にＷｉ－Ｆｉのアクセスポイントを増設することにより、タブレットを活用した授業を行うこ

とができ、密集を避けた授業を行えるようにした。

⒇給食センター前室手洗場自動水栓化事業

調理室入室前の手洗場を非接触型の自動水栓にすることにより、新型コロナウイルス感染症の予防を

図った。

導入校 事業費

３校 ８９，１００円

事業内容 事業費

図書システム（一式） ２，５６２，６０４円

図書購入（第一小学校） ２９９，７９０円

図書購入（第二小学校） ２９９，８３０円

図書購入（中学校） ９９，９２２円

小 計 ３，２６２，１４６円

事業内容 事業費

学習机の抗ウイルス天板への交換（小中３校：４９８枚） ２，３００，７６０円

抗菌カーペットへの張り替え（第一小学校音楽室） ４９０，０００円

２人掛け机・椅子から１人掛けへの入替え

（第一小学校音楽室：机４０台、椅子４０脚）
５８８，０６０円

抗ウイルステーブル等入替え

（第一小学校図書室：テーブル１２台、椅子４０脚）
７９０，６８０円

小 計 ４，１６９，５００円

事業内容 事業費

長瀞中学校技術棟無線アクセスポイント増設工事 １，２９８，０００円

事業内容 事業費

給食センター前室手洗場自動水栓化工事 ７８８，５９０円
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(21)原油価格・物価高騰対策生活者支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響による物価高騰で苦慮している町民の支援を目的に全町民へ商品券

を交付し、登録店舗で利用された商品券の換金を行った。

商品券は、１枚当たりの額面を５００円とし、町民１人につき商品券３，０００円分（全店共通券３

枚・１，５００円分と中小一般券３枚・１，５００円分）を配布した。

○対象人数 ６，７０２人

○換金状況（参加店舗数：１０２店舗）

(22)法務局電子通知データ取込システム構築事業

行政事務のデジタル化の推進を目的とし、法務局からの登記に関する異動情報を電子データで取り込

むためのシステムを構築した。

(23)非接触型セミセルフレジＰＯＳレジシステム等購入事業

税務会計課及び町民課窓口に「非接触型セミセルフレジＰＯＳレジシステム」を設置し、直接現金に

触れることなく公金の収納を可能とすることにより、コロナウイルスの感染拡大防止及び事務処理の迅

速化・効率化を図った。

22．長瀞町町名変更５０周年記念事業

⑴町名変更５０周年記念エクスプレスの運行

１１月１２日に、秩父鉄道株式会社と協力して特別ヘッドマークを掲出した「ＳＬ長瀞町町名変更５

０周年記念エクスプレス」を運行した。また、長瀞観光アンバサダーの村田綾さんに一日駅長を依頼し、

鉄道沿線をはじめとした町内外の方々に長瀞町町名変更５０周年を周知した。

⑵町名変更５０周年記念ロゴマークの作成

一連の記念事業のシンボルとなるロゴマークを作成した。デザインの原案は長瀞中学校の生徒から募

集したもので、長瀞第一小学校および長瀞第二小学校の児童による投票を経て決定した。

⑶納税通知書町名変更５０周年印字

納税通知書用の封筒に「長瀞町町名変更５０周年」を印刷し、町内外の納税者の方々に周知した。

区分 換金枚数 換金額

全店共通券 １９，７９８枚 ９，８９９，０００円

中小一般券 １８，９２１枚 ９，４６０，５００円

合計 ３８，７１９枚 １９，３５９，５００円

事業内容 事業費

法務局電子通知データ取込システム構築事業 ４，１３６，０００円

事業内容 事業費

非接触型セミセルフレジＰＯＳレジシステム等購入事業 ３，６０１，４００円
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⑷メモリアルボードの作成

婚姻、出生、転入等の手続き時に、来庁者が記念写真を撮影するためのボードを作成し、希望者の写

真撮影及び写真の配付を１３件（婚姻８件、出生５件）行った。

⑸町名変更５０周年記念事業はつらつ健康フェアの開催

１０月２８日に、町民の運動習慣づくり・身体活動の促進のため、ＮＨＫテレビ・ラジオ体操指導者

の鈴木大輔先生を招いてラジオ体操第一の講習会を行い、１０３人が参加した。講習会の前は体組成測

定や理学療法士によるアドバイス、明治安田生命による健康チェック等を行い、講習会終了後は健康長

寿サポーター養成講座を実施しながら大抽選会を行った。

なお、フェア終了後にはラジオ体操５０デイズとして、防災行政無線でラジオ体操第一を放送した（好

評のため延長している）。

⑹町名変更５０周年記念竹あかりの展示

荒廃竹林の整備と町の観光振興を図るため、ボランティア団体（長瀞活性化環境整備ボランティア７

１６ＭＡＫＥＲＳ）と協力し切り出した竹を活用して長瀞少年教室等で町名変更５０周年を記念した竹

あかりを制作した。この作品を月の石もみじ公園ライトアップ会場に展示した。

⑺町名変更５０周年記念植樹

１１月１日に、長瀞地区公園において、町内小・中学校の児童・生徒や町民と協力し、秩父地域にゆ

かりのある詩人・野口雨情にちなんで名付けられた「雨情枝垂桜」を植樹した。

⑻「わたしたちが住む町 長瀞」への思い（作文）募集

児童生徒が町への愛着を深められるよう、小学校５，６年生及び中学生を対象に、「わたしたちが住む

町 長瀞」をテーマとした作文の募集を行った。優秀作品を含む全ての作品を、町の文化展に展示した。

⑼５０年後の長瀞町未来予想図（絵画）募集

町の未来を担う児童生徒が町の未来について考えるきっかけづくりとして、小学生及び中学生を対象

に、５０年後の長瀞町未来予想図の絵画作品の募集を行った。優秀作品を含む全ての作品を、町の文化

展に展示した。

⑽旧新井家住宅・郷土資料館の無料開放

１１月１日に、町の歴史及び文化を広く周知するために、無料開放を実施した。

⑾小さな音楽会 ～議場ｄｅコンサート～

１１月６日に、町民に親しまれる議会を目指し、「小さな音楽会～議場ｄｅコンサート～」を開催した。

⑿Ｕ－１５未来議会

１０月１５日に、これからの長瀞町の未来を担う小・中学生に、議会の仕組みを体験・学習してもら

うと共に、今後のまちづくり施策の参考とするため、「Ｕ－１５未来議会」を開催した。
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⒀議場Ｗｅｄｄｉｎｇ

１１月２７日及び１２月２５日に、新型コロナウイルス感染症の影響による経済的な事情のほか、様々

な理由によって結婚式を挙げていない方を対象に、役場の議場で「議場Ｗｅｄｄｉｎｇ」を開催した。

⒁「議会だより」題字書道コンクール

議会の活動状況に関する情報を広く提供することにより、議会への関心と理解を深めることを目的と

して発行している「議会だより」の題字書道コンクールを町民を対象として実施した。
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第 ５ 民生部門における主要施策

１．社会福祉総務事業

⑴更生保護事業

青少年の非行、犯罪の防止と犯罪者の更生について理解を深めるため、小・中学校等に「ハンカチ」

等の啓発品を配布し、行政区にポスターの掲示を依頼した。

また、行政区長等の協力を得て愛の募金運動を実施し、１９０，７３０円を秩父地区更生保護女性会

へ納入した。

⑵民生委員活動

民生委員協議会定例会を１２回開催したほか、各小学校新入学児童へ記念品（道具袋）の贈呈、各種

研修会、講習会等に参加した。また、自己啓発に努めながら、要援護者に対し適切な助言、指導を行い、

要援護者台帳の更新や緊急情報キットを作成し希望者に配布する等、地域福祉の向上を図った。

⑶社会福祉協議会助成事業

社会福祉法人長瀞町社会福祉協議会に対し、事業の円滑な運営を図るために２，６６０万円の補助金

を交付した。

この補助金を基に社会福祉協議会では、次の事業を行った。

・機関紙発行事業 ・社会福祉大会開催事業（社会福祉功労者等への表彰）

・世代間交流事業 ・敬老祝い事業（慶事該当者への賀状等贈呈）

・日常生活用具貸与事業 ・ボランティアセンター事業

・一人暮らし老人見守事業 ・ふれあいいきいきサロン事業

・歳末たすけあい事業 ・高齢者スポーツ、レク大会開催事業

・福祉育成、援助活動事業 ・高齢者福祉活動事業

・心配ごと相談事業 ・児童福祉活動事業

・結婚相談事業 ・給食サービス事業

・福祉資金貸付事業 ・生活福祉資金貸付事業（特例貸付）

・高齢者学習活動支援事業 ・防火査察事業

・福祉サービス利用援助事業 ・福祉団体育成・援助事業

・地域介護予防、生活支援事業 ・福祉レク活動推進事業

⑷シルバー人材センター助成事業

高齢者の「生きがい・健康・社会参加」を目標に運営している公益社団法人長瀞町シルバー人材セン

ターに対し、円滑な運営を図るために９３０万円の補助金を交付した。

なお、シルバー人材センターの事業実績等は、次のとおりだった。

契約金額 ： ７０，２４２，３９４円（対前年度比５．６％増）

就業延人員 ： １２，９８１人

就業実人員 ： １２２人

受注件数 ： ５１９件（公共４６件、民間７２件、個人４０１件）

会 員 数 ： １３０人（男性７６人、女性５４人）
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○主な作業 施設・駐車場管理、除草作業、施設清掃、家事援助、植木剪定、網戸張替、大工作業、

福祉有償運送業務、介護予防・日常生活支援総合事業（ミニデイサービス・訪問型サ

ービス）

⑸商工会助成事業

長瀞町商工会で行う、地域支えあい事業「元気と安心お助け隊」に、高齢化が急速に進む中、高齢者

や障がい者、子育て世代が日常生活で抱えている問題点を町民の共助により支援し合い解消し、安心し

て楽しく暮らせる仕組みづくりのため、町から８０万円の補助金を交付した。

⑹援護恩給業務

戦没者の遺族に対する特別弔慰金支給法に基づく窓口相談、申請・受付業務を行った。

⑺世代間交流支援センター「ひのくち館」

「長瀞町世代間交流支援センター」は、高齢者の介護予防事業や個人や仲間の集いの場として、また、

長瀞二小放課後児童クラブ室として活用した。

⑻紙おむつ排出用ごみ袋支給事業

少子高齢化対策として、紙おむつ使用者のいる世帯の経済的負担の軽減を図るため、紙おむつ排出用

ごみ袋の支給を行った。

⑼高齢者障がい者いきいきセンター「いきいき館」

高齢者と障がい者の共生施設として、高齢者介護予防事業と障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく就労継続支援Ｂ型事業を行った。運営は指定管理者として社会福祉法人

清心会へ委託した。

介護予防事業としては、足腰らくらく教室等の各種事業を実施したほか、手芸サークル等による自主

活動など、地区の介護予防の拠点として機能した。

就労継続支援Ｂ型事業については、ラスクの製造・販売を行い、「のぞみ工房 ぽっぽ長瀞店」を運営

した。利用者は１２人で今後も増加が見込まれる。

⑽多世代ふれ愛ベース長瀞「ふれ愛ベース」

次世代を担う子どもたちを健やかに育む環境と町民が生涯にわたり元気に活躍するための拠点として、

多くの方に使用していただくため、子育て支援、介護予防教室など子どもから高齢者まで参加できる事

対象者 支給人数

３歳までの児童 ８０人

長瀞町紙おむつ支給

事業実施要綱の規定

による紙おむつ支給

対象者

６５歳以上の要介護状態区分が３以上

の認定を受け、世帯非課税の者
４人

３歳以上のぼうこう又は直腸の障がい

に該当する身体障がい者手帳所持者及

び◯Ａ・Ａに該当する療育手帳所持者で、

世帯非課税の者

４人
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業を実施した。

また、子育て中の親子が気軽に集い、相互交流ら子育ての不安・悩みを相談できる「地域子育て支援

拠点」、妊娠、出産、子育てまでの切れ目ない支援を行う「子育て世代包括支援センター」、子ども家庭

の支援全般に係る業務や要支援児童及び要保護児童等への支援業務等を担う「子ども家庭総合支援拠点」

として活用した。

⑾子育て世帯等臨時特別支援事業（住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した方々に対し、速やかに生活・

暮らしの支援を行う取り組みとして、給付金を支給した。

・支給対象世帯

○令和３年１２月１０日時点で長瀞町の住民基本台帳に登録があり、世帯全員の令和３年度住民税

均等割が非課税の世帯で令和３年度に支給を受けていない世帯。

○令和４年６月１日時点で長瀞町の住民基本台帳に登録があり、世帯全員の令和４年度住民税均等

割が非課税の世帯（但し、令和３年度住民税均等割非課税世帯として、当該給付金の支給を受けた世

帯については対象外）。

・支給額

１世帯につき１０万円

⑿子育て世帯等臨時特別支援事業（価格高騰緊急支援給付金）

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい非課税世帯に対

し、給付金を支給した。

・支給対象世帯

○令和４年９月３０日時点で長瀞町の住民基本台帳に登録があり、世帯全員の令和４年度住民税均

等割が非課税の世帯。

・支給額

１世帯につき５万円

⒀第９期介護保険事業計画策定のためのアンケート調査

令和５年度に第９期長瀞町高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定するための基礎資料として、計

画の対象となる高齢者の日ごろの生活の様子や健康状態、介護サービスの利用状況等について実情を把

握するため、令和５年１月６日～２０日にアンケート調査を実施した。

２．障がい者の福祉

⑴障がい者自立支援給付事業・障がい児通所等給付事業

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく介護給付費・訓練等給付費及

支給決定の世帯Ａ 支給決定額Ｂ（Ａ×１００，０００円）

２１３世帯 ２１，３００，０００円

支給決定の世帯Ａ 支給決定額Ｂ（Ａ×５０，０００円）

６４５世帯 ３２，２５０，０００円
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び児童福祉法に基づく障がい児通所等給付費を支給することにより、障がい者及び障がい児の自立と社

会参加を図った。

◎介護給付費

◎訓練等給付費

◎特定障がい者特別給付費

◎計画相談支援給付費

◎補装具費

◎障がい児通所等給付費

サービス種別
支給決定

者数

延べ利用

日 数
総費用額

利用者

負担額
支給額

居宅介護 5人 461日 1,628,710円 0円 1,628,710円

行動援護 1人 70日 534,620円 0円 534,620円

同行援護 1人 17日 302,802円 0円 302,802円

短期入所 8人 81日 543,880円 0円 543,880円

生活介護 16人 3,842日 41,648,252円 0円 41,648,252円

施設入所支援 11人 3,875日 15,638,667円 0円 15,638,667円

合 計 42人 8,346日 60,296,931円 0円 60,296,931円

サービス種別
支給決定

者数

延べ利用

日 数
総費用額

利用者

負担額
支給額

共同生活援助

（グループホーム）
17人 3,523日 20,645,092円 0円 20,645,092円

宿泊型自立訓練 1人 396日 1,434,820円 0円 1,434,820円

自立訓練（生活訓練） 2人 561日 4,132,032円 0円 4,132,032円

就労移行支援 3人 471日 4,739,044円 88,517円 4,650,527円

就労継続支援Ａ型 2人 270日 1,786,113円 18,600円 1,767,513円

就労継続支援Ｂ型 29人 5,674日 40,668,745円 0円 40,668,745円

合 計 54人 10,895日 73,405,846円 107,117円 73,298,729円

件 数 支 給 額

２２９件 ２，７１３，４９３円

件 数 支 給 額

１０８件 １，６５２，７２７円

件 数 支 給 額

５件 ５０６，８２３円

サービス種別
支給決定

者数

延べ利用

日 数
総費用額 支給額

児童発達支援 7人 225日 2,319,290円 2,307,650円
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◎障がい児相談支援給付費

⑵障がい者自立支援医療事業

身体障害者福祉法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、身体

障がいの除去や軽減を図るため医療費の給付を行った。

⑶地域生活支援事業

①日常生活用具の支給

重度の障がい者等に対し、日常生活の便宜を図るため、自立生活支援用具等の日常生活用具を支給

した。

②障がい児（者）移動支援

屋外での移動に困難がある障がい児（者）に、外出のための支援を行うことにより、地域での自立

生活及び社会参加を促すことを目的とし、障がい児（者）の社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活

動等の社会参加のための外出の際の移動支援を行った。

③障がい児（者）日中一時支援

障がい児（者）の家族の就労支援及び障がい児（者）を日常的に介護している家族の一時的な休息

を目的とし、日中において障がい児（者）に活動の場を提供し、社会に適応するための日常的な訓練

等の必要な支援を行った。

④基幹相談支援センター・地域活動支援センター・相談支援事業運営費負担金

基幹相談支援センター、地域活動支援センター及び相談支援事業の運営を秩父圏域１市４町で共同

して委託し、委託費用の一部を負担金として支出した。

放課後等デイサービス 10人 1,382日 10,435,204円 10,005,989円

合 計 17人 1,607日 12,754,494円 12,313,639円

件 数 支 給 額

３４件 ５４４，４７１円

受給者数 事 業 費 負 担 割 合

更生医療 ７人 ６，９９２，９８２円 国１／２ 県・町１／４

育成医療 ０人 ０円 国１／２ 県・町１／４

受給者数 事 業 費 負担割合

１６人 ９０１，０３５円 国との協議額

登録人数 利用時間 事 業 費 負担割合

７人 １７８．５時間 ３５１，９３６円 国との協議額

登録人数 利用時間 事 業 費 負担割合

３人 １５．５時間 １０５，９４８円 国との協議額
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⑤意思疎通支援

聴覚障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある方とその他の方の意思疎通を仲介するために、

手話通訳を行う者の派遣を行い、福祉の増進と社会参加の促進を図った。

⑥障害者自立支援地域生活支援事業

手話通訳者養成事業、あいサポート事業、障害者差別解消法事業の運営を秩父圏域１市４町で共同

して委託し、委託費用の一部を負担金として支出した。

⑷障がい者生活支援事業

①在宅重度心身障がい者手当支給

身体障がい者手帳１級・２級を有する方、療育手帳◯Ａ・Ａを有する方及び精神障がい者保健福祉手

帳１級を有する方（住民税課税者を除く。）に対し手当を支給し、経済的、精神的負担の軽減を図った。

②障がい児（者）生活サポート

在宅の障がい児（者）またはその家族に対し、認定された民間団体が行う施設による一時的な介護、

介護人の派遣及び障がい者の外出援助等のサービスによって、在宅の障がい者の自立と社会参加の促

進を図った。

⑸心身障がい者等補助事業

①自動車等燃料費助成

心身障がい者に対し、自動車等燃料費の一部を助成し、経済的負担の軽減と生活の利便性の向上を

図った。

事 業 費 負担割合

基幹相談支援センター ９４９，０００円 国との協議額

地域活動支援センター ８６２，０００円 国との協議額

相談支援事業 ２，３１２，０００円 国との協議額

事 業 費 負担割合

５６４，０００円 国との協議額

事 業 費 負担割合

手話通訳者養成事業 １１９，５４０円 国との協議額

あいサポート事業 １２，１７８円 国との協議額

障害者差別解消法事業 １２，２８２円 国との協議額

受給者数 支給件数 支 給 額 負 担 割 合

４１人 ４３４件 ２，１７０，０００円 県１／２ 町１／２

登録人数 利用時間 事 業 費 負 担 割 合

１２人 １８８．５時間 ３５８，１５０円 県１／２ 町１／２

受給者数 支 給 額

４３人 ４５６，１０９円
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②難病患者通院費補助

難病（厚生労働省の特定疾病対策及び小児慢性特定疾患対策の対象となる疾患・人工透析を行う慢

性腎不全の疾患）の患者が必要とする治療を容易に受けられるようにするため、通院に要する交通費

を支給した。

③在宅酸素療法者酸素濃縮装置利用補助

呼吸器機能障がいで酸素濃縮装置を使用している在宅酸素療法治療者に対し、装置の使用に要する

電気料を補助することによって、治療者の福祉増進を図った。

④紙おむつの支給

在宅で生活しており、常時おむつを必要とする方に対し、紙おむつを支給することにより、本人及

び介護者の負担を軽減し、在宅福祉の向上を図った。

⑤福祉タクシー利用料金助成

在宅の重度心身障がい者に対し、タクシー料金の一部を補助し、障がい者の日常の利便を図った。

⑥身体障がい者手帳交付にかかる診断書料助成

手帳の交付申請のための診断書料の一部を助成し、福祉の増進を図った。

⑹身体障がい者手帳及び療育手帳の申請等の指導

身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法に基づく各種の福祉措置が受けられる手帳の申請や取扱等の

指導及び広報をとおし啓蒙活動を行った。

⑺自立支援医療費（精神通院）及び精神障がい者保健福祉手帳の申請等の指導

精神疾患の通院にかかる医療費の自己負担を１０％に軽減する自立支援医療費（精神通院）及び各種

の福祉措置が受けられる精神障がい者保健福祉手帳の申請や取扱等の指導を行った。

受給者数 支 給 件 数 支 給 額

６人 ２０件 １７８，５７０円

受給者数 支 給 額

５人 ８８，５００円

受給者数 事 業 費

４人 １４２，３４０円

延利用者数 事 業 費

１０４人 ７４，５２０円

受給者数 支 給 額

１８人 ５４，０００円

申請者数 広報掲載回数

１３人 １２回
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３．高齢者の福祉

⑴ねたきり老人等手当支給事業

身体上または精神上の障がいのため、日常生活に著しい支障のある６か月以上ねたきりの老人及び重

度の認知症の老人とその介護者に、手当を支給することにより老人福祉の向上を図った。

⑵緊急通報システム事業

在宅の一人暮らし老人及び重度障がい者に対して、日常生活の緊急事態における不安を解消し、老人

等の福祉の向上を図った。

⑶老人保護措置事業

保護措置を必要とする老人を、老人福祉施設（養護老人ホーム）へ入所措置して老人福祉の向上を図

った。

⑷老人クラブ助成事業

老人クラブ連合会（団体会員数５０９人）及び単位老人クラブ１０団体に対し、老後の生活を健全で

豊かにするため、総額６６２，０００円の補助金を交付し、老人福祉の増進を図った。

⑸老人福祉施設助成事業

特別養護老人ホームながとろ苑の運営にあたり、町が民有地（６，６２５．４㎡）を借り上げ、これ

らの土地を社会福祉法人長瀞福祉会へ無償貸与した。

４．児童の福祉

⑴民間保育所等補助事業

民間保育所等の運営費改善を図るため、次のとおり補助金を交付し、児童福祉の向上を図った。

また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため補助金を交付し、感染対策を図った。

○延長保育促進事業補助金 ３，８２７，２００円

○一時預かり事業費補助金 ３，３１６，１２０円

○安心・元気！保育サービス支援事業費補助金

・１歳児担当保育士雇用費補助金 ５，０６０，０００円

自立支援医療費（精神通院） 精神障がい者保健福祉手帳

申請者数 ９２人 ２６人

手 当 名 対象者数 延べ人数 支給費総額

ねたきり老人等手当 ２人 １０人 ３０，０００円

ねたきり老人等介護手当 ２人 １０人 ５０，０００円

設置台数 事業費総額

８８台 １，４８３，９５１円

利用者数 延べ人数 事 業 費 総 額 入所者一部負担金

１人 １２人 ２，２０２，３２０円 ２６４，９００円



- 45 -

・乳児途中入所促進事業 １，４４０，０００円

○保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナウイルス感染症対策支援事業） １，０００，０００円

○子ども・子育て支援事業における新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金 １，１００，０００円

⑵入所児童委託事業

保護者の就労又は疾病等により、家庭において十分保育することができない児童の保育を各保育所に

委託し、乳幼児の福祉増進を図った。

入所児童の委託料として、町内保育所及び町外委託先保育所８箇所に対し、１５２，８８２，４７０

円を支払った。

また、施設型給付費として、町内の幼稚園型認定こども園及び町外幼保連携型認定こども園、町外地

域裁量型認定子ども園４箇所に対し、３８，３５８，９５０円を支払った。

また、認定こども園の１号認定者の中で、保育の必要性が認定された児童の預かり保育料として、２

人分１５，８５０円を負担した。

◎保育所入所児童数（年間延べ人数）

◎認定こども園入所児童数（年間延べ人数）

⑶多子世帯保育料軽減事業

保育所に入所する第３子以降の児童の保育料を減免することにより、多子世帯における経済的負担の

軽減を図り、少子化の改善を図る事業である。

第３子以降で満３歳に達していない児童が対象であり、国で定める多子世帯軽減に該当しない世帯が

対象となる。

○多子世帯保育料軽減事業対象者 ６世帯 軽減額 １，２３１，０４０円

⑷放課後児童対策事業

放課後児童の健全な育成を図るため、就労等により留守になる家庭の児童を放課後児童クラブで保育

する事業である。

長瀞第一小学校区に公営が１箇所（２単位）、民営が１箇所（１単位）、長瀞第二小学校区に公営が１

区 分
３ 号 ２ 号

計
３歳未満児 ３ 歳 児 ４歳以上児

高 砂 保 育 園 ２８７人 １６８人 ３６０人 ８１５人

た け の こ 保 育 園 １８７人 ９６人 ２３１人 ５１４人

町 外 ２８人 ２４人 ２４人 ７６人

計 ５０２人 ２８８人 ６１５人 １，４０５人

区 分
１ 号 ２ 号 ３ 号

計
３歳児 ４歳以上児 ３歳児 ４歳以上児 ３歳未満児

認定こども園長瀞幼稚園 ６１人 ９７人 ９人 ８３人 ０人 ２５０人

町 外 ０人 ０人 ０人 ３２人 ０人 ３２人

計 ６１人 ９７人 ９人 １１５人 ０人 ２８２人
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箇所（１単位）、合計で３箇所（４単位）の放課後児童クラブがある。公営の放課後児童クラブについて

は、長瀞第一小学校区は長瀞第一小学校の余裕教室、長瀞第二小学校区は長瀞町世代間交流支援センタ

ーに設置した。

民営の放課後児童クラブに対しては、委託料として６，３２８，９００円、民間放課後児童健全育成

事業費補助金として４２８，３５０円を支払った。

◎放課後児童クラブ室の在室児童数（３月末） （単位：人）

⑸子育て支援センター事業

地域子育て支援拠点に指定している「多世代ふれ愛ベース長瀞」において、未就園の子どもとその保

護者を対象に定期的に子育て支援事業を実施した。また、子育て中の母親等が孤立することがないよう、

また多世代ふれ愛ベース長瀞の子育て支援センター事業を広く周知するために、「プロに学ぶ㊙テクニッ

ク講座」を実施した。

地域子育て支援拠点は、子育て親子の出会いの場、交流の場の提供 、子育て等に関する相談や援助の

場の提供を担っており、妊娠から出産、子育てへの切れ目のない支援を実施した。

常勤職員１名、非常勤職員３名を雇用し、常時３名体制で運営した。

事業費 １０，９９８，２３７円

児童クラブ名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

長瀞一小放課後児童クラブ室１ ９ ２３ １７ ０ ０ ０ ４９

長瀞一小放課後児童クラブ室２ ０ ０ ０ １３ １１ １ ２５

長瀞二小放課後児童クラブ室 ５ ６ ７ ２ ５ ２ ２７

た け の こ 学 童 ク ラ ブ １１ ７ ８ ７ ５ ８ ４６

合 計 ２５ ３６ ３２ ２２ ２１ １１ １４７

事業名 内 容
開催数

開催日

延べ参

加組数

延べ参

加人数

リズム遊び

ぴょんぴょん組

1歳6か月から3歳児を対象に実施。手遊びや歌、

音楽に合わせて親子遊びや器械運動を行った。

年３回健康運動指導士を招き親子体操を行った。

12回 90組 220人

リズム遊び

ぴよぴよ組

0，1歳児を対象に実施。手遊びや歌、音楽に合わ

せて親子遊びやベビーマッサージを行った。

年４回鍼灸師を招き骨盤体操を行った。

12回 82組 180人

ママの

コーヒータイム

子育て講座や親子で工作などを実施。隔月で先輩

ママボランティアの演奏を聴く会を催した。
12回 154組 340人

絵本読み聞かせ

「ママ よんで！」

朗読ボランティアによる絵本の読み聞かせを行っ

た。
12回 72組 165人

おたんじょう会
満1歳児を招待しお祝いの会を催した。保健師等

のミニ講話や身体測定、記念撮影などを行った。
3回 21組 50人

リサイクルくる
ご家庭で不要となった季節に合った子ども服やお

もちゃを持ち寄り交換会を実施した。
4回 44組 113人

町のプロに学ぶ

㊙テクニック講座

①「あの感動をもう一度！今だから聞けるオリン

ピックの舞台裏」 空手道場長 大沢貴之 氏
7月25日 11組 25人
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⑹児童手当支給事業

中学校修了前の児童を養育する者に手当を支給し、生活の安定と児童の健全育成の向上を図った。

・３歳未満の児童一律 月額１５，０００円

・３歳以上小学校修了前の児童 月額１０，０００円（第３子以降の児童 １５，０００円）

・中学生一律 月額１０，０００円

・特例給付（所得制限限度額以上） 月額 ５，０００円

⑺子育て支援金支給事業

健全な出産及び養育並びに子育て家庭の経済的負担を軽減し、少子化対策を図ることを目的として、

出生した乳児の保護者に支援金を支給した。

支援金の額：保護者と生計を同じくする児童（出生した日から１８歳に達する日以降最初の３月３１日

までの間にある者をいう。）１人につき次の額

・出生１人目 … ３０，０００円

・年齢が最も高い児童を１人目として出生２人目 … ５０，０００円

・年齢が最も高い児童を１人目として出生３人目以降…１００，０００円

②「素敵な歌声に心癒やされて♪もっと気軽に

生演奏を楽しもう！」 シュールベルクドレミ会
8月31日 14組 31人

③「そこが知りたい！食べることは生きることⅡ」

歯科衛生士 鷲澤香代子 氏
9月8日 ７組 13人

④「育児書だけではわからない！子どもの成長に

合わせた体の使い方」理学療法士 小池恵美子 氏
9月22日 9組 17人

⑤「防犯対策！身近に潜む危険から子どもを守る

には？」秩父警察署交通安全課 野口太郎 氏
10月6日 11組 23人

区 分 延べ支給人員 支 給 費 総 額

被 用 者 （ ３ 歳 未 満 ） ６８３人 １０，２４５，０００円

〃 （小学校修了前） ３，５９８人 ３９，１３０，０００円

〃 （中学校修了前） １，１９１人 １１，９１０，０００円

非被用者（３歳未満） １０４人 １，５６０，０００円

〃 （小学校修了前） ５９２人 ６，７１０，０００円

〃 （中学校修了前） ３１１人 ３，１１０，０００円

特 例 給 付 １５０人 ７５０，０００円

合 計 ６，６２９人 ７３，４１５，０００円

支給額 支給人員 支 給 費 総 額

３０，０００円 ４人 １２０，０００円

５０，０００円 ８人 ４００，０００円

１００，０００円 １人 １００，０００円

合計 １３人 ６２０，０００円
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⑻絵本支給事業

親子のふれあいの機会を増やし、子どもの豊かな情操を育むことにより、児童福祉の一層の推進を図

ることを目的として、出生した乳児の保護者に絵本を２冊支給した。

⑼要保護児童対策地域協議会

要保護児童、または要支援児童若しくは特定妊婦を対象として、関係機関等により構成された要保護

児童対策地域協議会を開催し、支援対象児童等の適切な支援を図るために、必要な情報の共有及び連携、

また対応策等について協議した。

⑽児童虐待防止推進事業

児童虐待を防止の観点から、孤立した子育てにならないよう、また子育てに優しい地域作りを推進す

るため、様々な年齢層を対象に事業を実施し、児童虐待防止を呼びかけると共に「地域の子ども達を地

域で育てる」気運を高めるために実施した。

事業費 ６２０，０００円

対象者 支給冊数

１３人 ２６冊

会議の種類 開催回数 検討（延べ）件数 委員人数

代 表 者 会 議 １回 ３４件 １９人

実 務 者 会 議 ３回 ３８件 ２４人

ケース検討会議 ２２回 ２２件 委員以外でも随時必要な者が参加

事業内容 事 業 詳 細 実施日 参加人数

児童虐待防止の

広報啓発事業
児童虐待・いじめ防止リーフレット 全戸配布 11月

児童虐待防止推

進事業

世代間交流

事業

子育て中・地域の方のためのア－トセラピー講座

カラーセラピスト 渡邉里美 氏
11月30日

11人

(保育2人)

支援者研修

事業

子どもを扱う教員、学童支援員、子育て支援員を

対象にした研修会「虐待対応と連携について」

熊谷児童相談所 廣瀬文章 氏

11月15日 28人

子どもを扱う教員、学童支援員、子育て支援員を

対象にした研修会「発達障害の子どもの支援」

地域福祉相談センターきざはし 藤平俊幸氏

２月２日

２月３日
32人

スキンシッ

プ事業

“おとうさんといっしょ～親子の距離が縮

まるふれ愛遊び～”

医学博士 佐藤弘道 氏(元体操のお兄さん)

12月11日

2部制

25世帯

58人

共働き世代

交流事業

「子ども達の笑顔のために」

医学博士 佐藤弘道 氏(元体操のお兄さん)
12月11日

34人

(保育15人)

親学講座

事業

「性のお話お家でどうする？親の心構え」

助産師 宮原まり 氏
2月1日

15人

(保育7人)

思春期のた

めの事業

性教育の初歩的な内容を小学生が受講し

た。体のこと、境界線、NOと言うこと。

助産師 宮原まり 氏

1月18日
一小5・6年

64人

2月1日
二小3～6年

32人
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⑾子育て相談事業

子育て中の養育者等からの相談を受けるため、公認心理師（臨床心理士）による子育て相談を実施し、

子育ての不安や悩み、発達につまずきを持つ子どもについての相談等に対応した。

また、要保護児童対策地域協議会のケース等について、公認心理師（臨床心理士）、子育てスーパーバ

イザー（保健師ＯＧ）から、具体的な支援方法や関係機関との連携の在り方等の助言指導を受け、保健

師や担当職員等の資質の向上を図り、子ども達の健やかな成長のために活動した。

事業費 １，１７０，０００円

◎公認心理師（臨床心理士）の活動

⑿結婚新生活支援事業

国の補助金を活用して長瀞町で新婚生活を始める夫婦に住居費や引越費用など１世帯最大６０万円の

補助金を支給した。

⒀子育て世帯等臨時特別支援事業（子育て世帯への臨時特別給付金）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する観点から、給付金を支給

した。

・支給対象世帯

０歳から１８歳までの児童を養育する世帯（児童手当の特例給付者相当の所得があるものを除く）

・支給額

対象児童1人につき１０万円

⒁低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯

分）支給事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて損害を受けた低所得の子育て世帯（ひとり親世帯を除く）

を見舞う観点から、給付金を支給した。

・支給対象世帯

１８歳未満の児童を養育する世帯のうち令和４年度住民税が非課税の世帯又は令和４年１月１日以

内 容 回 数

関係機関とのケース検討 １６回

保健師、担当職員との協議での指導助言 ７回

保護者との面談 １８回

学校、保育園等訪問 １３回

学校、保育園等ケース会議 １６回

子育て支援事業等への参加 ４回

ＷＩＳＣ検査実施 １回

計 ７５回

支給世帯数 支 給 額

３世帯 １，０６５，９４０円

支給決定者の人数Ａ 支給決定額Ｂ（Ａ×１００，０００円）

６人 ６００，０００円
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降の収入が減少し住民税非課税相当の収入となった世帯

・支給額

対象児童１人につき５万円

⒂保育士等処遇改善臨時特例事業

新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線において働く、保育所、認

定こども園及び放課後児童クラブの職員の処遇改善のため、民間保育所等に補助金として３，１９７，

６７３円を交付した。また、公立の放課後児童クラブに勤務する職員の処遇改善も併せて実施した。

⒃子ども・子育て支援事業における感染拡大防止対策支援事業

子ども・子育て支援事業（地域子育て支援拠点事業、養育支援訪問事業、乳児全戸訪問事業、放課後

児童クラブ事業）において、新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的に実施するた

めに必要な消耗品や備品を購入した。

また、地域子育て支援拠点である多世代ふれ愛ベース長瀞の５箇所の手洗い器等について、加温自動

水栓化するための工事を行った。

⒄保育所等物価高騰対策補助金給付事業

物価高騰による運営費の負担増加に対する激変緩和措置として、光熱費の上昇相当分を補助金として

保育園等に交付した。

なお、財源として、埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金１４９，０００円及び埼玉県放課後

児童クラブ物価高騰対策給付事業補助金１０，０００円を活用した。

５．各種医療費事業

⑴重度心身障害者医療費支給事業

身体障がい者手帳１級・２級・３級を有する方、療育手帳◯Ａ・Ａ・Ｂを有する方、精神障がい者保健

福祉手帳１級を有する方、６５歳以上で後期高齢者医療制度の障がい認定を受けた方を対象に医療費の

一部負担金を助成することで、重度心身障がい者の福祉の増進を図った。

令和４年１０月から、県内現物給付化により原則医療機関での窓口負担がなくなった。

（平成２７年１月１日以降６５歳以上で新たに重度心身障がい者となった方は、医療費支給の対象外）

（受給者数は令和５年３月３１日現在）

支給決定者の人数Ａ 支給決定額Ｂ（Ａ×５０，０００円）

６７人 ３，３５０，０００円

施 設 名 交 付 額

高砂保育園 １１９，０００円

たけのこ保育園 １０２，０００円

認定こども園長瀞幼稚園 ７８，２００円

たけのこ学童クラブ ２０，０００円

受給者数 支 給 件 数 支 給 費 総 額 負 担 割 合

１５３人 ４，２５４件 １２，９７２，７９７円
県１／２ 町１／２

（入院時食事療養費を除く）
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令和４年度１人当たり支給額は８４，７９０円（前年度８８，３９２円）で前年度より４．１％減で

あった。（停止者４人除く）

⑵こども医療費支給事業

出生後から高校生世代までのこどもを対象に医療費の一部負担金を助成することで、子育て家庭の経

済的負担を軽減し、こどもの健全育成と福祉の増進を図った。

令和４年１０月から、県内現物給付化により原則医療機関での窓口負担がなくなった。

（受給者数は令和５年３月３１日現在）

令和４年度１人当たり支給額は２２，４６５円（前年度２０，５８３円）で前年度より９．１％増で

あった。

⑶ひとり親家庭等医療費支給事業

ひとり親家庭等を対象に医療費の一部負担金を助成することで、生活の安定と自立を支援し、福祉の

増進を図った。

令和５年１月から、県内現物給付化により原則医療機関での窓口負担がなくなった。

（受給者数は令和５年３月３１日現在）

令和４年度１人当たり支給額は２５，８１２円（前年度３１，４８４円）で前年度より１８．０％減

であった。（停止者１２人除く）

⑷介護サービス利用者負担額助成事業

低所得の高齢者等が居宅サービス等を利用した際の自己負担額の一部を助成し、高齢者等の福祉増進

を図った。

令和４年度１人当たりの支給額は１１，６４２円であった。

区 分 認定者数 支給総件数 支 給 総 額 １人当たり支給額 負担割合

０歳児 １４人 １１９件 １１０，８６３円 ７，９１９円

県１/２

町１/２

１ 歳児 ２５人 ４５６件 ９８５，２６４円 ３９，４１１円

２歳児 ２８人 ５１３件 ８１１，６０４円 ２８，９８６円

３歳児 １９人 ２６２件 ３４１，３８０円 １７，９６７円

４歳児 ２５人 ３９３件 ５０７，８０４円 ２０，３１２円

５歳児 ２６人 ４７５件 ５９７，３９９円 ２２，９７７円

６歳児 ３４人 ５６６件 ７１１，１０８円 ２０，９１５円

小学生 ２４６人 ３，３１０件 ５，９４９，８６２円 ２４，１８６円
町

１０/１０
中学生 １２８人 １，１８０件 ２，１４８，９３１円 １６，７８９円

高校生 １４９人 １，４１２件 ３，４２６，５２１円 ２２，９９７円

合 計 ６９４人 ８，６８６件 １５，５９０，７３６円 ２２，４６５円

受給者（世帯）数 認 定 者 数 支 給 件 数 支 給 費 総 額 負 担 割 合

５４人 １３４人 １，５５５件 ３，４５８，８３６円
県１／２ 町１／２

（入院時食事療養費を除く）

受給者数 件 数 支給総額

１２人 ９５件 １３９，７０７円
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⑸後期高齢者医療事業

後期高齢者医療制度は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、平成２０年４月１日から施行さ

れている。

運営は、埼玉県内の全市町村で構成する「埼玉県後期高齢者医療広域連合」が主体となり、保険料額

の決定、被保険者証の交付、医療を受けたときの給付などを行い、町では、保険料の徴収、各種申請・

届出の受付、被保険者証の引渡しなど、被保険者に身近な窓口業務を行った。

なお、会計は、特別会計で行い埼玉県後期高齢者医療広域連合へ保険料を納付した。

①給付関係事務

高額療養費、療養費、葬祭費申請受付などの窓口業務を行った。

②被保険者証等の交付

７５歳年齢到達者や転入などをされた被保険者に対して、「被保険者証」を簡易書留郵便で送付した。

また、「限度額適用・標準負担額減額認定証」を１７２人に、「限度額適用認定証」を１１人に、「特

定疾病療養受療証」を１人に対して交付した。

③埼玉県後期高齢者医療広域連合市町村負担金

埼玉県後期高齢者医療広域連合規約第１７条の規定による埼玉県後期高齢者医療広域連合運営のた

めの共通経費負担金を納付した。

納付金額：４，１８４，１８２円

④療養給付費負担金

高齢者の医療の確保に関する法律第９８条に定める町の一般会計において負担すべき額として、負

担対象額の１２分の１を納付した。

納付金額：８２，３６２，０２５円

⑤保険基盤安定繰出金

高齢者の医療の確保に関する法律第９９条第１項の規定により、所得の少ない者について後期高齢者

医療広域連合の条例の定めるところにより行う保険料の減額賦課に基づき算定した額を後期高齢者医療

特別会計に繰り出した。

操出金額：２４，６１７，２２８円

６．国民年金総務事業

町広報誌を活用して国民年金制度の周知を行った。また、国民年金の資格や納付などに関する窓口相談

や各種届出の進達事務、日本年金機構から送付される年金資格データについて、国民年金システムへ反映

を行った。

○国民年金事務費交付金 ２，０６３，３９４円（前年度 ２，７４４，７５６円）
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区 分 進達件数

電子媒体報告（新規・再取得等） １１０件

紙媒体報告（新規・再取得等） ６９件

外 国 人 新 規 取 得 ３２件

未 支 給 年 金 支 給 請 求 書 ７９件

申 請 免 除 ７３件

学 生 特 例 ２２件

外 国 人 免 除 ３６件

法 定 免 除 ７件

そ の 他 届 け 出 ３０件

計 ４５８件
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第 ６ 衛生部門における主要施策

１．犬の登録・注射

犬の登録及び狂犬病予防対策の状況（令和５年３月３１日現在）

２．生活環境の美化

⑴公害防止事業（公害苦情件数） ※大気汚染は焼却による苦情

⑵騒音特定施設、及び特定作業の届出事務

①工場が特定施設（機器）の導入を行う場合に、騒音規制法第６条の規定による届出が必要だが、届出

は０件であった。

②騒音の発生が想定される特定建設作業を行う場合、騒音規制法１４条第１項、または第２項の規定に

よる届出が必要だが、届出は０件であった。

⑶放射能測定事業

福島第一原発事故により放射能が飛散したことから、町民が抱える放射能への不安を解消するため、

小中学校を含む町内１１地点で測定し、結果をホームページで公表した。

３．廃棄物処理

⑴有価物回収事業

リサイクルの促進とごみの減量化のため、有価物を回収した団体に報償金を交付した。

①回収実績

種 別 合 計

犬 の 登 録 頭 数 累 計 ３７４頭

新 規 犬 の 登 録 頭 数 ２４頭

狂 犬 病 予 防 注 射 数 ２８９頭

発生源／種類 大気汚染 水質汚濁 騒 音 悪 臭 その他 計

工場・事業場 ０ ０ １ ０ １ １

そ の 他 ４ ０ １ １ ４０ ４６

計 ４ ０ ２ １ ４０ ４７

種 別 回 収 量 補助単価

紙類

新聞紙 １１，７７５．０㎏

３．５円／㎏

雑 誌 ６，０００．０㎏

ダンボール １２，６１５．０㎏

牛乳パック ４１８．０㎏

金属類 アルミ ７９３．０㎏

ビン類
1.8ℓビン ０．０㎏

ビール/ジュースビン ０．０㎏
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②報償金交付実績

⑵散乱ごみ・不法投棄対策

①岩畳周辺並びに町道及び林道沿いでごみの散乱が激しい場所の清掃や撤去を行うとともに、不法投棄

パトロールを長瀞町シルバー人材センターに委託した。

委託金額 １，９００，０００円 （パトロール年間実施日数 １５６日）

岩畳周辺清掃作業

※年間ごみ収集量 可燃ごみ…２，０８０kg（秩父クリーンセンター搬入回数 ８７回 / 年）

不燃ごみ… ５９０kg（秩父環境衛生センター搬入回数 ７回 / 年）

合 計…２，６７０kg

②生活環境の美化推進として、春と秋に実施している各行政区内の散乱ごみの一斉清掃については、新

型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、各行政区の判断により実施した。

・春のごみゼロ運動 実 施 日 ５月３０日（日）

参加行政区 １３行政区

参加人数 ９０７人

収 集 量 ２３０㎏

・秋のごみゼロ運動 実 施 日 １０月２９日（土）、３０日（日）、１１月６日（日）

参加行政区 １１行政区

参加人数 ６７９人

収 集 量 １９０kg

⑶粗大ごみ回収事業

家庭から排出される粗大ごみの回収を実施した。

回収業者：有限会社 埼玉グローバル産業

布 類 ０．０㎏

その他（ﾋﾞｰﾙｹｰｽ、ｼｭﾚｯﾀﾞｰ紙） １，３３５．０㎏

合 計 ３２，９３６．０㎏

交付団体 ３団体 交付額 １３２，７４０円

回 収 時 期 申込み件数 回収品目数

第１回 ８月２４日・２５日 １２件 ３３品

第２回 １２月１４日・１５日 １５件 ５９品

第３回 ３月１５日・１５日 １５件 ５１品
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４．温暖化対策

①環境にやさしい電気自動車用急速充電器の維持管理を行った。

※電気料及び保守点検委託費は、全額権利維持金として合同会社日本充電サービスより翌年度精算され

る(令和３年 精算金７２２，９５４円：令和４年２月２０日～令和５年２月１９日)。

②第２次ちちぶ環境基本計画

ちちぶ圏域１市４町で地球温暖化等の環境問題に対して具体的な施策を示す「ちちぶ環境基本計画」

の計画期間が終了することに伴い第１次計画を見直し、今後１０年間における環境問題に対する施策

等を策定するため、ちちぶ圏域の各１市４町で環境審議会を開催して住民の意見等を反映させたうえ

で、現状の現環境問に対する施策を示す「第２次ちちぶ環境基本計画」を策定した。

５．広域行政の推進

①ごみの収集、運搬業務を秩父広域市町村圏組合で行った。

○秩父広域市町村圏組合へ清掃費として、４８，６５９，０００円を負担した。

一般家庭から排出されるごみを適正に処理するため、ごみ収集箇所を設け対応した。

ごみ収集箇所 ①可燃・不燃ごみ収集箇所…１３５箇所

②可燃ごみ収集箇所……………１４箇所

③不燃ごみ収集箇所………………４箇所 合計１５３箇所

②秩父斎場の運営を秩父広域市町村圏組合で行った。

○秩父広域市町村圏組合へ斎場費として、１０，８４３，０００円を負担した。

６．下水道の整備

⑴下水道事業

急速充電器電気料 ３１０，３０６円 保守点検委託 ０円 充電器利用台数 ７４３台

区 分 処理人口 年間総排出量 備考

可 燃 ご み

６，６０９人

１，２２７．５５ｔ

不 燃 ご み ５６．６５ｔ

資 源 ご み ２４３．９１ｔ

・カン、ビン ６５．９６ｔ

・紙、布類 １５３．６２ｔ

・ペットボトル１１．９３ｔ

直接搬入ごみ ５１０．０７ｔ
・可燃ごみ ３９６．６５ｔ

・不燃ごみ １１３．４２ｔ

区 分 全 体 うち長瀞町分 摘 要

管 渠 延 長 ８３．５ｋｍ ４２．２ｋｍ

計 画 地 域 面 積 ４８３．２０ｈａ ２５８．１０ｈａ

整備面積（令和４年度末） ４４３．０ｈａ ２３６．４ｈａ

整 備 率 ９１．６８％ ９１．６０％ 整備面積／計画面積

行 政 人 口 １５，７７２人 ６，６０９人

処 理 人 口 １０，５６５人 ４，６９７人

普 及 率 ６６．９９％ ７０．７２％ 処理人口／行政人口
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○皆野・長瀞下水道組合へ下水道費として、１６６，９４８，０００円を負担した。

⑵し尿処理事業

○皆野・長瀞下水道組合へ清掃費として、５０，０８２，０００円を負担した。

⑶浄化槽市町村型整備事業（下水道整備区域外地域の浄化槽設置補助金交付事務）

浄化槽市町村型整備事業の実施に伴い、皆野・長瀞下水道組合に事務負担金として６，４００，００

０円を負担した。浄化槽市町村型設置数は６基であった。

⑷生活排水対策事業

水質汚濁防止法に基づき生活排水対策重点地域の指定を受け、啓発事業として荒川の水質検査（採水

場所…白鳥橋下付近・年２回）を委託で実施した。

７．上水道の整備

秩父広域市町村圏組合水道事業の財政基盤の安定化を図るため、次の金額を負担した。

８．首都圏自然歩道維持管理事業

首都圏自然歩道の維持管理を実施して、観光客やハイキング客が安全に利用できるよう努めた。

維持管理コース 『長瀞の自然と歴史を学ぶ道』（上長瀞～宝登山～町境 ６．５km）

『高原牧場を通る道』（風布～長瀞駅 ５．３km）

事業費 ５１０，０００円（委託料・修繕費・賃借料等） ｢県委託金 ５０６，０００円」

９．自然公園維持管理事業

町内全域が自然公園に指定されているため、県の委託を受けて特別地域の巡視等保護管理業務と次の進

達事務を行った。

事業費 １４１，９２９円（消耗品費・燃料費） 「県委託金 １４１，０００円」

水 洗 化 人 口 ８，７６８人 ３，９４６人

水 洗 化 率 ８２．９９％ ８４．４２％ 水洗化人口／処理人口

区 分 行政人口 処理人口 年間総排出量 自家処理量

し 尿 ６，６０９人 １，９３５人 １，５３５㎥ ０㎥

区 分 負 担 額

児童手当補助金 ２１１，０００円

簡易水道債償還利息補助金 ２，４２５，０００円

秩父広域水道高料金対策補助金 ２５，３００，０００円

災害復旧事業債償還利息補助金 １１，０００円

秩父広域水道局出資金（生活基盤整備耐震化出資金） ５２，２００，０００円

簡易水道債償還元金出資金 ７，９１３，０００円

災害復旧事業債償還元金出資金 ２，１０６，０００円
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10．保健管理事業

⑴愛育会

地域に住むすべての人々を会員とし、会員の中から選出された愛育班員を中心として活動する自主的

組織である。母と子、高齢者の保健をテーマに自分の家庭から地域の人々へと連帯感を深めながら、様々

な事業を実施した。

⑵食生活改善推進員協議会

料理講習会・実習を通じて「私たちの健康は私たちの手で」をテーマに、フレイル予防についての講

話等の活動を実施した。

11．救急医療に関すること

埼玉県の救急電話相談♯７１１９について、啓発品とともに情報提供し、適正受診について呼びかけた。

12．「ちちぶ医療協議会」事業

⑴食習慣調査・食塩摂取量推定調査

生活習慣病重度化予防のため、食習慣の傾向を知り、保健指導に生かしていくため、希望者に対して、

区 分 件 数

許可申請

新 築 １２件

増 ・ 改 築 ６件

電気通信設備等設置 ９件

木 竹 の 伐 採 １件

広 告 物 設 置 ２件

土地の形状変更 ０件

鉱 物 の 掘 採 ０件

計 ３０件

届 出

新 築 ０件

鉱 物 の 掘 採 ０件

広 告 物 の 設 置 ０件

特別地域内の応急措置 １件

計 １件

班員数 活動回数 延べ参加人数 活 動 内 容

１４５人 ３２回 １７８人

・子育て支援事業

・声かけ活動や班長会議、地区別研修会の開催

・各種健（検）診事業の協力

会員数 活動回数 延べ参加人数 活 動 内 容

２２人 ２回 ４４人

・高齢世代の生活習慣予防のためのスキルアップ

事業（シニアカフェ）

・県内産米利用料理
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食習慣調査を実施した。

また、随時尿による食塩摂取量推定調査については２０４名に実施した。県では「糖尿病性腎症重度

化予防事業」を推進しており、この調査は「秩父方式」として郡市医師会と協力して実施した。

⑵休日在宅歯科当番医の開設についての情報提供

休日の在宅歯科当番医についての情報を毎月の広報に掲載し、情報提供を行った。

⑶ちちぶお茶のみ体操（茶トレ）の普及

「ちちぶお茶のみ体操」（茶トレ）の体操講習会等を実人数８３人、延べ６９３人の方に実施した。

⑷秩父地域自殺予防フォーラムの実施

１市４町の関係各所（医師会・薬剤師会・商工会・教育委員会・警察・消防・行政等）が集まって「秩

父地域自殺予防連絡会」を実施し、「秩父地域自殺予防実行委員会」を形成して「秩父地域自殺予防フォ

ーラム」を実施した。内容は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、秩父おもてなしTVチャンネ

ルにおいて、精神科医の名越康文先生の講話動画を期間限定で配信した。

13．保健事業

⑴健康増進事業

①がん検診

・集団検診

厚生労働省の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」により、保健センターにて

集団検診を実施した。

・個別検診

医療機関でがん検診を受診した方に、検診費の一部を助成した。

②骨密度測定

２０歳以上の女性及び４０歳以上の男性を対象に、超音波測定法により骨密度測定を１６７人に実

施し、うち４９人に対し、管理栄養士による栄養指導を実施した。

※２０歳以上の女性については、乳がん・子宮がん検診と同時に実施。

区 分 受診者数 要精密検査 内 容

胃 が ん １９９人 ２１人 ４０歳以上の希望者に、Ｘ線撮影検査を実施した。

大 腸 が ん ３３９人 １７人 ４０歳以上の希望者に、便潜血検査を実施した。

乳 が ん １４６人 ５人
４０歳以上の女性の希望者に、マンモグラフィ（Ｘ線

撮影）検査を実施した。

子 宮 頸 が ん １３６人 １人 ２０歳以上の希望者に、頸部細胞診検査を実施した。

肺 が ん ３５９人 ７人
４０歳以上の希望者に、胸部レントゲン撮影及び喀た

ん細胞診検査を実施した。

受診者数 補 助 額

４人 １８，４００円
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③肝炎ウイルス検査

４０歳以上の方で、これまでに検査を受けたことがない方を対象に、肺がん検診・特定健診・後期

高齢者健診の会場にて、７３人に実施した。

④歯科健診

４０歳以上の方を対象に、肺がん検診・特定健診・後期高齢者健診の会場にて、歯科健診を２９人

に実施した。

⑤男の筋トレ

生活習慣病予防のための、男性限定の運動教室を実施した。

⑥健康長寿サポーター養成講座

町民１０１人に対して、健康長寿サポーター養成講座を行った。

⑦熱中症予防

６月～９月の間で熱中症の危険が高い日に、防災無線を使って４８回警戒を呼びかけた。また、「ま

ちのクールオアシス施設」に役場、中央公民館、多世代ふれ愛ベース長瀞の町内３ヶ所を指定した。

⑵精神保健事業等

①精神保健事業

精神障がい者の社会復帰訓練の場として「ひまわりクラブ」を、また、家族を対象に情報交換の場

として「家族会」を開催した。なお、精神障がい者とその家族の孤立等の防止のため、精神障がい者

の家族の集いである秩父郡市精神保健福祉会「心和会」に１市４町で補助金の助成をした。

②精神保健指導

精神保健指導として、社会復帰支援や心の健康、老人精神保健などについて保健師が訪問、面接、

電話による指導を行った。

③自殺予防対策事業

町の自殺予防対策として、町保健師が高齢者に対して、３月の自殺予防月間にあわせて心の健康を

区 分 実施回数 延べ人数

運 動 教 室 ２１回 ６０人

区 分 実施回数 延べ人数

社会復帰支援事業 １９回
１２５人

（うちボランティア ６５人）

家 族 会 ３回 ７人

区 分 実人数 延べ人数

訪 問 ８人 ４２人

面 接 １５人 ４２人

電 話 ２０人 １４０人
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テーマに「ゲートキーパー養成講座」の普及啓発事業を行った。

なお、昨年に引き続き、自殺予防対策の一環で、町内3カ所の橋に「いのちの大切さ」に関する標

語を掲示した。

⑶成人保健事業

①献血

町内の企業、商工会等の協力を得て５事業所で実施した。

②骨髄移植ドナー

公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において骨髄・末梢血管細胞を提供した方

に対し、助成金の制度を設けたが、申請者はいなかった。

⑷埼玉県コバトン健康マイレージ事業

専用の歩数計等を使ってウォーキングをする埼玉県の事業に参加した。

※国民健康保険特別会計実施分を含む。

⑸後期高齢者医療事業

①健康診査の受託

後期高齢者医療の被保険者を対象に行う健康診査事業について、埼玉県後期高齢者医療広域連合か

ら受託し、健康診査事業を実施した。

被保険者には受診券を送付し、契約医療機関で個別又は、保健センターにおいて集団で受診する方

式で行い（国民健康保険特定健康診査と同じ方式）、受診者数は３０１人であった。

②成人病予防検診（人間ドック）補助事業

埼玉県後期高齢者医療加入者に対し、疾病の予防、早期発見、早期治療の促進のために、検診費の

一部（上限２５，０００円）を補助した。

対 象
実施

回数
延べ人数 内 容 講 師

働く世代（愛育班員） ６回 １０５人 愛育班 研修会 町保健師

子育て世代の母親 ２回 ９人
さんごのこころとからだの

骨盤矯正サロン

鍼灸師

町保健師

小学生の親子 １回 ６人
親子のこころとからだの

IKI・IKI教室

ミュージカルダンス講師

町保健師

会場数 受付者 採血者数

延 べ ５ 会 場 １２７人
２００ml １０人

４００ml １０６人

歩数計 アプリ 参加者合計

４年度 ４８人 １７人 ６５人

累計 ３８７人 ７３人 （開始からの合計） ４６０人

受診者数 補 助 額

７８人 １，９３５，４００円
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③後期高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施の受託

後期高齢者医療広域連合が実施する高齢者保健事業の一部を受託し、高齢者の保健事業と介護予

防等の一体的な実施を行った。後期高齢者の医療費、介護給付費、健診データ等から町の健康課題

を分析し、健康課題に沿った事業を展開した。

高齢者に対する個別支援（ハイリスクアプローチ）として、過去１年間の医療受診と健診が未受

診で健康状態が不明な後期高齢者（８名）と口腔機能指導者（１８名）に事前アンケートを送付し、

訪問等による健康状態の把握と、必要に応じて受診勧奨を行った。

通いの場等への積極的関与（ポピュレーションアプローチ）として、地域の通いの場等（２０カ

所）に医療専門職（理学療法士、管理栄養士）を派遣し、フレイル状態を把握するとともに、フレ

イル予防の普及啓発を行った（８６回、累計９８５人）。

14．母子保健事業

①母子健康手帳の発行

妊娠届を提出した者に対し、母子健康手帳を１５件発行した。

②乳幼児健康診査

乳幼児を対象に健康診査を実施した。なお、スポットビジョンスクリーナーを購入し、３歳児の屈

折検査を実施した。

③妊婦健康診査・新生児聴覚検査・産婦健康診査

町内在住者の妊娠届を受理するとともに、妊婦の健康管理の充実及び妊娠・出産に係る経済的負担

の軽減を図ることを目的に、妊婦が出産までの間に１４回受診する健康診査とＨＩＶ抗体検査、また、

新生児の聴覚機能の状況を早期に把握するための新生児聴覚検査、出産後おおむね１か月までに医療

機関で実施する産婦健康診査の支援を行った。なお、産婦健康診査は令和４年度より助成券方式とな

った。

④相談指導・集団指導

相談指導では、妊産婦、新生児、乳幼児に対して、保健師・助産師や栄養士が訪問指導を行った。

また、訪問や相談等の中で把握した希望者に、言葉の相談や身体の相談を実施するとともに、保育園

等に出向き、巡回相談を行った。また、それらの関わりの中で特に必要と認められるものに「秩父障

区 分 対象者数
受診数 要精密検査

回 数
人 数 割 合 人 数

３～５か月児 １２人 １２人 １００．０％ ０人 ６回

９～１１か月児 ２７人 ２６人 ９６．３％ ０人 ６回

１歳６か月児 ３１人 ２９人 ９３．５％ ０人 ６回

３歳２か月児 ２２人 １９人 ８６．４％ １人 ６回

計 ９２人 ８６人 ９３．５％ １人 ２４回

妊娠届出数 １５人 ＨＩＶ抗体検査 １２件

子宮頸がん検査 １２件 超音波検査 ５４件

新生児聴覚検査 １２件 産婦健康診査 １３件
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がい者総合支援センターフレンドリー」の療育相談員等による「育児相談（療育相談）」を行った。

集団指導では、乳児を持つ親に対して「離乳食教室」を行い、育児指導や発達発育の確認の場とし

て「おひさま教室」を行った。

⑤不妊・不育支援事業

不妊症、不育症に悩む夫婦を支援するため、「不妊治療等支援事業」「早期不妊治療費助成事業」「早

期不妊検査費・不育症検査費助成事業」として、費用の一部を助成した。

⑥母乳ケア補助金

母子の健康保持を図るため、医療機関等で行う乳房マッサージ及び母乳相談に係る費用の一部助成

（上限１０，０００円）を実施した。

⑦「ほっとはぐくむママサロン」事業

ちちぶ定住自立圏事業として、助産師による妊娠・出産や子育てに関する悩み相談や母乳相談を実

施した。より多くの住民が参加できるよう、会場は多世代ふれ愛ベース長瀞の他、秩父市、横瀬町、

皆野町、小鹿野町での持ち回り開催とした。

⑧未熟児養育医療支援事業

出生時の体重が少ない又は生活力が特に薄弱な未熟児で、医師により入院養育が必要と認められた

者について、退院するまでの医療費を町で支援した。

区 分 実 施 回 数 延べ指導実施人数

妊 産 婦 訪 問 指 導 ２５回 ３３人

乳 幼 児 訪 問 指 導 １４回 １５人

パクパク訪問（離乳食訪問） ３回 ６人

すくすく相談（育児相談） １２回 １１５人

育 児 相 談 （ 療 育 相 談 ） ５回 １５人

巡回相談（町内保育園等） ４回 １９人

言 葉 の 相 談 ７回 ４人

身 体 の 相 談 ６回 ８人

離 乳 食 教 室 ２回 ８人

お ひ さ ま 教 室 １２回 ２４２人

区 分 実施人数 支給総額

不妊治療等支援事業 １人 ５０，０００円

早期不妊治療費助成事業 １人 １００，０００円

早期不妊検査費・

不育症検査費助成事業
２人 ４０，０００円

実施人数 支給総額

４人 ３３，２００円

実施回数（長瀞町開催） 参加人数

１２回 １６人
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⑨歯科教室

「長瀞町歯と口の健康づくり推進条例」に基づき、町内の認定こども園・保育園・中学校において、

また、今年度より町内小学校において歯科衛生士によるブラッシング指導及びエプロンシアターを実

施した。

⑩産後ケア事業

産後間もない産婦の身体的心理的な不安の解消、育児に関する不安や生活上の困りごと等において

専門的な指導、ケアを実施する「産後ケア事業」を設けたが、利用者はいなかった。

⑪オンライン妊産婦支援事業

コロナ禍であっても、オンラインで育児相談ができるよう、子育て支援拠点にＷｉ－Ｆｉ環境及び

相談用のパソコンを整備したが、利用者はいなかった。

⑫伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫し

て身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援と、妊娠の届出や出

生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対する経済的支援とを一体的に実施する、伴走型相談支援及

び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業を２月に開始した。

伴走型相談支援では、保健師や助産師による面談や訪問の機会を通じて相談に応じ、経済的支援で

は、妊娠届出時に出産応援ギフトとして妊娠１回につき５万円、出生届出時に子育て応援ギフトとし

て対象児童１人につき５万円を支給した。

15．予防衛生事業

⑴結核予防事業

①レントゲン撮影・受診者数 ３５９人

高齢者層の発病増加などから、６５歳以上の方を対象として実施した。

実施人数 支給総額

１人 １０４，２８２円

実施場所 実施人数 備 考

た け の こ 保 育 園 ３２人

ブラッシング指導は年長児のみ実施高 砂 保 育 園 ４４人

認定こども園長瀞幼稚園 ３９人

長 瀞 第 一 小 学 校 ３６人 小学４年生に対して歯科指導を実施

長 瀞 第 二 小 学 校 ４２人 小学５年生以外へ歯科指導を実施

長 瀞 中 学 校 ４４人 中学３年生に対して歯科指導を実施

区分 支給者数 支給額

出 産 応 援 ギ フ ト ２３人 １，１５０，０００円

子 育 て 応 援 ギ フ ト １０人 ５００，０００円
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②予防接種

結核予防法に基づき、ＢＣＧの予防接種を１９人に実施した。

⑵伝染病予防事業

①法定の予防接種

感染症予防のため、予防接種法による各種予防接種を実施した。

区 分 実施人員

四 種 混 合

（ジフテリア･ 百日せき･

破 傷 風 ･ ポ リ オ ）

初回１回目 １４人

初回２回目 １４人

初回３回目 １９人

追加 ３１人

麻 し ん 風 し ん
１期 ３１人

２期 ３５人

二 種 混 合

（ジフテリア ･ 破 傷 風）
２期 ３４人

日 本 脳 炎

１期初回１回目 ２２人

１期初回２回目 ２９人

１期追加 ４５人

２期 １０９人

子 宮 頸 が ん

１回目 １８人

２回目 １３人

３回目 １１人

小 児 用 肺 炎 球 菌

初回１回目 １３人

初回２回目 １３人

初回３回目 １６人

追加 ３０人

ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）

初回１回目 １３人

初回２回目 １３人

初回３回目 １６人

追加 ２９人

水 痘
１回目 ２９人

２回目 ２２人

Ｂ 型 肝 炎

１回目 １３人

２回目 １３人

３回目 ２０人

ロタウイルスワクチン（１価）
１回目 ４人

２回目 ３人

ロタウイルスワクチン（５価）

１回目 ８人

２回目 １０人

３回目 １０人

高 齢 者 イ ン フ ル エ ン ザ １，３８６人

高齢者肺炎球菌ワクチン ４１人

合 計 ２，１２７人
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②任意の予防接種

感染症予防のため、町独自（任意）による予防接種を実施した。

③風しんの追加的対策

公的な接種を受ける機会がなかった昭和３７年４月２日～昭和５４年４月１日生まれの男性のうち、

昭和３７年４月２日～昭和４７年４月１日生まれの男性にクーポン券を送付し、抗体検査と予防接種

を実施した。

16．新型コロナウイルスワクチン接種事業

新型コロナウイルス感染予防、重症化予防のため、５歳以上の町民に新型コロナウイルスワクチン接種

を行った。

秩父郡内の１市４町共同でコールセンターを設置し、予約システムにより予約業務を行った。又、各接

種会場へのワクチン配送も行った。

参考

ワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）より令和５年３月３１日現在の接種者数

（転出等により住民基本台帳に登録されていない者も含む）

区 分 実施人員

中学３年生インフルエンザ ２１人

区 分 実施人員

抗 体 検 査 ３６人

予 防 接 種 １０人

合 計 ４６人

会場 接種者内訳 延べ人数

長瀞町保健センター

(集団接種３２回)

長瀞町民 １，１１９人

秩父郡市内 ７１３人

秩父郡市外 ２６人

計 １，８５８人

秩父郡市内集団接種会場 ３１６人

秩父郡市内医療機関 ６，５０４人

秩父郡市外医療機関等 ５５５人

区 分 人 数

対 象 者 ６，５９６人

１回目接種済 ５，５９５人

２回目接種済 ５，５７５人

３回目接種済 ４，７７１人

４回目接種済 ３，４１２人

５回目接種済 ２，０００人
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第 ７ 労働部門における主要施策

１．労働事業

⑴新規学校卒業就職者激励会を開催するため、皆野・長瀞地区激励会実行委員会の事務局である長瀞町商

工会に対して、３５，０００円の負担を行った。

⑵労働者の生活の向上と親睦を図るため、秩父地区メーデー実行委員会に対して、３５，０００円の負担

を行った。

⑶地域の特性や民間活力を生かした地域開発を図り、地域における雇用の拡大と安定を確保するため、（公

社）埼玉県雇用開発協会に対して、１５，０００円の負担を行った。

⑷事業所の労働災害の防止並びに労働者の健康保持に関する業務の遂行と指導のため、（一社）秩父地区労

働基準協会長瀞支部に対して、２７，０００円の助成を行った。
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第 ８ 農林水産部門における主要施策

１．農業委員会事業

農業委員会は、定例総会を１２回開催し、農地法に基づく農地の売買・貸借の許可、農地転用案件への

意見具申、遊休農地の調査・指導など農地に関する重要事項を審議したほか、農業者年金の事務処理を行

った。

また、町の更なる農業の活性化を図ることを目的に、長瀞地内に市民農園を開設するに当たり、市民農

園に隣接する土地において、市民農園と連携し、市民農園の付加価値を高める独立採算型事業を実施する

事業者の募集を行った。

⑴農地の移動状況

⑵農業者年金加入者及び受給者の状況

２．農業振興事業

⑴経営所得安定対策等交付金事業の状況

⑵農業振興地域整備計画の変更状況

⑶農業振興事業の実施状況

地域農業の振興に資するため、農業生産の確保・生産施設の機能向上及び農産物の品質向上等につい

て補助金を交付し、農業生産者や農業団体等の育成を図った。

区 分 件数
面 積（㎡）

田 畑 計

農 地 法 第 ３ 条 ２件 ０ ２，７３９ ２，７３９

上記のうち貸借・使用貸借 ０件 ０ ０ ０

農地法第４・５条（転用許可） ２９件 １，０９２ １３，５１７ １４，６０９

農業経営基盤強化促進事業 １２件 ０ １７，８６７ １７，８６７

加入者 受給者

１人 １５人

該当者 作付面積 生産数量 対象作物

２人 ２．１ha １．７ｔ そば１．１ｔ、小麦０．６ｔ

区 分 件数
変 更 面 積（㎡）

田 畑 計

農振農用地区域からの除外地 １２件 １，９９２ ２，７５２ ４，７４４

農振農用地区域への編入地 ２件 ０ ８９９ ８９９

農業用施設へ用途区分の変更 ０件 ０ ０ ０

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

農業振興対策事業
組合運営費補助金

秩父花卉園芸組合 １０，０００円

長瀞観光ぶどう組合 １０，０００円

種苗費・養蚕事業費補助金 １人 ２１，０００円
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⑷農業経営改善事業の実施状況

将来の長瀞町の農業を見つめ地域に即した農業振興を実現するため、町の農業経営基盤強化の促進に

関する基本構想に基づき長瀞町担い手育成総合支援協議会において、農業経営改善計画認定申請書及び

青年等就農計画認定申請書の審査を実施し、担い手となる認定農業者等の掘り起こしを行った。

※( )は法人数

⑸農産物直売会の開催

皆野・長瀞農産物直売部会に登録している町内在住の部会員と協力して、長瀞駅前で１１月１２日に

町名変更50周年を記念した農産物直売会を開催し、観光客と町民を対象に新鮮野菜等の販売と観光ＰＲ

を実施した。

⑹農業講習会の開催

今後の長瀞町の農業を担う新規就農者及び退職後就農者の掘り起こしと、農業に携わるきっかけ作り

を目的として、農業初心者講習会（２回）とレモンの栽培講習会（１回）を開催した。

なお、レモンの栽培講習会では、担当職員が令和４年３月に風布で剪定したレモンの枝を挿し木にし、

育てた一年生の苗木を受講者に２本ずつ配付した。

⑺緑の学校ファーム事業

心身共に発育段階にある児童生徒が農作業体験を通じて、生命や自然、環境や食物などに対する理解

を深め、情操や生きる力を身に付けることをねらいとした取組を実施するため、学校ファーム推進協議

会が、埼玉県より資材等の提供を受け、学校の農園維持の活動に支援を行った。

○学校ファーム設置校 小学校 ２校 中学校 １校

３．緑の村管理事業

⑴宝登山地域周辺の維持管理

豊かな緑の保全と住民の余暇活動に資するため、宝登山地域周辺の除草作業等を実施した。

○宝登山地域周辺維持管理業務委託料 １，６７７，９６０円

新規就農者等支援事業補助金
新規就農 １人 １，０００，０００円

規模拡大 １人 ５００，０００円

農業近代化施設資金利子補給金 １人 ７，４７７円

有害鳥獣防護柵等設置費補助金 ４人 １３８，０００円

区 分 新規認定 再認定 認定継続 計

認定農業者 １名 ４名 ２１(２)名 ２６(２)名

認定新規就農者 ３名 ０名 ０名 ３名

事 業 名 講 師 参加者数

第１回農業初心者講習会
ＪＡちちぶ営農経済部特別嘱託職員 清川 完司 氏

１９名

第２回農業初心者講習会 １５名

レモンの栽培講習会 秩父農林振興センター農業支援部 浅見 響子 技師 ２１名
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⑵長瀞町花の里づくり実行委員会補助金

住民参加型の花づくり活動により、官民一体となって町の振興を図るため、各種団体や地域住民から

組織される長瀞町花の里づくり実行委員会に助成を行うとともに、花の里に季節の花（春：ハナビシソ

ウ・夏：アナベル・秋：コスモス）を咲かせるためのボランティア作業（播種、植栽、除草など）を計

４回実施した。

○長瀞町花の里づくり実行委員会補助金 ６００，０００円

４．林業振興事業

国内産木材の需要低下、材価の低迷、林業労働者の高齢化等による労働力の減少のため適切な保育作業

ができず、年々荒廃山林が増加している。これらの状況下において、森林資源を確保し優良材生産のため、

造林・間伐事業を推進するとともに、生産基盤である林道管理を行った。

⑴里山・平地林整備事業

森林の景観向上や生物多様性の保全など、森林の持つ公益的機能を回復させるために長瀞・井戸地内

の竹林整備や下草刈り、矢那瀬地内の山林の枯損木の除去を実施した。

⑵松くい虫対策

松くい虫予防対策事業を行い、景勝地『長瀞』の景観の維持に努めた。

⑶林道管理事業

林道本山根線の舗装や注意看板の修繕をはじめ、主要な林道（本山根・葉原・植平・榎峠他）での伸

長した草木の刈払いや、側溝の土砂上げ等を行い、林道の通行に支障が出ないよう管理作業を実施した。

○事業費 ９１５，６０５円

⑷森林環境整備促進事業

①埼玉県及び市町村または林業事業体の森林林業関連情報の共有及び業務効率化を図るため、森林クラ

ウドシステムを導入し運用した。

○事業費 １３２，０００円

②町内の森林環境整備を促進するため、森林経営管理制度を活用した意向調査を実施した。

○意向調査 １地区（岩田）１０３件 面積２８０．４６ｈａ

事業名 実施面積 事業費

里山・平地林整備事業業務委託料 １．６０ｈａ ４，０７０，０００円

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

松くい虫被害木伐採処分

松くい虫の被害により立枯れた危険木の伐採

を実施した。

・大字長瀞地内（不動寺付近） 松１本

２５３，０００円

松くい虫予防薬剤注入業務委託

松くい虫の被害を防止するため、健全な松へ予

防剤を注入した。

・予防薬剤注入：松２８本（アンプル１０８本）

・大字井戸地内（蓬莱島公園内）

３７４，２２０円
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③県産木材の利用促進と森林林業への意識醸成を図るため、宝登山四季の丘にて木製土留工による遊歩

道の改修を実施した。

５．宝登山「四季の丘」公園事業

長瀞町のシンボルでもある宝登山山頂付近の県造林伐採跡地にある「園地四季の丘」の維持管理と、植

栽を通した地域交流を目的として協定を締結している「企業の森林づくり活動」を支援した。

○園地四季の丘管理業務委託料 ４００，０００円

○企業の森林づくり協定の状況

６．緑の募金（家庭募金）緑化事業

宝登山山頂付近の「園地四季の丘」において、積雪等で枯損したロウバイを撤去し、新たにロウバイの

苗木９本を補植した。

○事業費 １４３，０００円

７．緑の少年団育成事業

小学校児童の森林環境や自然保護に対する意識の向上や郷土愛の醸成を図るため、緑の少年団の活動に

対し、助成を行った。

○長瀞第一小緑の少年団活動補助金 １００，０００円

○長瀞第二小緑の少年団活動補助金 １００，０００円

８．有害鳥獣対策事業

⑴有害鳥獣捕獲事業

有害鳥獣から農作物を守るため、北秩父猟友会長瀞支部に委託し、有害鳥獣の捕獲を行った。

○有害鳥獣捕獲事業委託料 ４００，０００円

事業名 事業内容 事業費

宝登山四季の丘遊歩道改修工事 木製土留め L=３０．０ｍ ８９６，５００円

協定名 協定者 面積 協定形態 協定日 協定期限

埼玉県森林づくり協定

熊高森づくりの会
1号地 1.44 ha 三者協定

令和 ４年 3 月 8 日 令和 9 年 3 月 31 日
2号地 1.40 ha 三者協定

埼玉りそな銀行 0.50 ha 三者協定 令和 2 年 3 月 18 日 令和 7 年 3 月 31 日

日本旅行業協会 1.03 ha 三者協定 令 和 4 年 5 月 1 日 令和 7 年 3 月 31 日

長瀞町森林づくり協定 森林インストラクター会 0.20 ha 二者協定 令和 2 年 4 月 1 日 令和 7 年 3 月 31 日

出動日数 出動人員 捕獲頭数

１３３日 延べ３１４人

・ニホンジカ ８６頭 ・イノシシ ４４頭

・アライグマ ６２頭 ・タヌキ ０頭

・アナグマ ６頭 ・ハクビシン ２頭
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⑵有害鳥獣捕獲事業従事者補助金

町が実施する有害鳥獣捕獲事業の従事者１４名に対し、狩猟者登録等に必要な経費の助成を行った。

○有害鳥獣捕獲事業従事者補助金 １８６，０００円

９．矢那瀬地区拠点整備事業

矢那瀬地区拠点整備事業については、防災と地域コミュニティの所管課である総務課において、拠点施

設の一つである「矢那瀬地区コミュニティ消防センター」を整備したことを受け、今後の事業継続につい

て、母体組織である矢那瀬活性化委員会と協議した結果、課題解決に向けた拠点施設を地域住民が協働で

運営していくような体制を構築することが困難との結論に達したため、令和４年度をもって、拠点整備事

業を中止することとした。
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第 ９ 商工部門における主要施策

１．商工業の振興

⑴長瀞町小規模事業指導費補助金

商工業の振興に資するため、商工業者の経営改善等の指導事業、各種融資制度による融資の取り扱い、

研修事業、福祉事業等の活動を行う長瀞町商工会に対して助成を行った。

⑵中小企業融資制度資金利子補給事業

町内の中小企業の経営安定を図るため、日本政策金融公庫から経営改善、安定資金等を借り入れた中

小企業者に対して利子補給を行った。

◎利子補給金の内訳

⑶住宅リフォーム等資金助成事業

町内産業の活性化及び町民の居住環境の向上を図るため、町内業者を利用して、２０万円以上の改修

工事を行った住宅所有者からの交付申請に基づき、工事費の５％（１件当たり上限５０，０００円）を

助成した。

⑷経営革新計画承認奨励金

経営革新計画について、埼玉県知事の承認を受けた町内の中小企業に対し、１件当たり５０，０００

円の奨励金を交付した。

⑸消費者支援事業

消費生活被害の改善・向上を図るため、消費生活相談業務を秩父市へ委託した。

内容 金額

長瀞町小規模事業指導費補助金 ５，０００，０００円

資金使途 件数 利子補給金

運 転 ９５件 １，２４３，０３６円

設 備 ２０件 ６０８，２６４円

運 転 設 備 併 用 １６件 １４２，２９１円

合 計 １３１件 １，９９３，５９１円

内容 金額

消費生活相談業務委託料 １６９，０００円

件数 補助金

２件 ７７，０００円

件数 奨励金

５件 ２５０，０００円
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⑹長瀞町企業誘致条例奨励金

長瀞町における適正な企業立地・産業の振興及び雇用機会の拡大を図るため、平成３０年度に町内で

起業した１法人と事業所の増設を行った１法人に対し、奨励金を交付した。

２．観光の振興

⑴花いっぱい推進事業

花いっぱい推進運動の一環として、地域景観を花とみどりで美しく保ち、快適な生活空間を演出する

とともに、花を生かした美しい観光地づくりを推進するため、次の事業を実施した。

①花の植栽事業 ２９２，４９７円

地域住民の花いっぱい推進運動に対する意識の高揚と啓蒙を図るため、公共施設・駅周辺等へ花の

植栽（ビオラ・ベゴニア・パンジー・マリーゴールド・ポーチュラカ・コキア等）、除草を実施した。

②花の応援事業 ３１１，９３６円

住民活動としての花いっぱい運動を奨励するため、運動協力者からの申請（９件）に基づき、花や

植栽に必要な資材等の支給を行い、花いっぱい推進団体の育成に努めた。

⑵インフォメーション事業

長瀞観光の広報宣伝を図るため、次の事業を実施した。

①誘客対策

長瀞町の魅力を観光客にＰＲするため、観光パンフレットのリニューアルを行った。

②迎客対策

一般社団法人長瀞町観光協会に観光情報館（長瀞駅前）の指定管理業務を委託し、観光案内業務、

ロケーションサービス業務等を行った。

⑶花木の維持管理

宝登山並木参道沿いの桜並木の危険木について伐倒処理を実施した。また、花の名所である桜並木、

通り抜けの桜、野土山の桜等の管理業務を一般社団法人長瀞町観光協会に委託した。

内容 金額

長瀞町観光情報館指定管理委託料 ３，９００，０００円

内容 金額

宝登山並木参道桜並木危険木処理手数料 ３９３，８００円

桜管理業務委託料 ９００，０００円

件数 奨励金

２件 ２，６２６，０００円
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⑷観光施設管理事業

長瀞町を訪れる観光客が快適に観光を楽しめるよう、公衆トイレ７箇所及び観光施設周辺の清掃業務

を一般社団法人長瀞町観光協会に委託し、長瀞アルプス観光トイレの清掃等の業務を社会福祉法人清心

会に委託した。また、老朽化していた上長瀞駅前観光看板の張り替えを行った。

⑸長瀞八景管理

長瀞八景の除草と美化清掃を実施した長瀞町桜と松等を守る会及び小坂花の会に対して報償金を交付

した。

⑹観光団体等の育成、観光イベントへの助成

長瀞町の観光振興を推進するため、一般社団法人長瀞町観光協会の事業運営に対して助成するととも

に、長瀞船玉まつり実行委員会のまつり運営に対して助成を行った。

⑺観光団体等事業への参加

埼玉県及び秩父地域の観光振興を図るため、埼玉県物産観光協会、秩父地域おもてなし観光公社、彩

の国秩父地域観光協議会、埼玉県外国人観光客誘致推進協議会、花園ＩＣ拠点整備プロジェクト観光連

携協議会、北武蔵連絡協議会、秩父札所誘客促進協議会、深谷テラスエリアマネジメント会議等の事業

に参加した。

⑻地域おこし協力隊（産業観光課分）

地域おこし協力隊として、町の魅力向上及びＰＲを実施するとともに、地域振興につながる提案に取

り組むなど、地域活性化に資する事業を委託した。

⑼観光アドバイザー業務委託

長瀞町の観光振興を図るため総務省地域力創造アドバイザーである花田欣也氏に長瀞町観光協会で実施

を予定している着地型旅行の仕組みづくりに係る助言や指導、観光事業者を対象とした研修会の企画・運

営をするための業務を委託した。

内容 金額

観光用公衆トイレ清掃等業務委託料 ２，０５２，０００円

長瀞アルプス観光トイレ清掃等業務委託料 １０９，０００円

上長瀞駅前観光看板張り替え業務委託料 ７８８，７００円

団体名 補助金額

一般社団法人長瀞町観光協会 ５，０００，０００円

長瀞船玉まつり実行委員会 ４，０００，０００円

隊員名 活動開始年月 活動内容

北﨑史子 令和２年１０月 町の魅力発信事業

内容 金額

観光アドバイザー業務委託 １，３００，０００円
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⑽長瀞河川運航安全対策実行委員会

令和３年１２月２２日に発生した岩畳対岸の岸壁崩落に伴い、河川関係者及びその他関係者が協働し

て、河川における船舶等の安全運航対策を計画的に推進するための協議・情報共有を行うことを目的と

し、令和４年３月２５日に長瀞河川運航安全対策実行委員会を設立し、崩落現場の監視を実施した。

⑾長瀞駅前モニュメント除去工事設計業務委託

老朽化した長瀞駅前モニュメントの除却工事を実施するにあたり、除却に要する適正な費用を算出す

るため除却工事の設計業務を委託した。

内容 金額

長瀞駅前モニュメント除去工事設計業務委託 ２，０６８，０００円
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第１０ 土木部門における主要施策

１．道路橋梁総務事業

⑴道路照明灯の維持管理

既設の道路照明灯（１４０基）の維持管理を行った。

⑵道路占用許可事務

町道に一定の工作物、物件等を設け使用しようとする道路占用の申請が新規２７件、更新が１６９件

あり、その許可事務を行った。

⑶公共物使用許可事務

認定外道路・水路に一定の工作物、物件等を設け使用しようとする公共物使用の申請が新規４件、更

新が４２件あり、その許可事務を行った。

⑷公共物用途廃止

公共物用途廃止申請に基づき、認定外道路を普通財産として用途廃止し、普通財産として申請者払下

げを行う事業である。令和４年度は３件の払下げを行った。

⑸境界確認業務

境界確認申請に基づき、町道・認定外道路及び水路の官地と民地の境界確認作業を１９件行った。

⑹道路工事施工承認事務

道路管理者以外の者が町道に関する工事を行う道路工事施工承認申請が４件あり、その承認事務を行

った。

２．道路維持事業

道路のもつ機能、美観、環境衛生、交通災害の予防、道路の保全等常時良好な状態を保つため、維持修

繕（補修工事、原材料支給等）及び交通安全施設整備事業等を行った。

主な事業は、次のとおりである。

⑴道路維持事業

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（円）

道 路 維 持 （ 修 繕 ） 本中５３号線 他４箇所 １，４２６，７００

道 路 維 持 （ 手 数 料 ） 幹線３６号線 他４箇所 １，０３６，２００

道 路 維 持 補 修 工 事 野上下郷１３０号線道路補修工事 ９９６，６００

草 刈 業 務 委 託 幹線５号線 他７路線 １，３３８，０００

生活関連道路整備事業（原材料支給） ７行政区 ９件 ４７３，０００

生 活 関 連 道 路 整 備 工 事 ２行政区 ２路線 １,４３５,５００

地理情報システム保守・更新業務委託 システム保守、境界査定図の更新 ８０８，５００

道路愛護保全管理業務委託
道路の草刈、側溝清掃、補修作業、その

他道路管理のための作業
１，７００，０００
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⑵交通安全施設整備事業

⑶道路台帳作成事業

道路改良工事等により道路状況（形態）が変わり、既成道路台帳の管理用図面、調書等を新しい内容

に修正する必要があるため、補正業務を委託した。 ５，０３９，１００円

⑷橋梁定期点検業務

道路法に基づき、概ね５年に１回実施することとされている点検を行った。

令和４年度は、１２橋の橋梁点検を直営で行った。

⑸橋梁修繕事業

橋梁定期点検において、健全度が低く早急な対応を要する町が管理する橋梁の修繕設計並びに修繕工

事を行った。

⑹通学路安全対策推進整備事業

令和３年度に実施された「通学路総点検」において、小・中学校から対策を要望された箇所について、

交通安全施設の整備を推進している。

３．道路新設改良事業

道路整備は、道路のもつ交通機能にあわせて、地域経済や文化、社会活動を支える重要な役割を持って

いる。

整備には、要望、請願をはじめ経済効果、地域の実情を踏まえて測量設計監理等業務委託、道路改良工

事を順次進め、これに伴う補償を行った。

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（円）

区画線設置工事

幹線２６号線 １箇所

区画線（外側線）４８．０ｍ

区画線（グリーンベルト）４８．０ｍ

２８６,０００

道路反射鏡設置工事
幹線２８号線 他２箇所

道路反射鏡 ３基
６０５,０００

道路照明灯設置工事
幹線４号線 １箇所

道路照明灯 １基
３２４,５００

道路照明灯撤去移設工事
幹線８号線 １箇所

道路照明灯 １基、道路反射鏡 １基
６３８,０００

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（円）

橋梁修繕設計業務委託 修繕設計（金石橋、無名３２号橋） ８，１４０，０００

橋梁修繕工事 無名５０号橋 橋梁補修工 １式 ７，９８０，５００

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（円）

測量設計業務委託 本中７号線 設計延長Ｌ＝９３ｍ ５，１２８，２００

区画線設置工事

幹線２５号線

区画線（外側線）３３９．０ｍ

区画線（グリーンベルト）１６８．０ｍ

１，０４５，０００
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⑴測量設計監理等業務委託

⑵道路改良工事

⑶用地購入費及び補償費

４．河川総務事業

水害から地域住民の生活や生命・財産を守るため、水路の維持管理及び改修を行った。

⑴河川改修工事

⑵河川維持管理手数料

⑶急傾斜地崩壊対策事業

埼玉県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に伴い、事業費の一部を負担した。

路 線 名 内 容 事 業 費(円) 地 区 名

本 中 １ １ ７ 号 線 物件調査積算業務委託 ２，７８３，０００ 本 野 上

〃 分筆登記業務委託（４件） ２，６０４，２９８ 〃

路 線 名 事 業 内 容 事 業 費（円） 地 区 名

岩 田 ６ 号 線

道路改良 L=77.6ｍ、W=4.5ｍ

準備工、土工、擁壁工、排水工、舗

装工、構造物取壊し工、付帯工

１３，０９７，７００ 岩 田

幹 線 １ 号 線

歩道整備 L=49.5ｍ

準備工、土工、排水工、舗装工、構

造物取壊し工、雑工

３，９８８，６００ 長 瀞

本 中 １ １ ７ 号 線

道路改良 L=49.7ｍ、W=4.0ｍ

土工、舗装工、排水工、付帯工、撤

去工、雑工

５，４５８，２００ 本 野 上

長 瀞 ２ １ 号 線

法面改修工事 L=28ｍ

土工、擁壁工、構造物取壊工、間詰

舗装工

４，４１４，３００ 長 瀞

路 線 名 用地購入費（円） 補 償 費（円） 地 区 名

岩田６号線（電柱） － ９１８，０５６ 岩 田

本 中 １ １ ７ 号 線 ２，９５２，５２８ ３，２１４，０５０ 本 野 上

河 川 名 事 業 内 容 事 業 費（円） 地 区 名

銅 の 入 沢

護岸整備 L=35.7ｍ

準備工、土工、護岸工、構造物取壊

し工、仮設工、雑工

１１，７５４，６００ 井 戸

堂 坂 沢

水路整備 L=16.0ｍ

土工、水路設置工、取付工、石積復

旧工、仮設工、付帯工

４，１７７，８００ 野 上 下 郷

事 業 内 容 事 業 費(円) 地 区 名

堆積土砂撤去（銅の入沢・仙根沢） ２９９，２００ 井 戸
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５．道路後退部分整備事業

接道規定による道路後退部分を町の道路敷きとして定着させるため、買取りを実施した。また、登記事

務を直営で行った。

６．建築確認申請等進達事務

建築基準法第６条による確認の申請１件の受付進達事務を行った。

７．宅地耐震化推進事業

県が実施した大規模盛土造成地第１次スクリーニングにより、大規模盛土造成地とされた７箇所におい

て、大地震等における滑動崩落による被害を防止するための変動予測調査や対策を講じる事業であり、

令和４年度は危険性や対策の優先度を評価する第２次スクリーニング計画の策定を行った。

８．住宅管理事業

⑴住宅に困窮している低所得者に安い家賃で賃貸し、生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的

に、下記４団地、８４戸の管理運営を行った。

事 業 内 容 事 業 費(円) 地 区 名

急傾斜地崩壊対策事業負担金（宿本地区） ５３６，４５０ 野上下郷

事 業 内 容 事 業 費（円）

後退用地購入 ８件 ４７０，２９８

後退用地寄付 １件 －

用地測量等委託 ４件 ９３４，９５８

登記事務 ９件 －

委 託 名 業 務 内 容 委 託 費（円）

長瀞町大規模盛土造成地第２次ス

クリーニング計画策定業務委託
計画策定業務（対象地：７箇所） ３，０２５，０００

団地名 建設年度 戸数 間取り

蔵 宮 団 地 昭 和 ３ ５ 年 度 ２ ２Ｋ

根 岸 団 地 昭 和 ４ ５ 年 度 ２ ２Ｋ

塚 越 団 地

昭 和 ５ ４ 年 度

昭 和 ５ ５ 年 度

昭 和 ５ ６ 年 度

昭 和 ５ ７ 年 度

昭 和 ５ ８ 年 度

昭 和 ５ ９ 年 度

１２

１０

１０

８

８

２

３ＤＫ

３ＤＫ

３ＤＫ

３ＤＫ

３ＤＫ

３ＤＫ

袋 団 地
平 成 ３ 年 度

平 成 ５ 年 度

８

２２

２ＬＤＫ

２ＬＤＫ
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⑵町営住宅の維持管理のため、修繕を行った。

⑶町営住宅長寿命化改善事業により、町営住宅の長寿命化を図るため、町営住宅袋団地Ｃ棟外壁等改修工

事の設計業務委託を行った。

９．開発行為等の事前協議

長瀞町開発行為等に関する指導要綱による事前協議申出書の提出があった開発行為等を、長瀞町開発行

為等審査会により審査し、協定を締結している。令和４年度は３件であった。

10．地区公園等管理事業

町民を始め、長瀞町を訪れる観光客等が快適な観光を楽しめるよう、除草、危険木伐採及びトイレ清掃

等の一部を公益社団法人長瀞町シルバー人材センターに委託した。また岩田観光トイレのみ、清掃の一部

を社会福祉法人清心会に委託した。

・蓬莱島公園トイレ・岩田観光トイレ浄化槽保守点検等手数料 １９６，１２０円

・長瀞地区公園トイレ・蓬莱島公園トイレ・岩田観光トイレの光熱水費 ３３５，９８６円

・地区公園等除草等業務委託 １，３５５，０００円

・岩田観光トイレ清掃等業務委託 ５７，０００円

・トイレ備品等の購入、地区公園設備破損修繕、危険木伐採 ６７６，４１１円

※長瀞地区公園・蓬莱島公園・岩田地区公園・井戸地区公園の管理は一部直営管理で行った。

11.長瀞地区公園防球ネット設置整備事業

近隣住民からの要望により、個人所有の擁壁との間に防球ネットを整備した。

12．屋外広告物許可事務

優れた屋外広告物は身近な情報源として有益で町に賑わいや活気をもたらす反面、無秩序無制限に掲出

されると本来の役割や美的景観を著しく損なうことになるため、条例に基づき町が屋外広告物に対しての

許可事務を行った。

修 繕 名 修 繕 内 容 修 繕 費（円）

町営住宅修繕
給排水設備３件、電気設備４件、建具１件、街路灯

４件、空き家修繕５件、その他修繕９件
２，０４０，５３６

委 託 名 業 務 内 容 委 託 費（円）

長瀞町町営住宅

袋団地（Ｃ棟）外壁等改

修工事設計業務委託料

１棟２２戸（Ｃ棟）・外壁補修、塗装工事設計 ２，０３５，０００

工 事 名 工 事 内 容 事 業 費（円）

長瀞地区公園

防球ネット設置工事

工事延長Ｌ＝５４．４ｍ、支柱立込Ｎ＝９本、防

球ネット取付Ａ＝１５０㎡
２，５７４，０００

内 訳 新規 更新 撤去

申請件数 １件 ２１件 ０件
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第１１ 消防部門における主要施策

１．常備消防事業

秩父広域市町村圏組合消防費負担金として１億５，５３６万６，０００円、秩父消防署北分署庁舎敷地

負担金として３５万４，０５９円の負担を行った。

２．非常備消防事業

⑴長瀞町消防団に対する交付金、備品整備などを行い消防団員の処遇改善に努めた。

⑵消防団に配備されているジェットシューターが経年劣化で動作に不備が出始めているため、（一財）自

治総合センターからコミュニティ助成金の交付を受けて、消防団活動備品整備事業としてジェットシュー

ター（２３基）を購入した。

３．消防団詰所修繕事業

消防団詰所において、不具合が生じた箇所の修繕を行った。

４．矢那瀬地区コミュニティ消防センター整備事業

消防団２－３詰所の老朽化に伴い、矢那瀬地区で介護事業所として営業していた民間施設の建物と土地

を購入し、地域コミュニティの拠点を兼ねた「矢那瀬地区コミュニティ消防センター」として整備した。

５．防災対策事業

⑴耐用年数を経過した防災行政無線屋外拡声子局（９局）の蓄電池を交換した。

種 別 内容 金額

交 付 金 運営費として交付 ５９６，０００円

備 品 購 入 等
車両用スタッドレスタイヤ、詰所用バリケード等 １６０，４０５円

活動服等 ８１，６４５円

購入品名 事業費 補助金

ジェットシューター ９９９，３５０円 ９００，０００円

事業内容 事業費

矢那瀬地区コミュニティ消防センタートイレ修繕 ３３，０００円

消防団２－１詰所水栓修理 ５，０００円

事業内容 事業費

整備工事（旧詰所解体工事含む） ６，１２２，２００円

敷地整備工事 ２９３，７００円

土地購入費 ８，３４６，０００円

建物購入費 ７５４，０００円
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⑵災害発生時に備えるため、備蓄品等の整備を実施した。

⑶自主防災組織の活動に対して支援事業を実施した。

６．長瀞町地域防災計画等改訂事業

国の防災基本計画、埼玉県地域防災計画、その他関連法案との整合性を図るとともに、新型コロナウイ

ルス感染症対策や、過去の災害対応の教訓等の観点からも見直しを行い、より実行性のある計画へと改訂

を行った。

また、職員初動マニュアルについても、見直しを行った。

事業内容 事業費

防災行政無線屋外拡声子局蓄電池交換業務 ７４８，０００円

事業内容 事業費

災害対策用品等（生理用品、紙おむつ） ９９，０００円

備蓄用食料品等（保存用食品、乳幼児用品等） ８３，４２８円

自主防災・防犯部会名 事業内容 補助金

上長瀞区自主防災・防犯部会 安否確認訓練の実施 ３３，０００円

事業内容 事業費

長瀞町地域防災計画等改訂業務委託 ４，５２９，８００円
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第１２ 教育部門における主要施策

長瀞町教育委員会は、教育基本法の精神に則り、長瀞町町民憲章の意を体して人間尊重の理念を踏まえ、

生涯にわたる教育の機会均等を図り、町民の要請にこたえる教育行政の推進に努めた。

このため、令和４年度は「一人一人が生きがいを持って活躍できるまち ふるさと教育の推進～心の教育

の充実・発展を目指して～」を基本理念に掲げ、次の教育行政重点施策を決定した。

１ 確かな学力と自立する力の育成

２ 豊かな心と健やかな体の育成

３ 質の高い学校教育を支える環境の充実

４ 家庭・地域の教育力の向上

５ 生涯学習とスポーツの推進

１．教育委員会事業

⑴教育委員会

毎月１回定例会を開催し、議案等を審議した。

・定例会 １２回

・議決件数 ３２件

・規則等の制定改廃 ５件

⑵総合教育会議

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定に基づき、長瀞町総合教育会議が設置され、会

議を１回開催した。

２．教育委員会事務局事業

⑴「ながとろ教育・第４２号」の発行を行った。（Ａ４版、７５ページ、４０部）

⑵就学支援委員会事業

児童・生徒に適した就学先を判断するために協議を行い、教育長に答申した。

・就学支援委員会 年２回開催

⑶教育相談事業

教育相談を毎月１回実施した。（教育委員会でも随時に受付）

⑷幼稚園・保育園・学校連絡協議会

幼稚園及び保育園・学校との連絡を密にし、教育の効率化を図った。

・連絡協議会 １回

・幼稚園訪問 １回

・中学校訪問 中止

・児童・生徒指導情報交換会 ３回
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※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、一部縮小した。

⑸入学準備金・育英奨学資金貸与事業

経済的な理由で就学が困難な者に対し、育英奨学資金を貸与した。

・国立・私立高校生 ２人

・国立・私立大学生 ５人

⑹大学等奨学金利子支援給付金支給事業

大学等卒業後の若年層に対し、奨学金返済の負担軽減を図り、長瀞町への転入・定住を促進すること

を目的に、返還中の奨学金の利子分（上限３０，０００円／年）を大学等奨学金利子支援給付金として

支給を行った。

・支給人数 ２人

⑺小・中学校入学祝金支給事業

入学時における家庭の経済的負担の軽減及び児童・生徒の健全育成を支援するため、入学祝金の支給

を行った。（小学生：１０，０００円／人 中学生：３０，０００円／人）

・支給人数 小学生 ４０人・中学生 ５２人

⑻修学旅行（小・中）補助事業

小・中学校児童・生徒の保護者に対し、修学旅行費の補助を行った。

長瀞第二小学校は、昨年度、５・６年生合同で実施しているため、今年度の実施はなかった。

・補助人数 小学生 ３９人・中学生 ４５人

・小学生：(一小)日光・鬼怒川 １泊２日 ２，０００円／人

・中学生：京都・大阪方面２泊３日 ４，０００円／人

⑼児童生徒大会等派遣費補助事業

児童・生徒が学校行事に伴う大会等の派遣に伴い、電車等の公共交通機関の交通費の補助を行った。

・補助人数 小学生 ６０人・中学生 ４６１人（延べ人数）

⑽中学生・高校生電車通学費補助事業

電車通学する中学生・高校生の保護者に対し、定期券の一部補助を行った。

・補助人数 中学生 １４人（延べ４４件）・高校生 ９７人（延べ１８６件）

⑾通学用ヘルメット購入費補助事業

第二小学校の新入学児童や中学校の自転車通学の生徒（転入者含む）の保護者に対し、通学用ヘルメ

ット購入費の補助を行った。

・補助人数 小学生 ８人・中学生 １０人
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⑿英語・数学検定受検料助成金交付事業

小・中学生の受検機会の拡大及び児童・生徒の学力向上を図るため、検定料の助成を行った。

（各検定毎年度あたり１，０００円／人）

・交付件数（実人数） 小学生 ３件（３人） ・中学生 １８件（１５人）

英検交付件数 小学生 １件 ・中学生 １２件

数検交付件数 小学生 ２件 ・中学生 ６件

⒀要保護・準要保護児童生徒援助費補助事業

就学が困難な要保護・準要保護児童生徒の保護者に対し、援助費を支給した。

新入学児童・生徒分については、入学準備品を揃える必要があるため、３月中に支給を行った。

なお、要保護については国庫補助があり、準要保護は地方交付税で措置されている。

・要保護 ０世帯 ０人（うち、入学前支給分 ０世帯 ０人）

・準要保護 ３２世帯５５人（うち、入学前支給分 １２世帯１２人）

⒁特別支援教育就学奨励費補助事業

特別支援学級に就学している児童・生徒の保護者に対し、国庫補助を受け奨励費補助を行った。

・補助人数 １１世帯１１人

⒂英語講師派遣事業

小・中学校の英語教育において、小・中学校毎に専任の外国人講師を派遣し、語学指導を通して生き

た英語に接することで外国語に対する関心を高め、学習意欲の高揚と学力の向上を図った。

⒃国際理解教育事業

町内の私立認定子ども園・保育園に対し、国際理解教育を実施するための費用の一部を補助金として

交付した。

・長瀞幼稚園 ２７，０００円 ・高砂保育園 ４５，０００円

⒄特別支援教育学校支援員配置事業

通常学級における、特別に配慮が必要な児童生徒一人ひとりの状況に応じた、学校生活への適応指導

と学習支援を行うため、長瀞第一小学校に３名、長瀞第二小学校に１名、長瀞中学校に１名の支援員を

配置した。

また、教育業務支援員として、長瀞第一小学校に１名配置し、学習プリント等の印刷・配布準備、授

業準備などを行い、教職員をサポートし、学校における働き方改革の推進に努めた。

⒅複式学級学習指導員配置事業

複式学級では教員１名で２学年を担任しなければならないため、通常学級と変わらない学習環境を確

保することを目的として、長瀞第二小学校に複式学級学習指導員を配置し、複式学級の授業・学級運営

の補助を行った。
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⒆中学校配置相談員事業

いじめや不登校など生徒指導上の諸問題の未然防止とその解消を図るため、中学校に相談員を１名配

置した。

⒇放課後子供教室事業

放課後における児童の安全な居場所づくりのため、各小学校に１～３年生を対象とした、愛称「はつ

らつルーム」を開設した。

また、企画行事として、ドッチビー体験教室を実施した。

・登録児童数 一小 ２３人（利用者数延べ １，１８８人）

二小 １０人（利用者数延べ ５７７人）

・開室日数 年間 ７１日

(21)中学生学力アップ教室事業

学習習慣の確立と数学・英語の基礎学力の定着を目指し、中学３年生を対象に、中央公民館で開室し

た。

・登録生徒数 １３人（利用者数延べ ９０人）

・開室日数 年間 ９日

※年１０回の開室を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため１回中止とした。

(22)学校統合準備委員会の開催

小学校統合を円滑に行うために必要な準備、検討及びその調整を図るための準備委員会を設置し、会

議を開催した。

・会議回数 準備委員会 ３回

総務部会 ７回

教育部会 ４回

ＰＴＡ部会 ５回

(2３)ＩＣＴ支援員の配置

児童生徒に１人１台整備をした端末を有効活用するために、ＩＣＴ機器を活用した授業の支援やネッ

トワーク等の障害発生時に対応する、ＩＣＴ支援員を配置した。

(2４)校務支援システム整備事業

教職員の業務効率の改善及び校務情報の一元管理等のサポートを目的として、町立学校に校務支援シ

ステムを導入し、指導の充実・教育の質の向上を図った。

３．小・中学校管理事業

「確かな学力と自立する力の育成」、「豊かな心と健やかな体の育成」、「質の高い学校教育を支える環境

の充実」、「家庭・地域の教育力の向上」を重点施策とし、次の事業を実施した。
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⑴学校経営の充実

・各小･中学校を訪問し、学校経営の充実を図った。

・定例校長会議（毎月１回）を開催し、各校の教育計画の実現と当面する課題解決（新型コロナウイ

ルス感染症対策、教職員の働き方改革、不祥事根絶等）に努めた。

・教頭会議（毎月１回）を開催し、当面する教育上の課題について、その対応や改善策について協議

し、学校運営の充実と教頭としての資質の向上を図った。

⑵学習指導の充実

・長瀞第一小学校・長瀞中学校に加配教員を配置し、算数・数学科における少人数指導を実施し、個

に応じた指導の充実を図った。

・学校訪問や校長会議等を通じて、「確かな学力」の育成をめざして、授業の改善に努めるとともに、

各学校の教育指導計画については、生きる力を育む指導と評価の計画の改善を進めるよう指導助言

した。

・学力向上推進担当者会議（年３回）を開催し、各学力調査の結果から課題を明確にして、各小・中

学校の児童生徒の学力向上策について協議し、学力向上について小中連携を図った。

・教師用指導書やデジタル教科書を中心に、教員が指導上必要とする書籍等を購入した。

⑶教職員の資質の向上

・要請訪問において、研究授業及び研究協議の指導者として指導主事を派遣し、教職員の授業におけ

る指導力向上に努めた。

・令和４年度長瀞町立小・中学校職員合同研修会では、北部教育事務所秩父支所指導主事を招聘し、

ヤングケアラーについて講義・協議を行った。小・中学校のすべての教職員を対象とした研修によ

り、教職員の資質向上を図ることができた。

・令和４年度新たに採用した教職員を対象として、現地研修会を開催した。長瀞町の自然や歴史、文

化等に関する研修を行い、児童・生徒を育む郷土に対する理解を一層深めることができた。

・教員の授業力向上を図るため、主として若手教員を対象にした教師力向上チャレンジ研修会を開催

した。

⑷生徒指導の充実と家庭・地域との連携

・小・中学校が学校運営協議会を設置する際に助言をし、運営についても支援を行った。

・いじめ、不登校等の問題の早期発見、早期解決のための生徒指導・教育相談体制の充実に努めた。

・各小・中学校とさわやか相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等との効果

的な連携により、迅速で組織的な対応に努めた。

・小中生徒指導主任等連絡協議会を開催し、小・中学校間の連携を一層推進した。

・学校応援団の様々な人材を学校教育に活用し、小中学校における教育活動の充実を図った。

・学校・家庭・地域の連携を推進するため、「長瀞の子は、当たり前のことが当たり前にできます！」

の啓発に努めた。

・地域社会の中で職場体験やボランティア経験を通して、みずみずしい感性や社会性、自立心を養い、

たくましく豊かに生きる力の育成を図ることを目的に、中学校社会体験チャレンジ事業を実施した。
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⑸体力向上・健康教育の充実

「個別のアレルゲン献立表」の配布にあたり、学校内で校長、給食主任、担任、養護教諭と複数の職

員で確認を実施するよう、「長瀞町立小・中学校の学校給食における食物アレルギーのある子どもへの

対応マニュアル」に基づき、一層の安全管理に努めた。

⑹学校事故防止

・安全点検日の設定や避難訓練等を通し、事故防止の徹底が図られるよう努めた。

・登下校時に指導を実施し、交通安全の徹底を図った。

・矢那瀬地区児童の登下校時の安全を確保するため、車両による送迎を行った。

・児童生徒が巻き込まれる事件・事故が多発していることから、この事態を未然に防ぐため、学校防

犯パトロール事業として、学校を中心としたパトロ－ル活動を実施した。

・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業として、地域社会全体で学校安全に取り組む体制を整備し、

安全で安心できる学校が確立されるよう、埼玉県より委嘱されたスクールガード・リーダー（２名）

を配置した。

⑺施設整備状況

⑻新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業

○学校等における感染症対策等支援事業

コロナ禍において、各学校が児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続する

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

【第一小学校】

・職員室、校長室他網戸修繕 引違網戸取付 ９６，７４５円

・プール排水口修繕 穿孔・ネジ切り、ボルト固定 ８０，３００円

・プール仮設給水設置撤去修繕 仮設給水敷設 ９９，０００円

・プール漏水修繕 水道管切断工、継手工 ９３，５００円

・プールシャワー漏水仮修繕 漏水箇所パテ補修 ９９，０００円

・玄関 透明網入ガラス修繕 ガラス取替 ３２，２４１円

・消火水槽漏水修繕 バルブ修理、保温材取付 ３８，５００円

・１階２階女子トイレ修繕 トイレ詰まり、漏水修繕 １６，５００円

【第二小学校】

・プール修繕 腰洗い槽床板取付 １５１，８００円

・防火シャッター修繕 シャッター座板飲み込み修繕 ２６，９５０円

・体育館トイレ修繕 トイレ排水修繕 ９１，３００円

【中学校】

・グラウンド散水施設整備工事 スプリンクラー設置 ４９３，９００円

・体育館ガラス修繕 ガラス取替 １４，５２０円

・会議室エアコン修繕 冷媒管ガス漏れ修繕 ９７，０００円

・給水ポンプ緊急修繕 圧力センサー交換 ７４，９１０円

・給水ポンプ凍結防止修繕 ランプ、温度サーモスイッチ取付 ６１，１６０円

・校庭漏水修繕 掘削、バルブ補修等 １６５，０００円



- 90 -

ため、感染症対策に必要となる消耗品や備品などを購入した。

○中学校修学旅行感染症対策補助金

修学旅行中の感染症の予防及び感染リスクの低減のため、密集を避けるよう増便した貸切りバスに係

る費用の補助を行った。

４．社会教育総務事業

長瀞町教育行政重点施策を受け、次の施策を社会教育の目標とし、各種事業の推進に努めた。

・青少年団体の運営と指導者育成の支援

・生涯学習推進体制の充実

・社会教育施設の整備・活用・充実

・地域の歴史や文化の保存・継承

⑴生涯学習推進体制の充実

生涯にわたり、ライフステージにあわせた学習機会を提供し、町民と行政とのつながりを深めながら、

生涯学習の推進に向けた体制の充実を図った。

○社会教育団体補助事業

社会教育の推進母体となる団体への事業費の補助を行い、生涯学習の推進を図った。

⑵スポーツ・レクリエーション活動の推進

①スポーツ推進事業

明るく、豊かで活力に満ちた生活を実現するため、あらゆる機会を通して、自ら進んでスポーツ・

レクリエーション活動に参加できるよう次の事業を実施した。

補助人数 補助金額

４５名 １３９，９５０円

事 業 名 実施月 回数 対象 参加人数 事業費

二十歳の集い １ １ 平成１４年度生まれ ５６人 １４５，５７５円

家庭教育学級 １０～３ ３ 一般・中学生 １３５人 ４５，０００円

補助団体 補助金額

長瀞町文化団体連合会 ２３０，０００円

事 業 名 実施月 回数 対象 参加人数 事業費

ボ ー ル 投 げ 教 室 ４ ２ 小学生 ３４人 ―

走 り 方 教 室 ５ ２ 小学生 ２６人 ２８，０００円

バスケットボール教室 ６、７ ２ 小学生 ４１人 ―

バ ル シ ュ ー レ 教 室 ７ １ 未就学児 ４人 ―

パラスポーツ体験会 １０ １ 町民 ４０人 ―

健 康 運 動 教 室 １１ １ 町民 ５人 ―
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②スポーツ推進審議会事業

令和４年中に各種スポーツで優秀な成績、功労のあった町民に贈る、「長瀞町スポーツ表彰」として、

スポーツ功労賞２名、スポーツ優秀賞・個人の部９名、団体の部１団体、スポーツ奨励賞・個人の部

３名、団体の部１団体を表彰した。

③社会体育団体補助事業

スポーツ推進団体への事業費の補助を行い、心身の健全な発達を図った。

④社会体育施設管理事業

総合・塚越グラウンド、町民プール周囲の除草作業やグラウンドの整地、総合グラウンドテニスコ

ートの転圧等、社会体育施設の維持管理を行った。

・社会体育施設利用状況

・学校体育施設開放利用状況

⑶人権を尊重する教育の推進

当町における人権教育の振興を図り、同和問題を柱とした人権問題を早期に解消するため、推進体制

の整備、啓発活動を実施し、より明るい地域社会づくりを目指し、下記の活動を行った。

○人権教育関係団体に対し補助金を交付した。

補助団体 補助金額

長瀞町スポーツ協会 ６６７，５９７円

長瀞町スポーツ少年団 ３０７，９３７円

施 設 名 グラウンド テニスコート 計 使 用 料

総合グラウンド ３，１９１人 １０７人 ３，２９８人 １７，６００円

塚越グラウンド １，２７２人 ― １，２７２人 １，６５０円

屋 外 照 明 ９９９人 ３３５人 １，３３４人 ６７，４３０円

学 校 名 グラウンド（日中） 体育館 剣道場 柔道場 使 用 料

中 学 校 ０人 ２，４９９人 １，１００人 ０人 ３，９６０円

第 一 小 学 校 １１１人 ６，２６８人 ― ― ０円

第 二 小 学 校 ２０６人 １，５５５人 ― ― ０円

事 業 名 実施月 回数 対象者 参加人数 事 業 費

名作劇場（人権教育映画） １２ １ 一 般 １５人 ０円

冬 休 み 映 画 会 １２ ４ 小学生･父母 ７１人 ０円

人 権 標 語 及 び 作 文 集 作 成 配 付 ２ １ 全 世 帯 ２，７００部 １６０，３８０円

人権教育啓発用品配付 ３ １ 小 中 学 生 ４３３人 ４４，０００円

補助団体 補助金額

長瀞町人権教育推進協議会 ２２，６００円
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⑷青少年健全育成の推進

①次代を担う青少年の健全育成及び非行防止を図るため、青少年健全育成長瀞町民会議を中心に、青少

年育成会連絡協議会との連携を密にしながら、青少年の健全育成、非行防止のための事業を実施した。

事業内容

青少年育成推進員による町内巡回パトロール

中学生対象のジュニアリーダー養成講習会

子ども会球技大会

かるた大会

②青少年健全育成関係団体に対し補助金を交付した。

⑸町民の文化芸術活動の推進と文化財の保護・活用

①町民の芸術、文化活動の推進を図るため、「文芸ながとろ」の発行を行った。（Ａ５判、６１ページ、

２５０部）

②文化団体連合会を中心に、文化展を１１月２日から４日の間中央公民館で実施した。

③文化財保護審議会事業

町の諮問に応じて、町文化財保護審議会を２回開催し、文化財指定等の重要事項をはじめ、文化財

全般についての審議を行った。また、秩父地区文化財保護協会の理事会・総会に参加した。

④旧新井家住宅・郷土資料館管理公開事業

国指定重要文化財である「旧新井家住宅」の維持管理を行うとともに、郷土資料館を含めた施設公

開を通じて、文化財保護の意識向上を図った。

年間観覧者数 ４，３７６人

年間観覧料 ７４３，４１０円

⑤指定文化財管理事業

年間を通じて国・県指定文化財を適切に管理していただいている団体等に対し、謝礼を支払った。

また、文化財説明板の計画的修繕として、横臥褶曲（菊水模様）の説明板を修理した。

野上下郷石塔婆管理謝礼 ３０，０００円

寛保洪水位磨崖標管理謝礼 １０，０００円

⑥文化財の指定解除

長瀞町指定無形文化財の「唐沢獅子舞」を指定解除した。

補助団体 補助金額

青少年健全育成長瀞町民会議 ４４，０００円

長瀞町青少年育成会連絡協議会 ２８６，８４９円
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⑦文化財保存事業補助金

町の貴重な伝統文化である神楽の継承団体に対し、補助金を交付した。

⑧文化財防火査察、防火訓練の実施

秩父消防署北分署員と担当職員で巡回査察・安全管理点検を行った。

また、文化財防火デーに合わせ、国指定重要文化財「旧新井家住宅」の防火訓練を実施した。

なお、例年、防火訓練は秩父消防署北分署、長瀞町消防団、地元住民等の協力により実施していた

が、今年度も新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、規模を縮小して教育委員会職員のみで実

施した。

⑨文化財誌等刊行物の頒布

町の歴史・伝統・文化を後世に継承するため、町が刊行した文化財誌等の頒布を行った。

書籍名 『長瀞の自然』２冊、『長瀞町史民俗編Ⅰ』１冊、

『長瀞町史民俗編Ⅱ』２冊、『中世の秩父』５冊

販売金額 ２５，５００円

⑩埋蔵文化財保存事業

町内に存在する埋蔵文化財を保護するため、調査を実施した。

埋蔵文化財試掘調査件数 ４件

埋蔵文化財工事立会件数 １件

埋蔵文化財発掘調査件数 ０件

⑪旧新井家住宅維持管理事業

旧新井家住宅の耐震性を調査するために、耐震予備診断を実施した。また、旧新井家住宅外便所の

藁葺屋根の経年劣化が進んだため、葺替工事を実施した。

５．公民館事業･勤労青少年ホーム事業

生涯学習の拠点及び町民の学習の場として各種講座、教室を実施した。

⑴講座・教室・事業

補助団体 補助金額

宝登山神社神楽団 ４５，０００円

岩田神楽団 ４５，０００円

内 容 事 業 費

旧新井家住宅耐震予備診断業務委託料 ２１４，５００円

旧新井家住宅便所麦藁屋根葺替工事 １，２３２，０００円

事 業 名 実施月 回数 対 象 者 参加延べ人数 事 業 費

な が と ろ 花 め ぐ り 講 座 ５～３ １１ 町 民 一 般 １５２人 ０円

な が と ろ 雑 学 カ レ ッ ジ ６・７ ２ 〃 １７人 １０，０００円
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※印は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため事業を中止した

⑵要覧・広報紙

・令和４年度要覧を作成し、関係機関に配布した。

・「中央公民館・勤青ホームだより」を月刊で１２回発行、毎戸配布し利用の促進を図った。

⑶図書の貸出と図書室利用者数

蔵書 ９，１１６冊 図書貸出数 ４，２０４冊 利用者数 １，４９５人

⑷ＣＤの貸出と利用者数

ＣＤ貸出枚数 ２９枚 利用者数 １６人

⑸施設の利用状況

開館日数 ３４４日

押 し 花 ア ー ト 教 室 ６～９ ７ 〃 ３４人 ３５，０００円

教養講座『青い目の人形から平和

を学ぶ』
８ １ 〃 １２人 ５，０００円

教養講座「１８歳から”大人”に！

成年年齢引き下げで変わること、

変わらないこと」

８ １ 〃 １８人 １０，０００円

教養講座『インターバル速歩を学

ぶ』
１１ １ 〃 ４０人 ０円

名作劇場（映画の上映）
７ １

〃
３１人

０円
１２ １ １５人

ながとろ少年教室（竹あかりをつ

くる！）
７ １

小 学 生

７人 ０円

ながとろ少年教室

自転車テクニカル講座「マウンテ

ンバイクの安全な乗り方」

１ １ ７人 １０，０００円

※子ども映画会（夏休み） － － 児童・生徒、

町 民 一 般

－ 人
０円

子ども映画会（冬休み） １２ ４ ４８人

おしかけ講座「睡眠」と「健康」

の豆知識
９～１１ ６ 〃 １１１人 ０円

ジ ャ ズ ダ ン ス 教 室 ９～１１ ８ 〃 ７８人 ５６，０００円

ながとろ周辺の城跡を巡る １０、１１ ２ 〃 ４０人 １０，０００円

ち ち ぶ の 名 峰 を 歩 く １１､１、３ ３ 〃 ５２人 ２１，０００円

お 正 月 飾 り 教 室 １２ １ 〃 １７人 ５，０００円

子 ど も 図 書 館

ク リ ス マ ス 会
１２ １

幼児・小学生

町 民 一 般
１７人 ３，０００円

小正月の削り花を学ぶ講座 １ １ 〃 １３人 ５，０００円

笹 か ご づ く り 講 座 ２ １ 〃 １２人 ２８，０００円

※公民館・ホームまつり ３ － 勤労青少年・町民一般 － －

合 計 ５４ ７２１人 １９８，０００円
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⑹施設・設備の整備

老朽化が進んだ施設等工事を行った。

６．公民館及び勤労青少年ホーム使用料及び冷暖房料

２１５件・１５７，０５０円

７．学校給食管理事業

学校給食法の趣旨に基づき、児童・生徒の心身の健全な発達に資し、併せて国民の食生活の改善に寄与

することを目的に、町内義務教育課程諸学校３校（小学校２校・中学校１校）に供給した。

⑴内容及び運営面

学校給食の給食内容は、衛生かつ安全であることはもとより、栄養バランスのとれた魅力あるものと

なるよう、その改善に鋭意努力し、児童・生徒の嗜好の偏りをなくし、多様な食事内容に親しむことが

できるような食事の組み合わせ及び調理方法について、工夫を凝らした。

また、給食事業の効率化を図ると共に、施設内の環境保全・殺菌消毒・原材料（物資）の検収及び水

洗い・調理機器類管理に対しても万全を期した。そして、職員の衛生管理はもとより、健康管理の徹底

を図り、常に事故防止を喚起し、給食の安全供給に資した。

施設名・内容 利用人数

長瀞町中央公民館 ４，３５７人

長瀞町勤労青少年ホーム ６，９１３人

長瀞町コミュニティセンター ２，７０９人

図書・ＣＤ関係 １，５１２人

その他 ５１５人

合 計 １６，００６人

内 容 事 業 費

空調設備更新工事 １５，０７８，８００円

給食総回数

（年）

米飯給食

（週３～４回）

パン給食

（週１～２回）

めん給食

（１カ月２回）

牛 乳

（２００ｃｃ）

１９０回 １２８回 ４１回 ２１回 １９０回

区 分
供 給 人 数 給食回数

（年）
給食延食数

給 食 費

（月額）児童生徒 職 員 計

第一小学校 ２２２人 ２５人 ２４７人 １８７回 ４６，１８９食
４，１００円

第二小学校 ５５人 １５人 ７０人 １８６回 １３，０２０食

中 学 校 １４０人 ２８人 １６８人 １８３回 ３０，７４４食
４，８００円

給食センター ― １０人 １０人 １９０回 １，９００食

計 ４１７人 ７８人 ４９５人 ― ９１，８５３食 ―
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⑵アレルギー対策

保護者から依頼があった場合、アレルギー物質の詳細を記載した「個別アレルゲン献立表」を作成し、

配付した。

⑶安心・安全のための学校給食環境整備事業

学校給食の安全性について、給食に使用される食材の放射性物質測定検査（１回２品目）を年間１１

回実施した。検査結果は、ヨウ素１３１、セシウム１３４、セシウム１３７はすべての検査で不検出で

あった。

⑷施設・設備等の整備

昭和５６年に建設された施設は４０年を経過し、老朽化した施設の修繕を行った。また、調理用機器

等についても、耐用年数を経過しているものが多く、故障する頻度が増え、給食事業に支障をきたす恐

れがあるため、機器等の交換・修繕及び備品の整備を行った。

⑸小中学校給食費保護者負担軽減事業

子育て支援の一環として、保護者の負担を軽減するよう全児童生徒を対象に、給食費の一部について

公費負担（小学生１，２００円／月）、中学生１，５００円／月）を行った。

⑹新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業

新型コロナウイルス感染症拡大による厳しい経済情勢の中、様々な食料品が値上げとなった。そのた

め、給食の質、量の確保を図り、安心、安全な学校給食の提供及び物価高騰における保護者の負担軽減

を図るため、物価上昇に伴う経費を負担した。

・事業費 １，５３５，３２０円

※国内企業物価指数（令和４年度４月速報）が前年比＋１０％のため、給食費の１割増分

内 容 事 業 費

検食食材保存用冷凍庫購入 ３８１，７００円

包丁まな板殺菌庫購入 ３２６，７００円

油ろ過機修繕 １６５，８８０円

ドライ仕様移動台購入 １０７，８００円

消防設備誘導灯修繕 １０３，７３０円
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（特別会計）

第 １ 国民健康保険特別会計

国民健康保険制度は、国民健康保険法に基づき、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保

障及び国民保健の向上に寄与することを目的とし、「けが」や「病気」のときに、安心して医療機関を受診

できるよう、負担金を出し合い、みんなで助け合う制度である。また、日本国は国民すべてがいずれかの医

療保険制度に加入する「国民皆保険制度」になっており、国民健康保険は、この皆保険を支える大切な制度

である。

現在、国民健康保険を取り巻く環境は、医療制度改革等が実施されているのにもかかわらず、医療技術の

高度化や高齢化の加速がもたらす医療費増大への対応が喫緊の課題であったため、平成３０年４月から安定

的な財政運営や効率的な事業の確保等、国保運営に中心的な役割を担い、制度の安定化を目指すことを目的

に、国民健康保険の財政運営の責任主体が市町村から県に移行された。

加入者については、前年度末と比較すると８２人減の１，６１８人で、全町民に対する加入率は、２４．

５％となった。

なお、歳入決算額は、８億３，０５９万３千円（対前年度比０．６％）、歳出決算額は、７億８，７８２

万１千円（対前年度比１．７％）で、形式収支は４，２７７万２千円の黒字となった。

１．令和４年度国民健康保険特別会計決算状況 （単位：千円、％）

区 分 決算額 構成比率 前年度決算額 構成比率 増減率

歳

入

保 険 税 １２１，６１６ １４．６ １２３，９３３ １５．０ △１．９

国 庫 支 出 金 ０ ０．０ １２８ ０．１ 皆減

都道府県支出金 ６００，４８６ ７２．３ ６０２，９９７ ７３．０ △０．４

他 会 計 繰 入 金 ５５，５００ ６．７ ５０，１６３ ６．１ １０．６

基 金 繰 入 金 ０ ０．０ ０ ０．０ ０．０

繰 越 金 ５０，７４５ ６．１ ４４，９８２ ５．４ １１２．８

諸 収 入 等 ２，２４６ ０．３ ３，２９５ ０．４ △３１．８

合 計 ８３０，５９３ １００．０ ８２５，４９８ １００．０ ０．６

歳

出

総 務 費 ２３，３９５ ３．０ ２４，２９４ ３．１ △３．７

保 険 給 付 費 ５４８，１５７ ６９．６ ５４１，０６４ ６９．８ １．３

国 民 健 康 保 険

事 業 費 納 付 金
１８４，４４５ ２３．４ １７３，１６５ ２２．４ ６．５

財 政 安 定 化

基 金 拠 出 金
０ ０．０ ０ ０．０ ０．０

保 健 事 業 費 ９，１５２ １．１ ９，２４９ １．２ １．０

基 金 積 立 金 １６，６９７ ２．１ １９，０３０ ２．５ △１２．３

諸 支 出 金 等 ５，９７５ ０．８ ７，９５１ １．０ △２４．９

合 計 ７８７，８２１ １００．０ ７７４，７５３ １００．０ １．７

歳入歳出差引額 ４２，７７２ － ５０，７４５ － －
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２．国民健康保険税収入状況

◎全体

◎詳細

①普通徴収一般分（医療分）

②特別徴収一般分（医療分）

③普通徴収一般分（後期高齢者支援金分）

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

医療分現年課税分 ９４，３７３ ９２，５００ ０ １，８７３ ０ ９８．０

後期分現年課税分 １９，０８３ １８，６６７ ０ ４１８ ２ ９７．８

介護分現年課税分 ６，６７９ ６，３９７ ０ ２８２ ０ ９５．８

現年課税分 小計 １２０，１３５ １１７，５６４ ０ ２，５７３ ２ ９７．９

医療分滞納繰越分 １４，６０４ ３，０４９ ９２４ １０，６３１ ０ ２０．９

後期分滞納繰越分 ３，３４５ ６４９ ２８２ ２，４１４ ０ １９．４

介護分滞納繰越分 ２，１２８ ３５４ ２０６ １，５６８ ０ １６．６

滞納繰越分 小計 ２０，０７７ ４，０５２ １，４１２ １４，６１３ ０ ２０．２

合 計 １４０，２１２ １２１，６１６ １，４１２ １７，１８６ ２ ８６．７

前 年 度 合 計 １４４，１５２ １２３，９３３ ８２ ２０，１３７ ０ ８６．０

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ７２，９８６ ７１，１１２ ０ １，８７３ ０ ９７．４

滞 納 繰 越 分 １４，３８５ ３，０３７ ７７１ １０，５７７ ０ ２１．１

合 計 ８７，３７１ ７４，１４９ ７７１ １２，４５０ ０ ８４．９

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ２１，３８８ ２１，３８８ ０ ０ ０ １００．０

合 計 ２１，３８８ ２１，３８８ ０ ０ ０ １００．０

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 １５，２６４ １４，８４５ ０ ４１８ ０ ９７．３

滞 納 繰 越 分 ３，２９０ ６４９ ２３４ ２，４０６ ０ １９．７

合 計 １８，５５４ １５，４９４ ２３４ ２，８２４ ０ ８３．５
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④特別徴収一般分（後期高齢者支援金分）

⑤普通徴収一般分（介護納付金分）

⑥特別徴収一般分（介護納付金分）

⑦普通徴収退職分（医療分）

⑧特別徴収退職分（医療分）

⑨普通徴収退職分（後期高齢者支援金分）

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ３，８２０ ３，８２０ ０ ０ ２ １００．０

合 計 ３，８２０ ３，８２０ ０ ０ ２ １００．０

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ６，６７９ ６，３９７ ０ ２８２ ０ ９５．８

滞 納 繰 越 分 ２，０７４ ３５４ １５９ １，５６１ ０ １７．１

合 計 ８，７５３ ６，７５１ １５９ １，８４３ ０ ７７．１

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ―

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ ―

滞 納 繰 越 分 ２１９ １２ ０ ２０７ ０ ５．５

合 計 ２１９ １２ ０ ２０７ ０ ５．５

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ―

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ －

滞 納 繰 越 分 ５５ ０ ０ ５５ ０ ０．０

合 計 ５５ ０ ０ ５５ ０ ０．０
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⑩特別徴収退職分（後期高齢者支援金分）

⑪普通徴収退職分（介護納付金分）

⑫特別徴収退職分（介護納付金分）

３．都道府県支出金収入状況 （単位：千円）

４．医療費の状況

一般被保険者＋退職被保険者等の医療費の状況 被保険者数の年間平均 １，６９６人（3-2月平均）

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ―

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ －

滞 納 繰 越 分 ５５ ０ ０ ５５ ０ ０．０

合 計 ５５ ０ ０ ５５ ０ ０．０

区 分
調 定 額

千円

収入済額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

還付未済額

千円

収納率

％

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ―

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減 率

都
道
府
県
支
出
金

保 険 給 付 費 等 交 付 金

（ 普 通 交 付 金 ）
５５２，９３７ ５４４，３３０ １．６

保 険 者 努 力 支 援 分 ３，０７６ ２，９８５ ３．０

特 別 調 整 交 付 金 分 １，６５５ １，３８６ １９．４

都道府県繰入金（２号分） ４０，７５２ ５２，９３０ △２３．０

特定健康診査等負担金 ２，０６６ １，３６６ ５１．２

合 計 ６００，４８６ ６０２，９９７ △０．４

区 分
件 数

件

日 数

日

費用額

千円

受診率

％

１件当り

日数

１件当り

費用額 円

１人当り

費用額 円

療

養

の

給

付

費

等

診

療

費

入 院 ３６１ ４，８２６ ２４１，８６２ ２１．３ １３．４ ６６９，９７８ １４２，６０７

入院外 １４，２２１ ２０，９６９ ２２７，０１２ ８３８．５ １．５ １５，９６３ １３３，８５１

歯 科 ３，５８３ ６，０８５ ３９，６８８ ２１１．３ １．７ １１，０７７ ２３，４０１

小 計 １８，１６５ ３１，８８０ ５０８，５６３ １，０７１．０ １．８ ２７，９９７ ２９９，８６０

調 剤 ９，６６４ （１１，５２９枚） １１４，２８９ ５６９．８ １．２ １１，８２６ ６７，３８７

食 事療養 再計（３３１） 再計（１２，２９２回） ８，１８１ １９．５ ３７．１ ２４，７１６ ４，８２４

訪 問看護 ６７ ２４６ ２，８３５ ４．０ ３．７ ４２，３１３ １，６７２
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５．被保険者の異動状況 （単位：世帯、人）

６．国民健康保険運営協議会

国民健康保険運営協議会は、国民健康保険法等の規定により国民健康保険事業の運営に関する重要事項

を審議するために設置されている。

この協議会の委員は、被保険者を代表する委員、医師、歯科医師を代表する委員、公益を代表する委員（各

２人、合計６人）で構成されており、会長は、公益を代表する委員のうちから全委員の選挙で選出されて

いる。

◎国民健康保険運営協議会開催状況

計 ２７，８９６ ３２，１２６ ６３３，８６８ １，６４４．８ １．２ ２２，７２３ ３７３，７４３

高 額 療 養 費 １，２１０ ― ７２，５７９ ― ― ５９，９８３ ―

高額介護合算療養費 ３ ― ８６ ― ― ２８，６６７ ―
そ

の

他

の

給

付

出 産 費 １ ― ４２０ ― ― ４２０，０００ ―

葬 祭 費 １４ ― ７００ ― ― ５０，０００ ―

計 １５ ― １，１２０ ― ― ― ―

区 分 令和４年度末

Ａ

令和３年度末 増 減

令和４年度末

住民基本台帳数値

Ｂ

加入率

Ａ／Ｂ

％

世 帯 １，０４４ １，０７４ △３０ ２，８８６ ３６．２

被保険者 １，６１８ １，７００ △８２ ６，６０９ ２４．５

うち介護第２号被保険者 ４９０ ４８９ １ － －

開 催 日

出席委員数
協 議 事 項

第１回
７月１４日

４人

１ 長瀞町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について

２ 国民健康保険税の見直しについて

３ 健診・医療費からみる長瀞町の健康課題について

４ その他

第２回
９月８日

５人

１ 令和３年度長瀞町国民健康保険特別会計決算について

２ 令和４年度長瀞町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）（案）に

ついて

３ 国保運営の現状と国民健康保険税の見直しについて

４ その他

第３回
１０月２７日

５人

１ 国民健康保険税の見直しについて

２ その他

第４回
３月３日

５人

１ 長瀞町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について（報告）

２ 令和４年度長瀞町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について

（報告）

３ 令和４年度長瀞町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）（案）に

ついて

４ 令和５年度長瀞町国民健康保険特別会計当初予算（案）について

５ その他
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７．保健事業

⑴特定健康診査・特定保健指導

４０歳以上の加入者を対象に、生活習慣病の前段階であるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候

群）の危険性がある方を早期に発見し、予防と解消を目的とした特定健康診査・特定保健指導を実施し

た。

受診率向上のため、早期受診者に記念品を授与した。

（単位：人、％）

※ 特定健康診査・・・個別又は集団受診方式、自己負担０円

※ 特定健康診査の受診者数は国への報告値（特定健康診査・診療情報提供・人間ドック受診者を含む。）

である。

※ 特定保健指導は未了のため、暫定的な数値である。

⑵生活習慣病予防検診（人間ドック）補助事業

健康保持増進、疾病の予防、早期発見、早期治療の促進のために、検診費の一部を補助した。

○補助額 ２５，０００円（上限額）

⑶保健指導

特定健診の集団健診の受診者に対して、同日に管理栄養士、保健師等の個別の保健指導を行った。ま

た、特定健診受診者等対象に管理栄養士が講師で特定結果説明会を行った。なお、その他の保健指導と

して希望者に管理栄養士が個別に保健指導を行った。

⑷保健事業

町民の健康増進のため、公民館と共催で「インターバル速歩」を実施した。講師にＮＰＯ法人熟年体

育大学リサーチセンター森川真悠子先生を招き、４０人が参加した。

⑸生活習慣病重症化予防事業

特定健康診査・人間ドック受診者及び診療情報提供のあった方で「Hba1c5.6～6.4」かつ「高血圧また

は脂質異常症と診断されている方」を対象に管理栄養士による食事指導をオンラインにて実施した。

区 分 対象者 受診者 受診率

特定健康診査 １，２４８ ５３７ ４３．０

特定保健指導
動機付け支援 ３１ １２ ３８．７

積極的支援 ８ ０ ０．０

受診者数 補 助 額

１４４人 ３，５８６，６８０円

区 分 参加数 回 数

集団健診日の個別保健指導 １２６人 ５回

結果説明会 １７人 ５回

その他の個別保健指導 ４人 ４回
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８．退職者医療制度

会社などを退職し、年金を受給している方及びその家族を対象として、退職者医療制度を実施した。

なお、この制度は平成２０年４月の医療制度改革に伴って廃止となり、平成２６年度末までの経過措置

期間が終了したため、平成２７年度以降の新規適用はない。ただし、平成２６年度末までの対象者で、こ

の制度の該当になることが判明した場合は適用し、６５歳到達までは資格が継続される。

（単位：世帯、人）

９．制度周知等

国民健康保険制度について周知するため、広報ながとろに関連する記事を掲載したほか、国民健康保険

税に関するパンフレットやチラシを国民健康保険加入世帯に配布した。

また、国民健康保険加入手続き時や被保険者証の更新にあわせて、制度周知のための冊子及びエイズの

正しい知識の普及啓発のための冊子を配布した。

10．基金運用状況 （単位：円）

11.新型コロナウイルス感染症関連

⑴傷病手当金

被保険者の方が新型コロナウイルス感染症に感染またはその感染の疑いから仕事を休むことを余儀な

くされ、給与の全部または一部の支払いを受けることができなくなった場合に、傷病手当金を支給する

制度を実施した。

⑵国民健康保険税減免

新型コロナウイルス感染症の影響により国民健康保険税の納付が困難になった世帯に対し、一定の要

件の下、減免を実施した。

実施回数 参加人数

６回 ７人

区 分 令和４年度末 令和３年度末 増 減

対象世帯
単 独 世 帯 ０ ０ ０

混 合 世 帯 ０ ０ ０

対象者数

退職者本人 ０ ０ ０

被 扶 養 者 ０ ０ ０

計 ０ ０ ０

基 金 名
令和３年度末

現 在 高
積 立 金 額 繰 入 金 額

令和４年度末

現 在 高

国民健康保険財政調整基金 133,584,000 16,697,000 0 150,281,000

国民健康保険高額療養費

支 払 資 金 貸 付 基 金
1,000,000 0 0 1,000,000
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第 2 介護保険特別会計

町の高齢化率は４０％に迫り、中でも後期高齢者の割合が半数を上回り、介護ニーズの高い高齢者が増加

している。今後は団塊の世代が後期高齢者となる令和７（２０２５）年度に向けて、高齢者が住み慣れた地

域で、個々の能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療・介護・福祉などの専門職が連

携を図り、介護を必要とする高齢者にはスムーズなサービス提供につなげる必要がある。

また、高齢者本人の介護予防への取り組みを支援し、支え合い助け合える地域のつながりを通じた高齢者

の社会参加による担い手づくりを行うなど、介護保険制度が担う役割も大きく変化している。

町では、平成２８年度から新しい介護予防・日常生活支援総合事業のサービスを提供し、要介護認定を受

けなくても利用できる訪問型、通所型サービスの利用が可能となっている。今後は、高齢者のニーズにあっ

たサービスの提供ができるよう、生活支援体制整備事業の取り組みを推進するとともに、住民主体の活動を

支援し、高齢者が生きがいを持って社会参加できるような体制づくりと生活支援サービスの創出を図る。

当町の令和４年度末における６５歳以上の第１号被保険者数は、前年度末と比較して１２人（０．５％）

減の２，５９８人で、総人口の３９．３％を占め、第１号被保険者のいる世帯数は前年度末と比較して８世

帯（０．４％）減の１，８０５世帯で、総世帯数の６２．５％を占めた。

なお、令和４年度の歳入決算額は８億１，５８６万８千円（対前年度比４．４％増）、歳出決算額は７億

７，３７６万４千円（対前年度比３．１％増）で、形式収支は４，２１０万４千円の黒字となった。

１．令和４年度介護保険特別会計決算状況

区 分
決 算 額

千円

構成比率

％

前年度決算額

千円

構成比率

％

増減率

％

歳

入

保 険 料 １５２，０２９ １８．６ １５２，２２３ １９．５ △０．１

国 庫 支 出 金 １７８，６７７ ２１．９ １７７，８０７ ２２．８ ０．５

支払基金交付金 １９９，８３６ ２４．５ １９４，１０３ ２４．８ ３．０

県 支 出 金 １２０，０６６ １４．７ １１９，１１６ １５．２ ０．８

財 産 収 入 １６ ０．０ １２０ ０．０ △８６．７

繰 入 金 １３４，１４７ １６．４ １１４，９８６ １４．７ １６．７

繰 越 金 ３０，６０８ ３．８ ２２，３７２ ２．９ ３６．８

諸 収 入 ４８９ ０．１ ６７３ ０．１ △２７．３

合 計 ８１５，８６８ １００．０ ７８１，４００ １００．０ ４．４

歳

出

総 務 費 １１，４３３ １．５ １０，６０４ １．４ ７．８

保 険 給 付 費 ７１５，１７４ ９２．４ ６９７，９９３ ９３．０ ２．５

地域支援事業費 ３５，６１８ ４．６ ３６，６４５ ４．９ △２．８

財政安定化基金拠出金 ０ ０．０ ０ ０．０ －

基 金 積 立 金 １６ ０．０ １２１ ０．０ △８６．８

諸 支 出 金 １１，５２３ １．５ ５，４２９ ０．７ １１２．２

合 計 ７７３，７６４ １００．０ ７５０，７９２ １００．０ ３．１

歳入歳出差引額 ４２，１０４ ３０，６０８
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２．介護保険料賦課徴収状況

⑴所得段階別被保険者数 （単位：人・％）

※基準額（月額） ５，０００円

⑵収納状況

◎全体

所得段階

対 象 者 特別徴収 普通徴収
特徴・普
徴(併用)

合 計 構成比年額保険料

保険料率

第１段階
１８，０００円
基準額×０.３

生活保護受給者

世帯全員が住民税非課税で、老齢福

祉年金受給者又は合計所得金額＋

課税年金収入額８０万円以下の者

２７８ ４７ ０ ３２５ １２．５

第２段階
３０，０００円
基準額×０.５

世帯全員が住民税非課税で、合計所

得金額＋課税年金収入額８０万円超

１２０万円以下の者
１９５ ４ ０ １９９ ７．６

第３段階
４２，０００円
基準額×０.７

世帯全員が住民税非課税で、合計所

得金額＋課税年金収入額１２０万円超

の者
１７９ ５ ０ １８４ ７．１

第４段階
５４，０００円
基準額×０.９

世帯内に住民税課税者がいて本人は

住民税非課税で、合計所得金額＋

課税年金収入額８０万円以下の者
２７９ ３７ ０ ３１６ １２．２

第５段階
６０，０００円
基準額

世帯内に住民税課税者がいて本人は

住民税非課税で、合計所得金額＋

課税年金収入額８０万円超の者
４２１ ５ ０ ４２６ １６．４

第６段階
７２，０００円
基準額×１.２

本人が住民税課税で、合計所得金額

１２０万円未満の者
４９８ ３９ ０ ５３７ ２０．７

第７段階
７８，０００円
基準額×１.３

本人が住民税課税で、合計所得金額

１２０万円以上２１０万円未満の者
３１４ ３０ １ ３４５ １３．３

第８段階
９０，０００円
基準額×１.５

本人が住民税課税で、合計所得金額

２１０万円以上３２０万円未満の者
１２１ ２５ ２ １４８ ５．７

第９段階
１０２，０００円
基準額×１.７

本人が住民税課税で、合計所得金額

３２０万円以上の者
９６ ２２ ０ １１８ ４．５

合 計 ２，３８１ ２１４ ３ ２，５９８ １００．０

区 分
調 定 額

千円

収 入 済 額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

収 納 率

％

現年賦課分 １５２，３５９ １５１，７８５ ０ ５７４ ９９．６

滞納繰越分 ３，８６９ ２４４ ０ ３，６２５ ６．３

合 計 １５６，２２８ １５２，０２９ ０ ４，１９９ ９７．３

令和３年度収入額： １５２，２２３千円 収納率： ９７．５％
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◎特別徴収

◎普通徴収

３．要介護（要支援）・事業対象者認定状況

⑴申請件数

被保険者が介護保険の認定を受けるための申請件数は、前年度と比較して８０件増の５３６件（うち

申請取り下げ１２件）であった。内訳は新規申請１２８件（うち申請取り下げ４件）、更新申請３５２

件（うち申請取り下げ５件）、変更申請５６件（うち申請取り下げ３件）であった。

また、要介護状態の区分件数は、申請件数（申請取り下げを除く）５２４件のうち、非該当４件、要

支援認定１３５件、要介護認定３８１件、却下３件、申請中１件であった。

なお、基本チェックリストにより事業対象者としての認定の申請件数は、１１件であった。

⑵認定者数

令和５年３月３１日現在の要支援・要介護認定者数は、前年度と比較して５人（１．１％）増の４７

１人で、総人口の７．１３％（０．２ポイント増）を占めた。

◎要介護度別認定者数 （単位：人・％）

◎事業対象者認定者数

令和５年３月３１日現在の事業対象者の認定者数は、前年度と比較して８人（５７．１％）増の２２

人であった。

⑶介護認定審査会

秩父広域市町村圏組合で共同処理している介護認定審査会の費用として４６２万６千円を負担した。

区 分
調 定 額

千円

収 入 済 額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

収 納 率

％

現年賦課分 １４２，２２１ １４２，２２１ － ０ １００．０

区 分
調 定 額

千円

収 入 済 額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

収 納 率

％

現年賦課分 １０，１３８ ９，５６４ ０ ５７４ ９４．３

滞納繰越分 ３，８６９ ２４４ ０ ３，６２５ ６．３

合 計 １４，００７ ９，８０８ ０ ４，１９９ ７０．０

区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号 ５１ ７５ ８７ ６４ ７５ ７２ ３９ ４６３

第２号 １ ３ ０ ２ １ ０ １ ８

合 計 ５２ ７８ ８７ ６６ ７６ ７２ ４０ ４７１

構成比 １１．０ １６．６ １８．５ １４．０ １６．１ １５．３ ８．５ １００．０
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４．保険給付費支出状況

⑴保険給付費（審査支払手数料、高額介護（予防）サービス費、高額医療合算介護（予防）サービス費及

び特定入所者介護（予防）サービス費を除く。）

◎居宅介護サービス給付費明細

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支給 額

千円

介
護
サ
ー
ビ
ス

居 宅 介 護 ４，５８３ ２１９，２４０ １９５，０７６ ４８ ４３

地域密着型 ７０２ １０５，６０４ ９４，７４１ １５０ １３５

施 設 介 護 １，３０４ ３７３，１４０ ３３５，２６９ ２８６ ２５７

福祉用具購入 ２７ １，０４３ ９２４ ３９ ３４

住 宅 改 修 １５ １，２７７ １，１４３ ８５ ７６

居宅介護計画 ２，１６１ ２８，９９５ ２８，９９５ １３ １３

計 ８，７９２ ７２９，２９９ ６５６，１４８ ８３ ７５

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介 護 予 防 ８１８ １２，５９８ １１，２３３ １５ １４

地域密着型 ０ ０ ０ － －

福祉用具購入 １７ ６５３ ５８０ ３８ ３４

住 宅 改 修 １８ ２，３２３ ２，０５１ １２９ １１４

介護予防計画 ６４４ ２，９０２ ２，９０２ ５ ５

計 １，４９７ １８，４７６ １６，７６６ １２ １１

合 計 １０，２８９ ７４７，７７５ ６７２，９１４ ７３ ６５

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支給額

千円

訪 問 介 護 ５３３ ２０，５８９ １８，２４２ ３９ ３４

訪 問 入 浴 介 護 ２７ １，９２２ １，６７７ ７１ ６２

訪 問 看 護 ８８ ２，５１２ ２，１６５ ２９ ２５

訪 問 リ ハ ビ リ ３６５ ９，４８８ ８，３１５ ２６ ２３

居宅療養管理指導 ３４５ ２，９７０ ２，６３９ ９ ８

通 所 介 護 ９４５ ８９，３８１ ７９，９２８ ９５ ８５

通 所 リ ハ ビ リ ４７５ ３５，１３７ ３１，５５７ ７４ ６６

短期入所生活介護 ２４５ ２２，１３０ １９，６９０ ９０ ８０

短期入所療養介護

（介護老人保健施設）
７ ３３５ ３００ ４８ ４３

福 祉 用 具 貸 与 １，４８９ ２０，３８４ １８，１６５ １４ １２

特定施設入居者生活介護 ６４ １４，３９２ １２，３９８ ２２５ １９４

合 計 ４，５８３ ２１９，２４０ １９５，０７６ ４８ ４３



- 108 -

◎地域密着型介護サービス給付費明細

◎施設介護サービス給付費明細

◎介護予防サービス給付費明細

⑵審査支払手数料

介護給付費請求書の審査支払業務を行う国民健康保険団体連合会に対する手数料

⑶高額介護（予防）サービス費

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支給額

千円

老 人 福 祉 施 設 ９８１ ２７１，６７０ ２４４，２３９ ２７７ ２４９

老 人 保 健 施 設 ３２３ １０１，４７０ ９１，０３０ ３１４ ２８２

合 計 １，３０４ ３７３，１４０ ３３５，２６９ ２８６ ２５７

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支給額

千円

訪 問 看 護 ５７ ８６８ ７８１ １５ １４

訪 問 リ ハ ビ リ １４０ ２，９８２ ２，６８４ ２１ １９

居宅療養管理指導 ８ １４５ １１６ １８ １５

通 所 リ ハ ビ リ １７３ ６，１２６ ５，４６０ ３５ ３２

短期入所生活介護 ７ ２５６ ２１３ ３７ ３０

福 祉 用 具 貸 与 ４３３ ２，２２１ １，９７９ ５ ５

合 計 ８１８ １２，５９８ １１，２３３ １５ １４

件 数

件

支 払 額

円

１０，１８４ ４０７，３６０

件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

１，４３４ １４，６８４，８１１ １０，２４０

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支 給額

千円

地域密着型通所介護 ４０７ ２８，７２０ ２５，５８４ ７１ ６３

認知症対応型通所介護 １４ １，７４１ １，５６７ １２４ １１２

小規模多機能型居宅介護 ８６ １７，０５５ １５，３１２ １９８ １７８

認知症対応型共同生活介護 １９５ ５８，０８８ ５２，２７８ ２９８ ２６８

合 計 ７０２ １０５，６０４ ９４，７４１ １５０ １３５
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⑷高額医療合算介護（予防）サービス費

⑸特定入所者介護（予防）サービス費

５．各種減額・免除認定

負担限度額

施設サービス利用者及び短期入所サービス利用者の食費及び居住費（滞在費）にかかる負担限度額の

認定申請が１０４件あり、９８件を認定した。

６．地域包括支援センター運営協議会及び地域密着型サービス運営委員会

⑴地域包括支援センター運営協議会を２回開催し、運営状況について協議した。

⑵地域密着型サービス運営委員会を２回開催し、地域密着型サービス事業所の指定について協議した。

７．介護予防・生活支援サービス事業費支出状況

⑴訪問型サービス

⑵通所型サービス

件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

８４ ２，１８０，８３６ ２５，９６２

区 分
件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

食 費 ７９０ １４，９５９，９９３ １８，９３７

居住費（滞在費） ８０６ １０，０２７，３４９ １２，４４１

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支給額

千円

事 業 者 指 定 型 １１５ ２，２１６ １，９５３ １９ １７

事 業 者 委 託 型 ２４７ ２９６ ２３５ １ １

合 計 ３６２ ２，５１２ ２，１８８ ７ ６

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費用額

千円

１件当り

支給額

千円

事 業 者 指 定 型 ３３９ ９，０８６ ８，１３４ ２７ ２４

事 業 者 委 託 型 ２８９ ６３６ ５６３ ２ ２

合 計 ６２８ ９，７２２ ８，６９７ １５ １４
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⑶高額介護予防サービス費相当事業費

⑷審査支払手数料

介護予防・生活支援サービス事業費請求書の審査支払業務を行う国民健康保険団体連合会に対する手

数料

８．介護予防ケアマネジメント事業

介護予防給付や介護予防・生活支援サービスを利用する要支援１、要支援２及び事業対象者の介護予防

マネジメント計画書を作成し、生活に関する支援を行った。

◎計画書作成件数 （単位：件）

※委託事業所数 １１事業所

９．一般介護予防事業

⑴介護予防普及啓発事業

６５歳以上の高齢者に対して以下の介護予防普及啓発事業を行った。

①脳トレ学校

認知症を予防するとともに、外出により適度な緊張感を得ることで、満足感や生活の質を高めるこ

とを目的に８回開催し、延べ１３２人が参加した。

②パートナークラブ

皆野町と合同で言語障がいを持つ者に対して、コミュニケーションを図る場の不足の解消等として

言語聴覚士による言語リハビリを１１回開催し、延べ５６人が参加した。

なお、言語障がい者への理解を深めるために、民生委員・児童委員、ケアマネージャー等を対象に

言語聴覚士による研修会を開催し、２８人が参加した。

⑵地域介護予防支援事業

６５歳以上の高齢者に対して以下の地域介護予防支援事業を実施した。（令和２年度から開始した高

齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施として、地域介護予防支援事業と連携しながら、高齢者の通

件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

１２ ３５，５４１ ２，９６２

件 数

件

支 払 額

円

７１３ ２８，５２０

区 分 自機関 委 託 合 計

介護予防支援 ４５５ ２１５ ６７０

介護予防ケアマネジメントＡ １４９ １２０ ２６９

介護予防ケアマネジメントＢ １４１ ０ １４１

合 計 ７４５ ３３５ １，０８０
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いの場へ医療専門職を派遣した。）

①介護予防筋トレと健康講話

「元気モリモリ体操」は町内１３カ所、月２～４回行っている。イベントとして「体力測定」「秋

のおひまち」「冬のお楽しみ会」に理学療法士を派遣し、イベント実施以外の月では保健師が各会場

に出向いてフレイル予防等の「健康講話」を行った。

②元気はつらつサポーター養成事業

「元気モリモリ体操」を運営する介護予防ボランティア「元気はつらつサポーター」に対して、「定

例会」「サポート事業」「研修会」を実施した。

※研修会は、定例会と同時に開催した。

③「はつらつポイントカード」制度

健康づくりや閉じこもり予防を目的として６５歳以上の者を対象に、健康づくり・介護予防事業の

参加時にポイントが付与されるカードを配布した。３０ポイントがたまると、特典として長瀞町商工

会商品券と交換した（特典交換者 ２１７人）。

④その他

「歌の教室」は口腔機能の維持向上、認知機能の低下の予防、ストレス解消及び生活の質の向上の

ために実施した。また、「足腰らくらく教室」は加齢に伴う膝痛及び腰痛の予防・改善を図り、要介護

状態の予防のために実施した（うち４回は高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施の一環として体

力測定を行った）。

※歌の教室は１０回予定していたが、講師の都合により１回中止した。

区 分 開催回数 参加延べ人数

元気モリモリ体操
４０４回

(１２団体)

４，８０５人

(会員数１９４人)

体力測定 １２回 １５８人

秋のおひまち １２回 １３４人

冬のお楽しみ会 １２回 １３５人

健康講話（元気モリモリ体操） ７３回 ８０７人

区 分 開催回数 参加延べ人数

定例会 ４回 ７６人

サポート事業 ３６回 ７１人

研修会 １回 １９人

区 分 開催回数 参加延べ人数

歌の教室 ９回 １６８人

足腰らくらく教室 ７２回 ５５７人
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⑶通いの場づくり事業

①通いの場づくりを目的とした移動販売への支援

高齢者が近隣住民との交流の機会を増やす通いの場づくりのきっかけとして、集会所などを定期的

に巡回する移動販売車の運行開始に向けて、地域の意見やニーズの聞き取り、事業の説明及び現地調

査などを実施した（延べ４５回）。

②介護予防・通いの場整備事業

高齢者が住み慣れた地域で健康で生き生きとした生活を送ることができるよう介護予防活動を行う

ために、介護予防・通いの場の整備を行った行政区に対して補助した。

10．地域包括支援センター事業

⑴総合相談支援業務

①高齢者総合相談

高齢者が地域で安心して生活できるよう、高齢者の心身の状況や生活の実態を把握するとともに、

相談を受け必要な支援を行った。また、特別養護老人ホームながとろ苑に併設されている「ながとろ

苑在宅介護支援センター」に、土曜日、日曜日及び祝日の介護相談業務を委託し、相談体制の充実を

図った。

◎相談件数（重複あり）

②地域包括支援ネットワーク構築

認知症や高齢者虐待、一人暮らし等により見守りの必要な高齢者について、民生委員、社会福祉協

議会、警察、消防等の協力を得て、高齢者等の安否確認と虐待・孤独死等の発生の抑制のために要援

護高齢者等支援ネットワークを構築している。高齢者の見守りについての研修会を実施し、見守り技

術の向上を図った（１回）。

⑵包括的継続的ケアマネジメント支援業務

介護支援専門員ほか、医療機関・介護サービス事業所に対する支援として、地域包括支援センターが

相談窓口となり、支援困難事例への対応や関係機関のネットワーク構築及び情報提供などの支援を行っ

た。

運行日数(R4.11.30～） 延べ販売箇所数 利用延べ人数

８６日 ６２８か所 ２，７８８人

行政区名 事業内容 補助金額

辻区 エアコン設置 ２００，０００円

区 分 件 数

介護保険その他の保健福祉サービスに関すること １，２１４件

認知症に関すること ２２４件

高齢者虐待に関すること ２３件

成年後見制度に関すること ６件
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◎介護支援専門員、介護サービス事業所からの相談件数

⑶地域ケア会議

介護・医療等の多職種が協働して、高齢者の個別課題の解決を図るため、また、地域の共通した課題

を明確化するため、地域ケア会議を実施した。

11．在宅医療・介護連携推進事業

高齢者が長く住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう「ちちぶ版地域包括ケアシ

ステム」を秩父郡市１市４町で構築。システムを構築するために重要となる医療と介護の連携について、

事業を秩父郡市医師会に委託し、町は７８０，１６０円の負担金を拠出した。

⑴地域の医療・介護の資源の把握

・「介護保険・障がい・医療サービス提供事業所等一覧(秩父郡内)」「秩父圏域移動移送サービス一覧」

を作成し、事業所等関係機関に配付した。

・町内の医療機関・介護事業所、高齢者が利用できる施設等を掲載した「長瀞町医療と介護ＭＡＰ」を

配布した。

⑵在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

ちちぶ圏域ケア連携会議で各種研修会と併せてグループワークを実施し、在宅医療・介護連携の課

題の抽出と対応策の検討を行った。（全３回）

⑶医療・介護関係者の情報共有の支援

在宅療養されている高齢者が活用する「私の療養手帳」の普及や手帳の発行を行った。

⑷在宅医療・介護連携に関する相談支援

秩父市立病院内に「ちちぶ在宅医療・介護連携相談室」を設置し、地域の医療・介護関係者からの

相談を受け付け、関係機関の紹介や連携の調整を行い、在宅医療と在宅介護の提供体制の構築を推進

した。

⑸医療・介護関係者の研修

・多職種研修（ちちぶ圏域ケア連携会議研修２回、ちちぶ地域医療介護連携研修会４回、在宅緩和ケア

地域連携構築事業研修会３回）

区 分 件 数

介護支援専門員からの相談 ３９件

医療機関・介護サービス事業所からの相談 ３３件

区 分 実施回数

地域ケア個別会議 ７回

地域包括ケア推進会議 １回
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・町単独で実施した研修（介護・医療合同研修、介護・医療・民生委員・児童委員合同研修、介護事業

所虐待防止研修）

⑹地域住民への普及啓発

・患者本人の意思決定を支援するための情報提供、普及啓発事業「人生会議」（１回）

・ちちぶＦＭでのラジオ放送「人生いきいきいきあうラジオ」（５１回）

⑺在宅医療・介護連携に関する関係市町の連携

・各市町の担当者及び関係団体の担当者等で当事業の運営のための部会を実施した。（年９回）

・各市町の首長及び各関係団体の代表等を委員とした全体会議を実施した。（年１回）

12．生活支援体制整備事業

高齢者が住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮らし続けるために地域で支え合い助け合いのできる

まちを目指し、高齢者に必要な生活支援サービスの基盤整備を図る事業として、生活支援体制整備事業を

社会福祉法人長瀞町社会福祉協議会に委託し、次の事業を実施した。

○支援ニーズの把握

・地域ケア個別会議への参加（４回） ・オレンジカフェへの参加（６回）

○生活支援サービスの創出

・お買い物サロン（９回） ・移動販売への支援（４５回） ・居場所づくり ・サロン活動

○事業内容の周知活動（住民等の集まる場所での紹介）

・行政区への説明 ・民生委員・児童委員協議会定例会に参加 ・関係機関の会議

○その他

・「認知症サポーター養成講座」実演（小学校２校、中学校１校、保育園２園、幼稚園１園）

・高齢者の社会参加促進講座開催（４回） ・シニア向けスマホ講座開催（３２回）

・ボランティア養成等の講座開催 ・ささえ愛ながとろだより、サロンマップの作成・配布

また、生活支援コーディネーターとの連携を図り、地域に支え合いの輪を広げていくために、協議

体の会議を６回開催した。

13．認知症総合支援事業

⑴認知症地域支援推進員の設置

認知症施策の推進と認知症に携わる地域の医療と介護の連携の強化を図るため、認知症地域支援推進員

２人を設置した。

⑵認知症初期集中支援チームの設置

認知症の早期診断・早期対応のための支援体制の整備として、医療・福祉・介護の専門職と専門医で構

成する認知症初期集中支援チームを秩父郡市１市４町共同で設置した。また、個別相談会を２回実施し、

３組参加した。
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⑶認知症カフェ（オレンジカフェ）

認知症の方やその家族が、地域の方や専門家と相互に情報を共有しお互いを理解する場として、認知

症カフェ（オレンジカフェ）を開催した。

⑷認知症ケア向上推進事業

介護施設や医療施設の職員を対象とした「認知症ケア向上研修」は、新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため中止とした。

⑸要援護高齢者声かけ模擬訓練（長瀞町あったか声かけ訓練）

地域の支援者が要援護高齢者に接する際に必要な注意点を学び､認知症により行方不明となった者を

発見した場合の対応についての模擬訓練は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。

14．任意事業

⑴紙おむつ支給

在宅で生活しており、常時おむつを必要とする者に対し、紙おむつを支給することにより、本人及び

介護者の負担を軽減し、在宅福祉の向上を図った。

⑵介護家族のつどい

日ごろ介護されている方や関係者が集まって、勉強会、介護者自身の健康維持のための情報交換など

を定例で行った。

⑶認知症サポーター養成講座

認知症に対する正しい知識と対応方法を学び、認知症の方や家族を支えるためのボランティア養成を

一般（長瀞町生活支援体制整備協議体委員）、小学５年生、中学３年生、保育園・幼稚園の年中・年長

を対象に実施した。

開催回数 参加延べ人数

１２回 ２６１人

実人数 ４人

配布延べ人数 ３１人

支給総額 ８８，７７０円

開催回数 参加延べ人数

１１回 ６５人

対 象 実施回数 参加延べ人数

一般 １回 １４人

小学５年生 ２回 ４６人

中学３年生 1回 ４７人

保育園・幼稚園

年中・年長
３回 ８２人
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⑷高齢者配食サービス

在宅の高齢者（６５歳以上のひとり暮らし等で自ら栄養バランスのとれた食事の支度を行うことが困

難な者）に対し、栄養バランスのとれた食事（昼食用の弁当）を届けるとともに、安否確認を行った。

※月曜日から金曜日までの週５日、利用者１人につき週２回を限度とし、配送に係る経費の一部として、

１食当り１００円を負担した。

※弁当の配送は、ながとろ苑、セブン－イレブン長瀞岩畳店及び宅配クック１２３秩父店に委託した。

15．基金運用状況

介護保険給付費支払基金 （単位：円）

実人数 ５人

延べ配食数 ８６５食

配送委託費総額 ８６，５００円

令和３年度末現在高 積 立 金 額 繰 入 金 額 令和４年度末現在高

１１９，１５８，０００ １６，０００ １９，０４４，０００ １００，１３０，０００
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第 3 後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療制度は、平成１８年６月２１日に公布された「健康保険法等の一部を改正する法律」によ

り、「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面的に改正され、高齢者世代と現役世代の

医療費負担を明確にして公平でわかりやすい制度にし、保険財政の安定化を図り、福祉の増進を図ることを

目的に平成２０年４月１日から開始された制度である。

運営は、埼玉県内の全市町村で構成する「埼玉県後期高齢者医療広域連合（以下、「広域連合」という。）」

が行い、対象となる被保険者は、７５歳以上の方及び一定の障がいがある方で広域連合の認定を受けた６５

歳以上の方となっており、令和５年３月末現在の被保険者数は１，４６７人となった。また、令和４年１０

月１日から一定以上の所得・収入のある人の医療費の窓口負担が２割に改正された。

保険料額は、広域連合議会において決定し、令和４年度及び令和５年度については、均等割額が４４，１

７０円、所得割率が８．３８％である。なお、これまで、保険料負担のなかった健保組合などの被用者保険

の被扶養者だった方や、所得の少ない方については、世帯の所得水準に応じて保険料を軽減する措置が設け

られた。

保険料の納付方法は、原則として年金からの天引き（特別徴収）となっているが、条件により納付書払い

や口座振替による納付（普通徴収）となる場合がある。

町は、被保険者証等の交付、保険料の徴収及び徴収した保険料の広域連合への納付、給付事業等の窓口受

付事務を行った。歳入決算額は、１億１，８９６万円（対前年度比１１．２％）、歳出決算額は、１億１，

７７７万８千円（対前年度比１１．５％）で、形式収支は１１８万２千円の黒字となった。

１．後期高齢者医療特別会計決算状況 （単位：千円、％）

区 分 決算額 構成比率 前年度決算額 構成比率 増減率

歳

入

保 険 料 ９２，４２６ ７７．７ ８２，３３７ ７７．０ １２．３

使用料及び手数料 ０ ０．０ ０ ０．０ ０

国 庫 支 出 金 ０ ０．０
０ ０．０ ０

繰 入 金 ２５，０７６ ２１．１ ２３，６２２ ２２．１ ６．２

うち保険基盤安定 （２４，６１７） ― （２２，３２２） ― （１０．３）

繰 越 金 １，２９２ １．１ ４６３ ０．４ １７９．０

諸 収 入 １６６ ０．１ ５２６ ０．５ △６８．４

合 計 １１８，９６０ １００．０ １０６，９４８ １００．０ １１．２

歳

出

総 務 費 ６３５ ０．５ ６５５ ０．６ △３．１

うち総務管理費 （２３３） ― （２３３） ― （０．０）

うち徴収費 （４０２） ― （４２２） ― （△４．７）

広域連合納付金 １１６，９８０ ９９．３ １０４，６０３ ９９．０ １１．８

諸 支 出 金 １６３ ０．２ ３９７ ０．４ △５８．９

予 備 費 ― ― ― ― ―

合 計 １１７，７７８ １００．０ １０５，６５５ １００．０ １１．５

歳 入 歳 出 差 引 額 １，１８２ ― １，２９３ ― ―
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２．保険料賦課徴収状況

⑴区分別被保険者数（令和４年３月末） （単位：人）

※（ ）は、被用者保険の被扶養者であった被保険者数

⑵収納状況 （単位：千円）

３．新型コロナウイルス感染症関連

⑴傷病手当金

被保険者の方が新型コロナウイルス感染症に感染またはその感染の疑いから仕事を休むことを余儀なく

され、給与の全部または一部の支払を受けることができなくなった場合に、傷病手当金を支給する制度を

実施したが、申請はなかった。

⑵保険料減免

新型コロナウイルス感染症の影響により、世帯の主たる生計維持者の収入が減少した場合等に、保険料

を減免する措置があったが、申請はなかった。

区 分 特別徴収 普通徴収 合 計 構成比(%)

一 般 ３３７ １１１ ４４８（１） ３０．５

２ 割 軽 減 １８５ ２８ ２１３ １４．５

５ 割 軽 減 １７２ ４０ ２１２ １４．５

７ 割 軽 減 ４８６ １０８ ５９４ ４０．５

合 計 １，１８０ ２８７ １，４６７（１） １００．０

区 分 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

現年賦課分 ９２，３００ ９２，３００ ０ ０ １００．０

特別徴収 ６３，０１７ ６３，０１７ ０ ０ １００．０

普通徴収 ２９，２８３ ２９，２８３ ０ ０ １００．０

滞納繰越分 １２６ １２６ ０ ０ １００．０

合 計 ９２，４２６ ９２，４２６ ０ ０ １００．０






